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平成27年３月４日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成27年度宮崎県一般会計予算

○議案第８号 平成27年度宮崎県小規模企業者

等設備導入資金特別会計予算

○議案第９号 平成27年度宮崎県えびの高原ス

ポーツレクリエーション施設特

別会計予算

○議案第10号 平成27年度宮崎県営国民宿舎特

別会計予算

○議案第13号 平成27年度宮崎県公共用地取得

事業特別会計予算

○議案第14号 平成27年度宮崎県港湾整備事業

特別会計予算

○議案第24号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第25号 道路占用料徴収条例の一部を改

正する条例

○議案第26号 都市公園条例の一部を改正する

条例

○議案第35号 宮崎県小規模企業者等設備導入

資金特別会計条例

○議案第38号 神話のふるさと宮崎観光おもて

なし推進条例

○議案第43号 県道の道路標識の寸法を定める

条例の一部を改正する条例

○議案第48号 土木事業執行に伴う市町村負担

金徴収について

○議案第54号 平成26年度宮崎県一般会計補正

予算（第６号）

○議案第59号 平成26年度宮崎県小規模企業者

等設備導入資金特別会計補正予

算（第１号）

○議案第60号 平成26年度宮崎県営国民宿舎特

別会計補正予算（第１号）

○議案第63号 平成26年度宮崎県公共用地取得

事業特別会計補正予算（第１号）

○議案第64号 平成26年度宮崎県港湾整備事業

特別会計補正予算（第１号）

○議案第70号 宮崎県緊急雇用創出事業臨時特

例基金条例の一部を改正する条

例

○議案第71号 宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する

条例

○議案第74号 工事請負契約の締結について

○議案第75号 工事請負契約の締結について

○議案第77号 県道の路線廃止について

○議案第78号 平成26年度宮崎県一般会計補正

予算（第７号）

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

○商工観光振興対策及び土木行政の推進に関す

る調査

○その他報告事項

・県内経済の概況等について

・シラス多孔質ガラス(ＳＰＧ)技術開発の状況

について

・建設工事における指名競争入札について

・公共工事設計労務単価及び設計業務委託等技

術者単価の改定について

・景観形成に係る太陽光発電設備の取扱いにつ

いて

・宮崎県観光振興計画（素案）について

出席委員（８人）

委 員 長 岩 下 斌 彦

平成27年３月４日(水)
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副 委 員 長 渡 辺 創

委 員 外 山 三 博

委 員 中 野 明

委 員 宮 原 義 久

委 員 後 藤 哲 朗

委 員 太 田 清 海

委 員 新 見 昌 安

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

労働委員会事務局

事 務 局 長 安 井 伸 二

調 整 審 査 課 長 川 越 道 郎

商工観光労働部

商工観光労働部長 茂 雄 二

商工観光労働部次長 梅 原 裕 二

企業立地推進局長 川 野 美奈子

観光物産･東アジア戦略局長 金 子 洋 士

部参事兼商工政策課長 田 中 保 通

金 融 対 策 室 長 川 畑 充 代

産 業 振 興 課 長 佐 野 詔 藏

産業集積推進室長 冨 山 幸 子

労 働 政 策 課 長 久 松 弘 幸

地域雇用対策室長 福 嶋 清 美

企 業 立 地 課 長 津 曲 睦 己

観 光 推 進 課 長 孫 田 英 美

記紀編さん記念事業推進室長 松 浦 直 康

オールみやざき営業課長 日 下 雄 介

工業技術センター所長 古 賀 孝 士

食品開発センター所長 森 下 敏 朗

県立産業技術専門校長 田 村 吉 彦

県土整備部

県 土 整 備 部 長 大田原 宣 治

県土整備部次長
鈴 木 一 郎

（ 総 括 ）

県土整備部次長
坂 元 政 嗣

(道路･河川･港湾担当)

県土整備部次長
東 憲之介

(都市計画･建築担当)

高速道対策局長 直 原 史 明

部参事兼管理課長 福 嶋 幸 徳

用 地 対 策 課 長 林 睦 朗

部参事兼技術企画課長 髙 橋 利 典

工 事 検 査 課 長 永 野 広

道 路 建 設 課 長 大 坪 憲 男

道 路 保 全 課 長 馴 松 義 昭

河 川 課 長 大 谷 睦 彦

ダ ム 対 策 監 秋 山 克 則

砂 防 課 長 土 屋 喜 弘

港 湾 課 長 蓑 方 公

空 港 ・ ポ ー ト
川 野 福 一

セールス対策監

都 市 計 画 課 長 瀬戸長 秀 美

建 築 住 宅 課 長 森 山 福 一

営 繕 課 長 上別府 智

施設保全対策監 山 下 幸 秀

高速道対策局次長 原 拓 実

事務局職員出席者

政策調査課副主幹 沖米田 哲 哉

議 事 課 主 査 長 谷 恵美子

○岩下委員長 ただいまから、商工建設常任委

員会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付いたしました日程案をごらんくださ

い。本日は、補正予算関係議案、報告事項及び

その他報告事項について行い、あす以降に当初

平成27年３月４日(水)
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予算関係議案等について行うこととしておりま

すが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、審査方法についてであります。

お手元に配付しております委員会審査の進め

方（案）をごらんください。

初めに、審査方法についてであります。

当初予算の審査に当たっては、重点・新規事

業を中心に説明を求めることとし、あわせて決

算における指摘・要望事項に係る対応状況につ

いても説明を求めることとしております。

次に、２、当初予算関連議案の審査について

であります。

労働委員会につきましては、通常どおり進め

させていただきますが、審査が長時間にわたる

ことが予想されることから、商工観光労働部に

ついては２班に、県土整備部については４班に

分かれて審査を行い、最後にそれぞれ総括質疑

の場を設けたいと存じます。審査方法について

御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時３分休憩

午前10時３分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案についての説

明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○安井労働委員会事務局長 おはようございま

す。労働委員会事務局でございます。それでは、

平成26年度２月補正予算について御説明いたし

ます。

お手元の平成26年度２月補正歳出予算説明資

料の労働委員会のインデックスがついておりま

す469ページをお開きください。

一番上の欄にありますように、労働委員会の

補正予算は1,614万9,000円の減額補正をお願い

しておりまして、補正後の額は9,911万1,000円

となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

473ページをお開きください。

委員会費は２つの事項がございまして、まず、

上から５行目になりますけれども、（事項）職員

費は、1,002万5,000円の減額となっております。

これは、職員の人事異動に伴うものでございま

す。

次に、（事項）委員会運営費でありますが、612

万4,000円の減額となっております。これは、下

の説明欄をごらんいただきたいと思いますが、

委員報酬費や旅費などの労働委員会の運営に要

する経費の執行残によるものであります。

説明は、以上であります。よろしくお願いい

たします。

○岩下委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。

まず、議案について質疑はありませんか。

○宮原委員 職員の人事異動ということなんで

すが、もう少し詳しく教えてください。

○川越調整審査課長 平成26年度の予算につき

ましては、当初予算を作成する段階では、平成25

年度に事務局に在籍してる職員をベースに人件

費を計算しております。

したがいまして、その後、４月の人事異動が
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ございますので、現在の事務局の職員は、当初

予算を積算した当時とは入れかわりがございま

す。そこで、昨年４月の人事異動によりまして、

労働委員会事務局は、全部で職員の定員は10名

で、うち１名は兼務となっており、実質９名で

ございますが、９名のうち５名が人事異動によっ

て入れかわっております。

それで、簡単に申しますと、昨年４月の人事

異動によりまして、職員がある程度若返ったと

申しますか、平均年齢が低くなりましたので、

その分人件費の所要額が減ったということでご

ざいます。

○中野委員 今は労働委員の報酬は、月額で何

ぼぐらいですか。

○川越調整審査課長 今、会長が月額11万円、

それから、会長以外の公益委員が４名おります

けれども、その公益委員が月額９万1,500円、そ

れからその他、労働者委員、使用者委員が10名

おられますが、それぞれ月額８万3,000円でござ

います。

それから、日額のほうでございますが、会長

が１万9,500円、会長以外の公益委員と労使の委

員が１万5,600円でございます。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

○太田委員 最初の宮原委員の質疑をもう一回

お願いします。５名が若返った、結局、年齢で

すよね。だから、もちろん下がりますよね。そ

れで、５名で1,000万の額じゃないですか。とい

うことは、１人当たり200万下がるような感じに

なっちゃうから、ちょっと余りにも。若返った

としても、50万とか100万程度だったら……。１

人当たり200万程度のようなことが起こり得るん

でしたかね。

○川越調整審査課長 職員費の減額1,00 2

万5,000円の内訳でございますけれども、まず、

給料、いわゆる基本給、本俸でございますが、

これの減が405万でございます。それから、職員

手当の減額が446万3,000円、それからもう一つ

共済費、共済組合の事業主負担分でございます

けれども、これが151万2,000円の減となってお

ります。

それで、職員手当の主なものといたしまして

は、いわゆるボーナスに相当します期末手当と

勤勉手当の減、これが、合わせまして約220万円

ということになっております。

○安井労働委員会事務局長 ちょっと私のほう

から補足させてください。25年度は、50代が５

人、40代が４人というのが９名の内訳だったん

ですけれども、26年度になりまして、50代が４

人に減りまして、それから、40代が３人に減り

ました。そのかわり新規採用が１人参りました

のと、30代が１人参りましたので、ぐっと若返っ

てそれぐらいの差が出たということでございま

す。扶養家族もおられませんし、子供さんとか、

結婚してませんし、そういう若い方が見えたと

いうことが大きかったと思っております。

○太田委員 こういう場合がやはりあり得るん

ですよね。あとの審査にも参考になると思いま

すので、下がるというのはそういうこともある

ということね。よくわかりました。

○岩下委員長 ありがとうございました。その

ほか、何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、その他で何かござい

ませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 ないようでございます。それで

は、以上をもって労働委員会事務局を終了いた

します。執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。
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午前10時11分休憩

午前10時14分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案についての説

明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○茂商工観光労働部長 おはようございます。

商工観光労働部でございます。本日は、お配り

しております資料の目次のとおり、平成27年２

月定例県議会提出議案（平成26年度補正分）及

びその他報告事項について御説明いたします。

１ページをお開きください。

まず、今回提出しております商工観光労働部

関係議案の概要であります。

議案第54号「平成26年度宮崎県一般会計補正

予算（第６号）」は、事業費の確定等に伴う補正

を行うものであります。

商工観光労働部の一般会計歳出は、一番上の

表ですが、補正前の額442億9,281万3,000円から、

今回、43億5,890万4,000円を減額し、補正後の

額が399億3,390万9,000円となります。

次に、２番目の表ですが、繰越明許費の追加

として、「休廃止鉱山鉱害対策事業」など２件の

平成27年度への繰り越しをお願いするものであ

ります。

次に、３番目の表ですが、債務負担行為の変

更として、「就活アシスト！わかもの人財育成事

業」など３件の限度額の変更をお願いするもの

であります。

次に、２ページの一番上の、議案第59号「平

成26年度宮崎県小規模企業者等整備導入資金特

別会計補正予算（第１号）」は、歳入歳出予算を

事業費の確定等に伴い、１億6,653万4,000円増

額補正するものであります。

次に、その下の表ですが、議案第60号「平成26

年度宮崎県営国民宿舎特別会計補正予算（第１

号）」は、歳入歳出予算を執行残に伴い、63

万4,000円減額補正するものであります。

次に、議案第70号「宮崎県緊急雇用創出事業

臨時特例基金条例の一部を改正する条例」は、

基金の執行残を国へ返還するため、所要の改正

を行うものであります。

次に、議案第78号「平成26年度宮崎県一般会

計補正予算（第７号）」は、国の緊急経済対策の

実施に伴いまして、いわゆる地方創生交付金事

業を実施するための追加補正を行うものであり

ます。

これによりまして、先ほど御説明しました１

ページの第54号の補正後の額に増額されまして、

２ページの一番下の表にありますとおり、商工

観光労働部の一般会計歳出は、補正前の額399

億3,390万9,000円に、今回、19億2,876万3,000

円を増額し、補正後の額が418億6,267万2,000円

となります。

３ページをお開きください。

ただいま御説明いたしました地方創生交付金

を活用した20の事業について、繰越明許費の追

加として、平成27年度への繰り越しをお願いす

るものであります。

次に、４ページですが、今回の補正予算（案）

及び追加補正予算（案）を表にしたものであり

ます。一番下の表にありますとおり、一般会計

及び特別会計を合わせました部全体の補正後の

予算額は、表の右から３番目になりますが、427

億7,997万5,000円となります。

議案以外のその他報告事項につきましては、

表紙の目次のとおりとなっております。

詳細につきましては、担当課長・室長から御
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説明いたしますので、よろしくお願いいたしま

す。

私からは以上でございます。

○田中商工政策課長 商工政策課からは、補正

予算について御説明をいたします。

なお、先ほど部長からもありましたとおり、

今回の２月補正予算におきましては、通常の補

正に加えまして、国の緊急経済対策の実施に伴

う補正を追加でお願いをしておりますので、あ

わせて御説明をいたします。

まず、通常の２月補正予算であります。

お手元の平成26年度２月補正歳出予算説明資

料、この厚いほうの冊子でありますけども、こ

ちらの商工政策課のインデックスのところ、223

ページをお開きください。

今回の補正額は、一般会計、特別会計合わせ

まして29億7,507万7,000円の減額補正でありま

す。補正後の額は、右から３番目の欄にありま

すように345億8,788万円となります。

まず、一般会計ですが、補正額は31億4,161

万1,000円の減額で、補正後の額は340億7,072

万5,000円となります。

それでは、主な事項について御説明をいたし

ます。

226ページをお開きください。

（目）商業振興費の２つ目の（事項）中小企

業金融対策費30億9,419万9,000円の減額であり

ます。

説明欄１の中小企業融資制度貸付金の30億円

の減額でありますが、これは、大規模な自然災

害等により、地域経済が大きな影響を受けた際

の緊急対策枠として確保しておりました30億円

を減額するものであります。

２の中小企業金融円滑化補助金は、県融資制

度の保証料軽減のための補助金ですが、額の確

定に伴い4,900万円を減額するものであり、また、

３の信用保証協会損失補償金は、平成25年度の

代位弁済の金額が見込みより少なかったことか

ら、4,380万1,000円を減額するものであります。

227ページをごらんください。

（事項）小規模事業対策費2,235万9,000円の

減額は、商工会、商工会議所等に対する小規模

事業経営支援事業費補助金の額の確定に伴うも

のであり、職員の中途退職等に伴い、人件費補

助が減額となったこと等によるものであります。

次に、229ページをお開きください。

小規模企業者等設備導入資金特別会計につい

てであります。

特別会計につきましては、平成27年２月定例

県議会提出議案の議案第59号にありますが、引

き続きこの資料で説明させていただきます。

特別会計の補正額は１億6,653万4,000円の増

額で、補正後の額は５億1,715万5,000円となり

ます。これは、（事項）小規模企業者等設備導入

事業助成費１億7,122万9,000円の増額等による

もので、国の制度による「小規模企業者等設備

導入資金貸付金事業」が今年度末で廃止される

ことに伴い、不要となりました国からの貸付金

を償還するために、説明欄３の償還金のとおり、

１億8,700万円を増額すること等によるものであ

ります。

次に、国の緊急経済対策の実施に伴う追加補

正予算についてであります。

歳出予算説明資料、議案第78号、やや薄いほ

うの冊子になります。こちらの商工政策課のイ

ンデックスのところ、61ページをお開きくださ

い。

補正額は５億4,050万4,000円の増額で、補正

後の額は、351億2,838万4,000円となります。

63ページをお開きください。
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（事項）中小商業活性化事業費５億4,050

万4,000円の増額でありますが、説明欄の２つの

新規事業につきまして、常任委員会資料で御説

明をいたします。

常任委員会資料の８ページをお開きください。

新規事業「県内津々浦々で消費を呼び起こす

～域内消費喚起等支援事業」であります。この

事業は、２の（３）のとおり、県内各市町村が

発行するプレミアム付商品券など、消費喚起等

の取り組みを支援するもので、予算額５億3,100

万円をお願いをしております。

次に、９ページをお開きください。

新規事業「インバウンド需用を取り込め！免

税販売促進事業」であります。この事業は、２

の（３）のとおり、増加しつつある外国人旅行

者の消費を取り込むため、免税店をふやすとと

もに、免税手続のための機器導入等を支援し、

外国人が買い物しやすい環境を整備するもので、

予算額950万4,000円をお願いをしております。

商工政策課は、以上であります。

○佐野産業振興課長 産業振興課の２月補正予

算について御説明いたします。

まず、通常の２月補正であります。

平成26年度２月補正歳出予算説明資料の、厚

いほうですが、産業振興課のインデックスのと

ころ、231ページをお開きいただきたいと思いま

す。

今回の補正額は、１億2,543万3,000円の減額

補正となっており、右から３番目の欄にありま

すように、補正後の予算額は13億6,147万4,000

円となります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

233ページをお開きください。

中ほどの（目）工鉱業振興費（事項）新事業

・新分野進出支援事業費1,151万9,000円の減額

であります。これは、説明欄２の「売り上げアッ

プに挑戦！経営革新企業応援事業」の補助金に

おいて、申請件数は当初の見込みどおりであっ

たものの、１件当たりの実績額が少なかったこ

となどによるものであります。

次に、一番下の（事項）産学官共同研究推進

事業費2,622万3,000円の減額であります。これ

は、次の234ページの説明欄１の「産学官連携促

進・共同研究開発支援事業」において、国の公

募事業等を実施する際に、国が精算払いするま

での間、産業振興機構が立てかえる費用に対し

て無利子貸し付けを行っておりますが、その所

要額が見込みを下回ったことによるもの等であ

ります。

次に、234ページ一番下の（事項）産業集積対

策費2,423万8,000円の減額でございます。これ

は、次の235ページ一番上の説明欄４「自動車産

業北部九州フロンティアオフィス運営事業」に

おいて、自動車メーカーの現役社員を取引推進

アドバイザーに委嘱しておりますが、派遣元の

メーカーの御厚意により、人件費が不要になっ

たこと等によるものでございます。

同じページの（目）工業試験場費（事項）工

業技術センター総務管理費1,598万9,000円の減

額でありますが、これは、工業技術センターの

運営管理費等の執行残等によるものであります。

２月補正に関する説明は以上でありますが、

繰り越しが１件ございますので、本日の委員会

資料で御説明したいと思います。

１ページをごらんいただきたいと思います。

ページの中ほど、繰越明許費、追加の「休廃

止鉱山公害対策事業」の687万5,000円でありま

す。これは、市町村が行う休廃止鉱山の鉱害防

止工事への補助金でありますが、事業主体であ
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る高千穂町が工期の変更により事業を平成27年

度に繰り越すことに伴い、県の事業費も繰り越

すものであります。

次に、国の緊急経済対策の実施に伴う追加補

正予算についてであります。

歳出予算説明資料議案第78号、やや薄い方の

資料になりますが、産業振興課のインデックス

のところ、65ページをお開きいただきたいと思

います。

今回の補正額は、１億265万1,000円の増額補

正となっており、右から３番目の欄にあります

ように、補正後の予算額は14億6,412万5,000円

となります。以下、内容について御説明いたし

ます。

67ページをお開きください。

産業振興課では、４つの新規事業をあげてお

りまして、（事項）ＩＴ関連産業振興事業費537

万円、（事項）新事業・新分野進出支援事業

費5,725万円、（事項）産業集積対策費4,003

万1,000円の増額であります。

事業の内容につきましては、常任委員会資料

で説明をさせていただきたいと思います。

常任委員会資料の10ページをお開きいただき

たいと思います。

新規事業「ＩＣＴ産業総合力強化推進事業」

であります。この事業は、成長が期待される本

県ＩＣＴ企業の基盤強化を図るとともに、雇用

の受け皿として期待されますコールセンターの

人材養成を図るものであります。予算額は537万

円であります。

事業の内容につきましては、２の（３）にあ

りますとおり、経営力や技術力強化のための研

修会の実施や、首都圏を中心とした県外のＩＣ

Ｔ企業との商談会を開催することにより、受注

機会の創出と販路拡大を目指すものであります。

また、コールセンター事業につきましては、

通信手段の多様化に対応できるような人材の養

成研修を行うこととしております。

次に、11ページをお開きください。

新規事業「地域中核的企業育成・強化事業」

であります。この事業は、地域外から外貨を稼

ぎ、域内で循環させることにより地域の経済を

牽引する中核的な企業の育成を図るものであり

ます。予算額は、5,725万円であります。

事業内容は、２の（３）になりますが、⑤の

専門家の特別支援チームによる助言・指導を受

けながら、事業計画の策定段階から開発・販路

開拓・設備投資などの事業化に至る各ステージ

に応じて、①の産学官による研究開発や、②の

新商品等の開発、③のマーケティング、それか

ら、④の設備投資への支援を総合的・重点的に

実施するものであります。

次に、12ページをお開きください。

新規事業「東九州メディカルバレー販路拡大

ステップアップ事業」であります。この事業は、

メディカルバレー構想に基づき、医療機器等の

商品化に向けた動きや販路開拓を支援すること

により、競争力のある医療機器産業を育成する

ものであります。予算額は、3,255万2,000円で

あります。

事業内容は、２の（３）にありますとおり、

医療機器メーカー等を招いた県内企業の見学ツ

アーや、県内企業が首都圏のメーカーやディー

ラーを訪問するツアーの実施、県内企業の医療

機器等を医療関係者に評価してもらう展示会開

催のほか、製品改良や海外市場可能性調査など

を支援するものであります。

13ページをお開きください。

新規事業「宮崎方式で安全・安心！食品開発

・取引拡大支援事業」であります。この事業は、
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フード・オープンラボの機能を最大限に発揮さ

せ、競争力のある食品開発企業の育成を目指す

ものであります。予算額は、747万9,000円であ

ります。

事業内容は、２の（３）にありますとおり、

食品加工現場や加工技術に係るコーディネータ

ーを設置し、研修会の開催や訪問指導の実施、

さらにはラボを使って試作開発した商品につい

て、大都市圏で展示会等に対して支援を行うも

のであります。

説明は以上でございます。

○久松労働政策課長 労働政策課の２月補正予

算について御説明いたします。

まず、通常の２月補正予算であります。

お手元の平成26年度２月補正歳出予算説明資

料の労働政策課のインデックスのところ、237ペ

ージをお開きください。

今回の補正は、４億9,000万7,000円の減額補

正であります。補正後の予算額は、右から３番

目の欄にありますように、25億7,630万8,000円

となります。それでは、主な事項について御説

明いたします。

240ページをお開きください。

上から２番目の（事項）緊急雇用創出事業臨

時特例基金事業費４億8,682万8,000円の減額で

あります。これは、下の説明欄にあります１の

「市町村補助事業」や３の「起業支援型地域雇

用創造事業」における執行残、また、４の「地

域人づくり事業」における雇用開始がおくれた

ことなどによります執行残によるものでありま

すが、今回補正減した事業費の大部分につきま

しては、平成27年度における基金事業の財源と

して執行していく予定であります。

なお、地域人づくり事業の実施状況につきま

しては、後ほど、常任委員会資料で御説明いた

します。

次に、その下の（事項）宮崎県緊急雇用創出

事業臨時特例基金返還金１億953万2,000円の増

額であります。これは、緊急雇用創出事業臨時

特例基金の国への返還に伴う補正であります。

これにつきましても、常任委員会資料で御説明

いたします。

次に、241ページの一番下の（事項）認定職業

訓練費2,099万2,000円の減額であります。これ

は、主に下の説明欄２の認定職業訓練助成事業

費補助金の減額でありまして、認定職業訓練団

体が実施します職業訓練の訓練生数が当初の見

込みを下回ったことによる減額でございます。

242ページをお開きください。

一番下の（事項）県立産業技術専門校費8,145

万円の減額であります。

下の説明欄をごらんください。まず、１の管

理運営費につきましては、光熱水費の節減や施

設の保安委託料等の入札残などによるものであ

ります。

次に、２の訓練実習費は、外部講師の報酬や

訓練実習に係る材料経費等の執行残などによる

ものであります。

また、３の委託訓練に関する経費であります

が、これは、離職者が早期に再就職できるよう

各種の職業訓練を実施しておりますが、対象者

が当初の見込みを下回ったことなどによる減額

であります。

歳出予算説明資料での説明は以上であります

が、緊急雇用基金の返還等について御説明いた

します。

資料をかえていただきまして、常任委員会資

料の５ページをお開きください。緊急雇用創出

事業臨時特例基金の返還についてであります。

まず、１の補正の理由でありますが、平成25
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年度末までに終了した基金事業の基金残額に関

しまして、対象となる額を国へ返還するもので

あります。

２の返還の対象となる額でありますが、下の

表をごらんください。

今回の返還の対象は、一番左の交付額144

億7,000万円にその右の運用益2,169万8,000円を

足した事業執行可能額144億9,169万8,000円が対

象となります。そこから、既に基金事業として

執行した支出済額143億8,216万6,000円を除いた

額、１億953万2,000円が今回の返還額でありま

す。

返還については、以上でございます。

次に、右の６ページをごらんください。

地域人づくり事業の実施状況であります。

地域人づくり事業につきましては、労働政策

課で予算を一括計上し、事業を実施します庁内

の各課へ予算を分任するという方法で実施して

おります。

26年度に着手した事業については、27年度ま

での事業が継続して実施できるということと

なっております。今回の２月補正では、３億75

万4,000円の減額となっておりますが、基金の有

効活用を図る観点から、新たに事業要望を募り、

追加採択等を行ったところであります。

新たに採択した事業につきましては、表の下

から４つ、商工観光労働部の「おもてなし人材

育成事業」ほか３事業でありまして、多様な人

材の育成に努めることとしております。

地域人づくり事業の説明は以上であります。

次に、債務負担行為の変更について御説明い

たします。

同じ資料の１ページにお戻りをいただきたい

と思います。

議案書では、15ページに記載されております

が、こちらの資料で説明をいたします。

一番下の表であります。表の一番上、（事項）

「就活アシスト！わかもの人財育成事業」であ

りますが、限度額を2,927万2,000円に変更をお

願いしております。この事業は、26年度から27

年度までの事業でありますが、若年者の職場定

着率向上を目指して定着支援員を増員すること

とし、契約額を増額するものであります。

次に、２番目の（事項）平成26年度離職者等

再就職訓練事業でありますが、限度額を5,901万

円に変更をお願いしております。

先ほど御説明いたしました委託訓練に関する

ものでありますが、この事業は、委託先に支払

う委託費が就職実績に応じて増減するという仕

組みとなっておりまして、就職率のアップが見

込めますことから限度額を増額するものでござ

います。

３番目の（事項）地域人づくり事業でござい

ますが、限度額を６億9,602万7,000円に変更を

お願いしております。内容につきましては、先

ほど御説明したとおり、追加採択等によって契

約額を増額するものであります。

通常の２月補正については、以上であります。

次に、追加補正について御説明をいたします。

資料をかえていただきまして歳出予算説明資料

の議案第78号の説明資料で御説明をいたします。

労働政策課のインデックスのところ69ページ

をお開きください。

労働政策課の追加補正は6,879万円の増額であ

ります。補正後の予算額は、右から３番目の欄

にありますように、26億4,509万8,000円となり

ます。内容につきまして御説明いたします。

次の71ページをお開きください。

（事項）地域雇用対策強化費6,879万円の増額

であります。説明欄にあります新規事業につき
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ましては、常任委員会資料で御説明いたします。

14ページをお開きください。

新規事業「お試し就業支援・ＵＩＪターン助

成事業」であります。この事業は、宮崎の中小

企業が都市部での経験豊富な中核人材を受け入

れるお試し就業に係る経費の一部を支援する事

業であります。２の事業概要でありますが、予

算額は6,879万円をお願いしております。

（３）の事業内容でありますが、①のお試し

就業支援事業では、県内の企業がお試し就業と

して受け入れた中核人材にかかわる給与などの

経費を助成することとしております。②のＵＩ

Ｊターン助成推進事業では、ＵＩＪターンに関

する企業向けセミナーの開催や広報等を行うこ

ととしております。

説明は以上であります。

○津曲企業立地課長 続きまして、企業立地課

でございます。

まず、通常の２月補正を御説明いたします。

お手元の26年度２月補正歳出予算説明資料、

厚いほうです。企業立地課のインデックスがご

ざいます。245ページになります。

このたびの補正額は、左から２番目、補正額

の欄にあります５億5,478万円の減額、補正後の

額は、右から３番目の欄にあります４億4,939

万9,000円となります。それでは、主な事項につ

きまして、御説明をいたします。

ページをおめくりください。

ページの中ほどに、（事項）企業立地基盤整備

等対策費、1,884万5,000円の減額がございます。

主なものは、説明の欄の２番目「宮崎企業立地

支援充実事業」でございます。これは、工業団

地を整備します市町村への補助事業で、今年度

は小林市への助成を行いますが、市の事業費に

合わせての減額となります。

次に、一番下の（事項）立地企業フォローアッ

プ等対策費５億2,845万9,000円の減額につきま

して、次のページをおめくりいただきたいと思

います。

ページの上のほうでございますが、説明の欄、

１、企業立地促進補助金であります。これは、

工場建設費用などへの補助金と新規に雇用いた

だいた人数に応じた補助金がありまして、本県

の企業立地にとりまして、非常に効果のありま

す制度でございます。

今回の補正額、５億2,000万円余りのうち、５

億円は国富町にあります太陽電池製造会社、ソ

ーラーフロンティアへの補助金を見込んでおり

ました。ここは、平成23年から操業しておりま

すが、投資金額が約1,000億円、雇用人数も約800

人と、ともに非常に大きいことから、本県の制

度上、大規模案件という区分に該当し、操業開

始から５年間の間に、５回まで補助金の申請を

行うことができます。23年度に最初の申請があ

り、投資内容や雇用人数等を審査の上、１回目

の交付を行ったところでありますが、実際、あ

と４回交付が可能ということで、今年度も会社

側と申請時期や金額について協議を行っており

ましたが、会社側としては、今年度は申請をし

ないとの結論になりました。

ほかの企業でも、実際の申請額が当初の見込

み額を下回る会社もございますので、今回、減

額補正をお願いするものであります。

次に、企業立地課の繰越事業につきまして御

説明をいたします。常任委員会資料の１ページ

をお願いします。

先ほど説明もありましたが、繰越明許費の追

加というのが、２段目の表になっております。

その下のほう、「みやざき企業立地支援充実事業」

でありますが、これは先ほど説明をいたしまし
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た小林市への補助金でございますけれども、市

の事業が平成27年度に繰り越されることから、

繰り越しをお願いするものでございます。

続きまして、国の緊急経済対策に伴う追加の

補正予算でございます。

今度は薄いほうの歳出予算説明資料、議案第78

号であります。

企業立地課のインデックスのところ、73ペー

ジでございます。

補正額は、1,206万円の増額、補正後の額は、

右から３番目でございますが、４億6,145万9,000

円となります。

ページをおめくりいただきますと、今度はペ

ージの中ほどに（事項）企業誘致活動等対策費

がございます。説明の欄にあります新規事業に

つきまして、また常任委員会資料で御説明をさ

せてください。

常任委員会資料の15ページでございます。

新規事業「「投資呼び込み」みやざき企業立地

セミナー＆視察ツアー開催事業」であります。

この事業は、地方創生の流れの中、本社機能の

宮崎誘致や工場進出を進めるため、本県のすぐ

れた立地環境や支援制度を紹介するセミナーを

東京、愛知、大阪、福岡で開催いたしますとと

もに、企業経営者の皆様を本県へお招きし、県

内視察や本県の企業関係者との意見交換会など

を通じて本県への企業立地を一層推進しようと

考えております。予算額は、1,206万円でござい

ます。

企業立地課の説明は、以上でございます。

○孫田観光推進課長 観光推進課の２月補正予

算について、御説明いたします。

まず、通常の２月補正であります。

お手元の冊子、平成26年度２月補正歳出予算

説明資料のインデックスで観光推進課のとこ

ろ、249ページをお開きいただきたいと思います。

今回の補正額は、一般会計、特別会計を合せ

まして、3,514万円の減額補正をお願いしており

ます。補正後の額は、右から３番目の欄にあり

ますように、14億8,492万4,000円となります。

まず、一般会計について御説明いたします。

一般会計の補正額は、3,450万6,000円の減額

で、補正後の額は10億8,477万6,000円となりま

す。それでは、主な事項について御説明いたし

ます。

252ページをお開きください。

このページ、下から２番目の（事項）国際観

光宣伝事業費2,403万7,000円の減額であります。

まず、１の「東アジア等観光誘客推進事業」

ですが、香港線の就航に係る旅行会社等への送

客支援において、香港線の就航が３月末にずれ

込んだことから、減額するものであります。

２の「大型クルーズ船誘致環境整備事業」は、

油津港の大型クルーズ船に対応した係留施設の

整備に係る入札の執行残であります。

次に、その下の（事項）スポーツランドみや

ざき推進事業費310万円の増額であります。

次のページをごらんください。

２の「プロ野球キャンプ環境充実強化事業」

は、球春みやざきベースボールゲームズの開催

を支援するものでありますが、参加球団が増加

したことに伴い、増額補正をお願いするもので

あります。

254ページをお開きください。

ここで、県営国民宿舎特別会計について御説

明いたします。

（事項）国民宿舎「えびの高原荘」運営費63

万4,000円の減額ですが、これは、施設の維持補

修費の執行残であります。

なお、国民宿舎特別会計は、別途配布の、平
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成27年２月定例県議会提出議案の議案第60号に

もありますが、内容が重複いたしますので、こ

の説明にかえさせていただきます。

次に、国の緊急経済対策の実施に伴う追加補

正予算について御説明いたします。

２月補正の歳出予算説明資料、議案第78号、

薄いほうの資料をごらんいただきたいと思いま

す。

観光推進課のインデックスのところ77ページ

をお開きください。

補正額は７億9,535万4,000円の増額で、補正

後の額は、22億8,027万8,000円となります。

79ページをお開きください。

（事項）観光交流基盤整備費5,747万4,000円、

（事項）国内観光宣伝事業費746万6,000円、（事

項）ふるさと旅行券誘客促進事業費６億4,530

万8,000円、（事項）スポーツランドみやざき推

進事業費8,510万6,000円のそれぞれの増額であ

ります。

説明欄にあります各事業の内容につきまして

は、常任委員会資料のほうで御説明いたします。

常任委員会資料の16ページをお開きください。

まず、新規事業「外国人観光客受入環境整備

事業」であります。この事業は、外国人観光客

の受入環境整備が急務となっている中、情報発

信環境等を整備し、外国人観光客のさらなる誘

客促進を図るもので、予算額5,747万4,000円を

お願いしております。

事業内容ですが、①のとおり、観光案内版等

にＷｉ─Ｆｉ環境を整備するほか、②のとおり、

県観光情報サイトに自動翻訳機能を追加するな

ど、情報発信環境の整備を行います。

また、④のとおり、公共交通機関を活用した

個人旅行者向けの周遊ルートを開発するなど、

移動しやすい環境の整備を行うこととしており

ます。

17ページをお開きください。

新規事業「フィルム・コミッション支援事業」

であります。これは、映画やテレビ番組等のロ

ケを県内へ誘致するため、ホームページの改修

や、ロケに関する情報収集、誘致活動を行うも

ので、予算額443万1,000円をお願いしておりま

す。

次のページをごらんいただきます。

新規事業「教育旅行誘致・受入体制整備事業」

であります。これは、本県への教育旅行に関す

る専門の事務局をみやざきコンベンション協会

に設置し、教育旅行の誘致・受入体制の強化を

図るもので、予算額303万5,000円をお願いして

おります。

19ページをお開きください。

新規事業「みやざきに来んね！神話のふるさ

と旅行券発行事業」であります。この事業は、

県内の宿泊施設で幅広く利用できるふるさと旅

行券を発行することにより、本県への旅行需要

・観光消費を喚起し、主に県外からの旅行客を

取り込むことで、地域経済の好循環につなげる

ものであります。予算額は、４億6,299万8,000

円をお願いしております。

事業内容ですが、県内宿泊施設や本県への旅

行商品を割引価格で利用できるようにするため、

コンビニエンスストアでのふるさと旅行券の販

売や、ネット系の宿泊予約サイトや、旅行会社

が造成する本県への旅行商品に対する助成を行

うほか、ふるさと旅行券の魅力を高めるための

県産品プレゼントキャンペーンを実施すること

としております。

また、事業効果の把握や今後のマーケティン

グ戦略等への活用に向けたアンケート調査や分

析を行うこととしております。
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なお、具体的な割引率や助成条件等について

は、全国の動向等も踏まえて決定することとし

ておりますが、ことしの５月から６月には販売

を開始し、県内在住の方々にも御利用いただけ

ますので、県外からの誘客促進はもちろん、県

民の皆様の県内周遊・地域間交流の促進にもつ

なげていきたいと考えております。

次のページをごらんください。

新規事業「みやざきに来んね！神話のふるさ

とみやざきＰＲ事業」であります。ふるさと旅

行券の仕組みを活用した誘客促進の取り組みは、

全国各地で一斉に実施されるため、この事業に

おいて、宮崎ならではの観光素材等のＰＲを集

中的に行うことで本県の認知度向上等を図り、

旅行地として選ばれる宮崎づくりにつなげるも

のであります。予算額は、１億8,231万円をお願

いしております。

事業内容ですが、①のとおり、宮崎観光総合

プロモーションとして、チラシ、ポスター、ク

ーポンつきキャンペーンブック等の作成や旅行

雑誌等を活用した広告掲載を行うほか、県外か

らの集客を目的とした大規模なイベント等を開

催することとしております。

また、②のとおり、神話のふるさとみやざき

認知度向上特別プロモーションとして、雑誌社

や旅番組等とのタイアップなど、特に若い女性

をターゲットとした集中的なプロモーションを

行うこととしております。

21ページをお開きください。

新規事業「スポーツランドみやざきグレード

アップ事業」であります。近年、スポーツ合宿

等の誘致に取り組む自治体がふえており、地域

間競争が激化している状況にありますことから、

新たに事業内容⑤のアスリートフード推進のた

めの研修会の開催や、⑥のキャンプ受入環境の

向上につながるトレーニング機器の整備を行い、

スポーツランドみやざきのグレードアップを図

るものであります。予算額は4,589万円をお願い

しております。

次のページをごらんください。

新規事業「球春みやざきベースボールゲーム

ズ開催事業」であります。これは、既存球団の

長期滞在と新規球団のキャンプ誘致を促進する

ため、プロ野球球団による練習試合の開催を支

援するもので、予算額1,921万9,000円をお願い

しております。

23ページをお開きください。

新規事業「東京オリンピック・パラリンピッ

ク等おもてなし推進事業」であります。この事

業は、2020年オリンピック・パラリンピック等

の開催を見据え、事業内容にありますとおり、

①の事前合宿等キャンプ誘致対策として、まず、

海外チームの直前合宿におけるキャンプ地決定

のプロセスや課題等を把握するため調査を実施

するほか、誘致活動に必要なパンフレットやホ

ームページを作成いたします。

また、人的ネットワークを活用した情報収集

のほか、市町村の合宿等誘致に対する支援を行

うこととしております。

次に、②の開会式セレモニー・文化プログラ

ム対策ですが、開会式での天岩戸開き神話の採

用を実現するため、オリンピック組織委員会等

への働きかけを行うとともに、首都圏での著名

な研究者によるシンポジウムを開催するなど、

本県神楽に対する関心や注目を高めていくこと

としております。予算額は、1,999万7,000円を

お願いしております。

観光推進課の説明は以上であります。

○日下オールみやざき営業課長 オールみやざ

き営業課の平成26年度２月補正予算について御
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説明いたします。

まず、通常の２月補正でございます。お手元

にございます平成26年度２月補正歳出予算説明

資料、分厚いほうの資料、こちらをお開きいた

だければと思います。オールみやざき営業課の

インデックスのところ、255ページをお開きくだ

さい。

オールみやざき営業課の補正額は、左から２

番目の欄、1,256万7,000円の減額でございます。

補正後の額は、右から３番目の欄、３億9,122

万7,000円となります。それでは、補正予算の主

なものについて御説明いたします。

257ページをお開きください。

まず、（事項）県産品販路拡大推進事業費538

万円の減額でございます。こちらは主に、説明

欄１の「県産品振興事業」につきまして、新宿

みやざき館に係る光熱水費や建物賃借料などを

減額するものでございます。

次に、（事項）県外広報対策費504万6,000円の

減額でございますが、こちらは主に「県外広報

対策事業」に係る委託料及び旅費など事務費の

執行残でございます。

続きまして、国の緊急経済対策の実施に伴う

追加補正予算についてでございます。

２月追加補正の歳出予算説明資料、議案第78

号、薄いほうの資料をお開きいただければと思

います。

オールみやざき営業課のインデックスのとこ

ろ、81ページをお開きください。

補正額は４億940万4,000円の増額補正でござ

います。補正後の予算額は右から３番目の欄に

ございますとおり、８億63万1,000円となります。

以下、内容につきまして御説明いたします。

83ページをお開きください。

（事項）地場産業総合振興対策費212万2,000

円、その下の（事項）貿易促進費4,328万2,000

円、さらにその下でございますが、県産品販路

拡大推進事業費３億6,400万円の増額でございま

す。

説明欄にございます新規事業につきましては、

常任委員会資料で御説明申し上げます。

常任委員会資料24ページお開きいただければ

と思います。

まず、新規事業「みやざき工芸品振興事業」

でございます。この事業は、２の事業概要（３）

のとおり、若手工芸家が県外の催事場で展示販

売をする際の会場費などの支援や、次世代の人

材確保に向けた、県伝統工芸士等への実態調査

や先進地事例の調査を実施し、効果的な後継者

確保等につなげていきたいと考えております。

予算額は212万2,000円をお願いしております。

続きまして、25ページをお開きください。

新規事業「世界に広げよう！グローバル展開

支援事業」でございます。この事業は、２の事

業概要（３）にございますとおり、県内企業の

新たな市場の販路開拓活動に対する支援や、翻

訳作業のサポート、さらには、グローバルなビ

ジネスを担う人材の育成等に取り組むことによ

り、県産品の輸出促進を図るものでございます。

予算額は2,060万円をお願いしております。

26ページをお開きください。

新規事業「香港メディアを活用した県産品Ｐ

Ｒプロモーション強化事業」でございます。こ

の事業は２の事業概要（３）にございますとお

り、食と観光地の紹介番組を作成し、現地で放

映しますとともに、番組で紹介した県産品をテ

レビ局が運営する通販モールでテスト販売する

ことにより、県産品の認知度向上等を図るもの

でございます。予算額は2,268万2,000円をお願

いしております。
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続きまして、27ページをお開きください。

新規事業「ふるさと名物商品ＰＲ事業」でご

ざいます。この事業は２の事業概要（３）のと

おり、ふるさと名物商品を購入することができ

るＥＣサイトを構築するとともに、大都市圏の

アンテナショップ等に販売窓口を設置します。

また、カタログやＣＭ等を制作して、ふるさと

名物商品のプロモーションを行うこととしてお

ります。予算額は３億6,400万円をお願いしてお

ります。

オールみやざき営業課の説明は、以上でござ

います。

○福嶋地域雇用対策室長 委員会資料の28ペー

ジをごらんください。

宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の

一部を改正する条例について御説明いたします。

まず、１の改正の理由ですが、先ほど補正予

算の説明にありましたとおり、国からの通知に

基づき、当該基金の返還金を処分するため、所

要の改正を行うものであります。

次に、２の改正の概要でありますが、附則第

３項において、基金は平成25年度に限りその一

部を処分することができるとしておりましたが、

平成25年度を平成26年度に改めるものでありま

す。

これは、条例第５条において、基金の処分は

設置目的に沿った事業に充てる場合に限り可能

とされており、今回のような国の通知による返

還は例外的な取り扱いとなるため、年度を限っ

て処分の特例を設けることとしたものでありま

す。

なお、３にありますとおり、施行期日は公布

の日としております。説明は以上であります。

○岩下委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。議案について質疑はありませんか。

質疑に入っておりますけれども、ちょっと時

間を経過しておりますので、10分ほど休憩を入

れたいと思います。

暫時休憩いたします。

午前11時７分休憩

午前11時18分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

執行部の説明が終了いたしました。議案につ

いて質疑はありませんか。

○太田委員 資料の８ページ、域内消費喚起等

支援事業、５億3,000万程度プレミアムつき商品

券の発行を支援するということですが、額が大

きいもんですから、これは既に市町村からは、

うちは具体的にこういうことをやりたいという

ことで、計画なり額なり、そういうのはもう上

がってきているんでしょうか。

○田中商工政策課長 市町村によっては、議会

への提案とかがまだのところもありまして、現

在、県内の全市町村に対して、どんなことをや

られるおつもりなのか、あるいはプレミアム率

の具体的なお考え等をお聞きしてるところでご

ざいます。

○太田委員 今からということで。それと、19

ページ「みやざきに来んね！神話のふるさと旅

行券発行事業」これも４億6,000万、額が大きい

ですよね。ぜひ、先ほどのプレミアムを含め、

地域で消費されるように大いに活用してほしい

という立場から質問しますけれども、この事業

の４億6,000万は割引に対しての補助といいます

か、そういうものだろうと思いますが、普通の

商品券では、旅行券とかそういったもの割引の

パーセントは、５％とか10％とかいろいろある

のかなと思って。これが、本当にみんな利用さ

れれば一番いいわけですよね。割引というのは、
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どの程度の割引で、何人ぐらいとか、商品がど

のくらいの数があるのか。この窓口販売、ネッ

ト販売とかいうところで、想定される額やらは

何かあるんですか。

○孫田観光推進課長 この旅行券を活用いたし

ました誘客対策というのは、全国で一斉にやり

ますので、お互いに腹を探り合っている部分も

あります。国のほうが示しておりますのは、割

引率は５割を超えないことというような感じで

来ておりますけれども、商品ごとの割引率をど

んな形態で販売するかによって、結果的な割引

率というのがいろいろ変わってくるかと思いま

す。

今、考えておりますのは、半額程度にしよう

ということであります。ただ、それは、１回で

使う分の上限額等をどういうふうに設けるか。

旅行費用の全部の半額となりますと、１人当た

りが大変なことになってしまいますので、その

あたり制度設計については、全国の状況等をよ

く見ながら、今、取り組んでいるところでござ

います。

○太田委員 わかりました。

あと２つほどあります。今度は、歳出予算説

明資料で、248ページ、企業立地課の先ほどの説

明で、ソーラーフロンティアが申請は５回でき

るんだけれども、今回はしなかったというのは、

私たちの感覚から見れば、申請しなさいよとい

うような感じがするんですが、事情があるんで

しょうか。

○津曲企業立地課長 雇用額と雇用人数、それ

から投資額というのが、今回の補助金の仕組み

になっているんですが、平成23年度に新設され

た折に、大半の投資につきましてはお願いをさ

れました。今回はどうされますかというのは、

実は新たな雇用が何人ふえますかという、ここ

を企業さんとしては……。私たちは、１年間を

通じて勤務をされる、はっきり言うと正社員は

何人ふえたのというのが一番大きな話なんです

けれども、企業としては、ふえた人数が一番多

いとき出されたほうが結構有利になるものです

から、今年度よりかもうちょっと先かなと見て

らっしゃるんじゃないかと思います。以上です。

○太田委員 わかりました。

それと最後に、235ページ、産業振興課のとこ

ろで、説明として、自動車産業北部九州フロン

ティアオフィス運営事業というので、これは、

会社のほうが人件費を持つようになりましたと

いうことで、私としてはいいことだろうなと思

います。通常予算を立てる場合には、そういっ

たものを見込んで立てるわけですけれども、い

い方向と言っていいかどうかわかりませんが、

向こうが出してくださるのは、それはいいこっ

ちゃということになると思うんです。ただ、そ

ういったのを行政の側が強要した形になっても

いかんのかなとか、寄附の強要なんかはしては

いけませんので、その辺は何かあうんの呼吸で

決まったところがあるのかなと思いますが、そ

の辺の事情はどういうことでしょうか。

○佐野産業振興課長 具体的には、この事業に

おきましては、２人ぐらい現役のメーカーの社

員の方をアドバイザーとして確保したいという

ことで、例えば、常勤でお世話をいただくよう

なことも考えて、この予算は組んでおったわけ

なんですけれども、最終的には協力をいただい

たダイハツ九州さんから、週に一度ぐらい御指

導いただくという形で委嘱をさせていただくこ

とができました。ダイハツ九州さんとしても九

州に貢献したいという考え方もお持ちであった

ということで、報酬は要らないということで整

理をさせていただいたところです。
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○太田委員 わかりました。

○外山委員 それじゃ、何点か聞いていきます

が、この説明資料でお聞きをします。

９ページのインバウンド事業で、免税店の数

をふやすということですが、免税店を開設とい

うか、つくるときはどういう手順でつくってい

くんですか。

○田中商工政策課長 これは、所轄の税務署に

届け出をすることになるんですけれども、お店

の見取り図ですとか、どこら辺で免税のカウン

ターを設けるとか、あるいは取り扱っている品

目、そういったものの必要書類を所管の税務署

に提出して許可を得るというような手続となり

ます。

○外山委員 ということは、許認可になるんで

すか。

○田中商工政策課長 許可になります。

○外山委員 そこで、免税手続の円滑化等のた

めの助成というのは、具体的にはどういうこと

なんですか。

○田中商工政策課長 免税店の手続をするのは、

パスポートの情報を読み取って購入記録票とい

うのを作成し、それを商品につけまして、開封

できないように梱包するというような手続がご

ざいます。手作業でも可能なんですけれども、

人数が多くなると非常に時間がかかるもんです

から、パスポートリーダーと購入記録票をリン

クさせて出すようなソフトあるいは機器という

ものがございますので、そういったものを使え

ば、１人が二、三分で処理ができるようになる

と。こういった機器の導入を支援しようという

ことでございます。

○外山委員 この許認可の税務署のハードルは

ないんですか。

○田中商工政策課長 認可自体は、そんなに難

しいことはございません。ただ、商店側が非常

に、なれていらっしゃらないところが多いもの

ですから、手続にどれだけかかるのか、あるい

は実際に来られたときにうまく対応ができるの

か等に不安を感じていらっしゃるところが多い

と思いますので、今回、セミナー等も開催して、

そこら辺のことについてもいろいろと勉強して

いただこうかなと思っております。

○外山委員 ちなみに、県の物産センター、こ

こは免税店の申請をする予定はあるんですか。

○田中商工政策課長 現時点では、まだ免税店

の許可は取っていらっしゃいませんけれども、

この間、私どももお話に行きまして、取る方向

で検討されています。

○外山委員 18ページの教育旅行誘致、専任職

員１名を設置ということで、ことしはそういう

方が何人かおられますよね。

○孫田観光推進課長 ※現在、別事業で３名ほど

置いております。ですが、それは人材育成的な

要素で置いておりまして、今回はきちんと専任

を１人置いて、事務局を立ち上げるということ

になります。

○外山委員 教育旅行誘致のための職員を、年

度末の今、ここで入れるというのはどういうこ

となんですか。

○孫田観光推進課長 先ほどの答弁は、現在、

教育旅行関係の仕事をしておりますのは、ホテ

ル旅館組合におりまして、そちらを今度、観光

コンベンション協会のほうに１人選任を置いて、

取り組むということでございます。済みません、

訂正させていただきます。

○外山委員 ということは、まだ来年度予算に

入ってませんが、ここで入ってもらったら、新

年度も来年度も延長していてもらうということ

※このページ右段に発言訂正あり
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になるわけですか。

○孫田観光推進課長 この教育旅行誘致受入体

制整備事業は、今回補正でございますけれども、

実際に動き出しますのは４月１日から、繰り越

して27年度の事業ということになります。

○外山委員 ここで、補正で、この人間の配置

を出していくというのはどういうことなんです

か。

○孫田観光推進課長 今回の交付金対象の財源

でやるということですので、追加補正で上げさ

せていただいて、一括して新年度に繰り越しを

させていただいて、そちらで事業を実施すると

いうことでございます。

○外山委員 わかりました。

21ページのスポーツランドグレードアップ事

業で、この事業内容の、宮崎大学医学部と連携

し、スポーツメディカルを推進するということ、

これは、具体的にはどういう形の事業になるん

ですか。

○孫田観光推進課長 この事業の中で、スポー

ツメディカルの推進は、実際にはもう今年度か

ら取り組んでおりまして、中身といたしまして

は、宮崎でキャンプ、合宿を行っていただきま

すアスリートの皆さんのメディカルチェックを

宮崎大学で行っていただいて、その後のパフォ

ーマンスの向上に役立てていただくという事業

でございます。

○外山委員 これは、今でも常時やってもらっ

ているんですね。

○孫田観光推進課長 はい、今年度の事業とし

て進めておりまして、もう既に受け付けをして

おります。

ただ、まだ宣伝が足りませんで、現在のとこ

ろでは、実績としては３人の方がこの事業を利

用されているとこでございます。

○外山委員 ということは、ここで合宿等をす

るチームなり選手が申し込みをして、そこで、

宮大の先生がするということになるわけですね。

○孫田観光推進課長 委員のおっしゃるとおり、

御希望がありましたら、それを受け付けまして、

受診していただくときに、実際に宮大に払う経

費の一部を県のほうで助成するという形になっ

ております。

○外山委員 わかりました。

それから、その下のほうで、トレーニング機

器を整備とありますが、これは、どこに設置す

るんですか。

○孫田観光推進課長 このトレーニング機器と

いいますのは、具体的には高気圧酸素タンクと

いう機器でありまして、アスリートの方々の疲

労回復等に非常に有効ということで、最近、さ

まざまなところで取り入れられつつある機器で

あります。こちらのほうを複数台購入いたしま

して、それぞれのキャンプ、合宿のトレーニン

グ施設、あるいは宿泊施設等に配置をして、御

利用いただきたいと考えております。

○外山委員 どこかに常設で置いておくんじゃ

なくて、持って移動するということですか。

○孫田観光推進課長 この機器は、固定式と移

動式の２種類がありまして、配置する場所によ

りまして、常時置いておく場合、あるいは必要

に応じて貸し出しといいますか、持っていって

いただいて使ってもらうというような形を考え

ております。

○外山委員 ということは、どこかで管理しな

いとぐあいが悪いですよね。どこが管理するこ

とになるんですか。

○孫田観光推進課長 一応県の備品ということ

になりますので、購入いたしましたら、観光推

進課のほうで管理することになると思います。
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○外山委員 わかりました。

それから、単純なことですが、27ページのふ

るさと名物商品ＰＲ、この名物商品というのは

具体的にどんなものを差しておるんですか。

○日下オールみやざき営業課長 ふるさと名物

ということで、農産物であるとか、加工品であ

るとか、工芸品であるとか、そういった県産品

をイメージしております。

○外山委員 今までふるさと名物商品という言

い方は聞いたことなかったから、何か特別な物

があるのかと思ったけれども、農産物で県産品

であれば名物という表示になるんですか。

○日下オールみやざき営業課長 今回の事業に

おきましては、公募を県のほうで行わせていた

だきまして、公募の上で選定した商品をふるさ

と名物ということで、今回のこの事業による割

引の対象といたしたいと考えております。

○外山委員 もう一点、６ページのおもてなし

人材育成事業というのが、下から４段目にあり

ますね。具体的に、宮崎流のおもてなし実現を

担うという、これは、具体的にどういうことを

指してるんですか。

○久松労働政策課長 これは、地域人づくり事

業の一環として行うものでございまして、地域

人づくり事業につきまして雇用拡大と処遇改善

という２つのメニューでやっております。

具体的には、ホテル旅館生活衛生同業組合に

委託しまして、失業者を新規で10名ぐらい雇用

いたしまして、それに対して訓練等を行って、

ホテル従業員として育成するということで事業

を考えております。

○外山委員 私は、ちょっと前からおもてなし

が大事だということを言ってきておるんですが、

おもてなしの一番の原点のホテル等の設備等が、

今、高齢化社会で結構私ぐらいの人やら、高齢

者の方が旅行に来られます。いつも思うんだけ

れども、例えば、部屋に入って空調をチェック

しようと思ったら、クーラーのリモコンがどこ

にあるか探しても、今度は文字盤が小さくて、

消すのがよくわからん。眼鏡を探してきて、電

気をつけてやっとわかる。そういうのが昔から

の流れでそのまま置いてあるような気がするし、

それから、明かりにしてもそうです。風呂に入

ると、シャンプーやら３種類ぐらいあるでしょ

う。文字が大きく書いてなくて、しかも横文字

で書いてある。だから、しょうがないから裸で

眼鏡を探してきて見るとか、よくあるんです。

そういう一番原点のところが、今までの惰性で

あるような気がする。

それからもう一つ、これは皆さん方も多分経

験されたと思うんですが、和室で寝るときは別

に関係ないんですが、ベッドのときに、周りが

布団やら毛布が入れ込んであって、入るとミノ

ムシ状態で、これじゃあ絶対に寝られん。（笑声）

それで、私はホテルの社長にそのことを言った

ら、これはベッドの場合こういうことになって

るんですと、だから、そういうことでこのマニュ

アルがあって訓練しとる。それは、今までの感

覚であって、多分皆さん方も、ベッドであんな

もの寝れんと思う。

だから、おもてなしの前の部分が、何かきちっ

と、いろんな機器を含めてやり方を、そこ辺か

ら見直していかないと、おもてなしという言葉

だけがひとり歩きしておるような気がするんで

すけれども、どうでしょう。

○孫田観光推進課長 委員御指摘のとおり、今、

従来どおりのやり方では通用しないさまざまな

局面が出てきておりまして、これになかなか適

応できなかったために、宮崎が全国の中での相

対的地位が低下してしまったという痛烈な反省



- 21 -

平成27年３月４日(水)

をしております。そのために、今後、委員が御

指摘のような利用者の立場に立ったハード、ソ

フト、さまざまな対応というのをやっていかな

いといけないと考えております。

現在、御提案しております観光推進条例、あ

るいはまた、お諮りすることになっております

観光の計画その他の中でも、その理念あるいは

取り組みの方向性等をうたっておりますけれど

も、これが実際に現場のホテル、旅館、サービ

ス事業の中に反映されていきますように取り組

んでまいりたいと思っております。

○後藤委員 委員会資料の25ページ、一般質問

でも取り上げられておりましたが、今まで東ア

ジアをターゲットとしていたところ、今回、ミ

ラノ国際博覧会の出展をきっかけとして、ＥＵ

市場へ出すと。ミラノというのは一つの契機な

んですけれども、現地キーパーソンの発掘・招

聘とありますが、ある程度目途は立ってるので

しょうか。東アジアを今までずっとやってきて、

またこれからもやらなくてはいけないので、ま

だちょっと早いような気がするというか、考え

方をちょっと教えてください。

○日下オールみやざき営業課長 おっしゃると

おり、初めは平成24年３月に東アジア戦略とい

うことでスタートいたしまして、いろいろ取り

組んでいるところですが、例えば香港に事務所

を開設いたしまして、その中で香港への輸出も

ふえる状況というのも出てきております。また、

台湾、シンガポールを初めとしたアジア諸国へ

の輸出というのも、いろいろな企業さんが出て

きているという状況であります。

そういった中で、今、輸出をめぐる環境がい

ろいろ変化をしておりまして、例えば、先ほど

御指摘いただいたミラノ万博というも一つの

きっかけではございますが、牛肉の輸出規制が

ヨーロッパにおいて緩和される、そういったこ

とも起きました。また、いろいろ報道とかでも

なされてますとおり、ムスリム諸国のハラル食

品と、こういったものも大分取り組んでいる自

治体というのもふえてきてる。そういった中で

本県も、実際、本県が得意としている牛肉であ

るとか、そういったものもございますので、今

後はより視野を広げて、ヨーロッパであるとか、

また北米、こちらも牛肉の輸出量が、実際にか

なり伸びてきているという状況も出てきており

ますので、そういったところも視野に入れた戦

略というのが今後は必要なのかなと考えてます。

ただ、御指摘のように、視野を広げれば広げ

るほど、当然、焦点がぼけてくるということも

起きかねないですので、地域としての視野は広

げますけれども、それぞれの国ごとに、観光物

産も含めて、しっかりと戦略を立てて取り組み

を行っていきたいと考えております。

○後藤委員 わかりました。

あと、スポーツの21ページ、先ほどから出て

ますけれども、グレードアップということで、

事業内容の５番目のアスリートフード推進、県

栄養士会と連携するということは、当然、宮崎

の食材を使うイメージなんですが、今までのア

スリートフードというか、スポーツドリンク的

な、大手食品メーカーのそういったイメージが

されるんですけれども、どのような食材を考え

られてＰＲしていかれるのかお伺いいたします。

○孫田観光推進課長 今回、この研修会等を実

施して進めていきますアスリートフードと申し

ますのは、基本的に合宿先のホテル等で提供さ

れる食事、これのメニューを開発していこうと

いうことでございます。当然、地場産のものを

使うことになると思いますが、基本的なやり方

としては、現在ホテル等で出されておりますメ
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ニューをきちんと栄養士会のほうで分析をして

いただきまして、減量、増量、鉄分補給といっ

た目的に合わせたメニューを、改良なりわかり

やすく提示するような形でやろうというような

ことで、現在は考えております。

○後藤委員 今回、国の法律で、健康機能性食

品とか、いろいろ開発が緩和される中で、ここ

で栄養士会さんとあるんですけれども、大手食

品メーカーさんですら、このスポーツ関係の中

で……。宮崎アスリートフードってできるかな

という気がするんです。

○孫田観光推進課長 アスリートフードという

のは、大手食品会社さんが出されているような、

全国にサプライしていこうということでなくて、

宮崎においでいただいたときに活用していただ

けるメニューということを基本としております。

これは、例えば、鹿児島の鹿屋体育大学が連

携して、地元に食堂を開いておりまして、こち

らでさまざまなアスリート向けの食事を出した

りというようなこともしております。

こういった、宮崎にきていだたいたアスリー

トの方々に活用していただけるというようなこ

とを、今のところは想定しております。

もし、非常にいいものが今後生まれてきまし

たら、将来流通できればというふうには思いま

すけれども、現時点ではそういう考え方でござ

います。

○後藤委員 はい、わかりました。

○宮原委員 ８ページのところで、先ほどプレ

ミアム商品券のことですが、これは、県内全て

の市町村が取り組まれるんですか。

○田中商工政策課長 今、県内の全市町村にお

聞きをしておりますけれども、大体皆さん、取

り組まれる予定となっております。

○宮原委員 そうしたときに、県内津々浦々ま

でということは、今度は５億3,000円という金額

の割り振りです。当然、人口が大きい宮崎市と

人口が一番少ないところでは、相当金額に開き

が出るのは当たり前なんですが、人口の少ない

ところというのは大した金額にならないのかも

しれないのですけれども、そのあたりについて

の考え方はどうなんでしょう。

○田中商工政策課長 今回の支援につきまして

は、県内の市町村の財政力指数に応じて補助を

することといたしております。県内津々浦々ま

で経済効果を波及させるために、できるだけ財

政力が弱い小さな市町村に対して手厚く補助を

する、そういった仕組みにしたいと思っており

ます。

○宮原委員 あとは、今度は小さい市町村とい

うことで考えると、その地域内の消費喚起をと

いうことですから、当然、その市町村でしか買

い物はできないプレミアム商品券なんですか。

○田中商工政策課長 これは、市町村さんの設

定かなと思っております。市町村さんによって

は、ある程度広域的に考えられるところもある

かもしれませんし、その市町村内でしか使えな

いというところもあるかと思います。

○宮原委員 例えば宮崎市であると、県外の大

きな資本のところがありますよね。全部がそこ

に行ってしまう可能性もあるかなとも思うんだ

けれども、そのあたりの線引きというのは、県

としてはどう考えておられるのか。

○田中商工政策課長 これも、基本的には市町

村さんの制度設計によりますけれども、ただ、

やはり県内に経済を波及させるためには、でき

るだけ地元のお店を使っていただくのがベター

かなと思ってます。

○宮原委員 そういうもともとが大きな資本で、

集客のあるところというのが喜ぶだけで─
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やっぱり商店街とかそういった疲弊してるとこ

ろで売り上げが伸びるような状況に持っていか

ないとあまり意味がないのかなという気がしま

すので、せっかく大きな事業費を組まれるわけ

ですから、その辺は十分市町村と連携を図って

いただくとありがたいなと思いますので、よろ

しくお願いしたいと思います。

あと、９ページの「インバウンド需要を取り

込め！免税販売促進事業」ですが、この免税の

部分というのは、安い商品はその場で渡しても

らえるけれども、高額な商品になると、たしか

出国するときに渡す仕組みになっていますよね。

○田中商工政策課長 免税にも２種類ありまし

て、いわゆる消費税の免税と関税の免税という

のがございます。基本的には、関税の免税にな

りますと、空港内ですとかそういったことにな

りますが、今回はいわゆる消費税の免税であり

まして、基本的には従来からの一般物品に加え

まして、消耗品というのも対象となっておりま

す。5,000円以上であれば免税となるということ

になっておりますので、今回は、基本的にはお

店で買ったものをそのままお渡しするというこ

とになります。

○宮原委員 わかりました。

あと一点、24ページのみやざき工芸品振興事

業で、若手工芸家に対するということで、支援

をしていかれるということが組まれているんで

すが、この若手工芸家という位置づけです。誰

でも彼でもということではないんだと思います

が、誰かこういうような、展示会なりそういう

ものを事前にやりたいというのがあって支援を

されるのか、これから募集をかけることになる

のか、そこを教えてください。

○日下オールみやざき営業課長 若手工芸家の

方々は、これまでも、実際に鹿児島だとか福岡

だとかで、若手工芸家展ということで取り組み

を行われているところでございます。今回、こ

の事業につきましても、そういった形で、福岡

とか鹿児島とかのデパートなどの一角をお借り

して、幾つかの商品を集めて買ってもらうよう

な展示会を開くと、こういったものを想定した

事業となっております。

○宮原委員 これは、１人の人が開くというこ

とではなくて、組んでやるということでいいん

ですか。

○日下オールみやざき営業課長 はい、おっしゃ

るとおりでございます。おおむね10者程度の方

々が集まって開催するような形になりました。

○宮原委員 わかりました。

○新見委員 委員会資料の10ページです。ＩＣ

Ｔ産業総合力強化推進事業についてですが、そ

もそも宮崎県内のＩＣＴ企業というイメージが、

例えば、何社ぐらいあって、その状況がどうな

のかってわかりますか。

○佐野産業振興課長 本県のＩＣＴ産業の数と

いうことになりますと、経済センサス活動調査

が24年に実施されておりまして、そこのソフト

ウエア業、情報処理・提供サービス業、インタ

ーネット付随サービス業の合計値ということに

なりますが、宮崎県は237社、従業員数でいきま

すと3,766、売上高が590億円ほどございます。

○新見委員 それだけの数のＩＣＴ企業が宮崎

県にもいらっしゃるんですが、この事業内容を

見ると、③販路拡大強化ということで、そもそ

も首都圏のＩＣＴ企業は、本県のＩＣＴ企業に

とってはライバルじゃないかと思うんですけれ

ども、そういったところとの商談会というイメ

ージがよくわからないので、そこを詳しく説明

していただきたい。

○佐野産業振興課長 確かに首都圏の企業さん
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とのライバル関係というのはあるかもしれませ

んが、そういった仕事が首都圏に集中をしてい

るというような状況がございますので、それを

宮崎県の企業がとりにいくためにこういった事

業を考えてるというところでございます。

○新見委員 ということは、商談会を企画する

何らかの部署があって、そこにそれぞれのＩＣ

Ｔ企業に来ていただくということでよろしいで

すか。

○佐野産業振興課長 首都圏を中心としたＩＣ

Ｔ企業との商談会ということで、企画コンペ方

式によりまして、こういった商談会を開催する

というような提案をしていただきまして、そこ

に委託する形で商談会を実施して、販路拡大に

つなげようという考え方でおります。

○新見委員 同じページの事業内容の④コール

センターのスキル習得事業ですが、コールセン

ターの人材養成には、従来から取り組んでらっ

しゃったんじゃないかと思いますが、今回のこ

の④の事業については、通信手段の多様化とい

うこともありますが、従来とここが違うよとい

うものが何かございますか。

○佐野産業振興課長 ④の事業名の下に情報通

信手段の多様化に伴うというところがございま

すが、これまでは、コールセンターというのは

電話とかを中心に業務対応をされてるというこ

とが多かったんですが、最近はインターネット

の普及というのがありまして、ウエブ上でとか、

メールでとか、そういう話もございますので、

そういったことにも対応できるような人材の育

成ということで、基礎的な部分から応用的な部

分も対象にした研修を実施したいと考えており

ます。

○新見委員 次に、14ページですが、そもそも

都市部での経験豊富な中核人材という方々が、

こういったお試しで宮崎県に来てくれるのかと

いうのがあるんですが、その辺はいかがでしょ

うか。

○福嶋地域雇用対策室長 現在、県外のＵター

ン者を登録してます人材バンクにおきましても、

年間200名ぐらいの新規登録があってる状況で

す。それに加えまして、地元の企業さんも即戦

力を欲しがっているということがございますの

で、お試しということであれば、それでＵター

ンが進むということが期待できると考えており

ます。

○新見委員 このお試し就業期間は、どのくら

いを考えていらっしゃるんでしょうか。

○福嶋地域雇用対策室長 最長３カ月を考えて

おります。

○新見委員 こういった優秀な方々は、現在も

都市部で勤めていらっしゃると思うんですが、

そういった方々が３カ月間、自分が所属してい

る会社を離れて、こういう事業に参加すると。

そこ辺は、今働いていらっしゃる会社との話し

合い等はうまくいくんでしょうか。

○福嶋地域雇用対策室長 この予算は、国が地

方創生で各県にお願いしたい事業として上がっ

てきてるんですが、国のほうでプロフェッショ

ナル人材センターという人材バンクのようなも

のを設けることにしていると聞いております。

国が今想定しているのは、ＳＯＮＹとかコロ

ンビアとか、いろんな大きな会社で、リストラ

といいますか、Ｍ＆Ａ等によりまして、いろん

な方が次の職を探さないといけない状況にある

と。恐らくそういう方々をバンクに登録されて、

次の職場を地方に求めてみてはどうかというこ

とが背景にあるのではないかと考えております。

○新見委員 わかりました。

○渡辺副委員長 まず８ページ、先ほど宮原委
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員からもあった件について、もう少しはっきり

聞ければと思ったんですが、いわゆる大規模店

舗と県外資本の話です。使えるところをどうす

るかっていうのは、もちろん市町村が制度設計

する話だというのは十分わかった上でですが、

いわゆる大規模店舗では使えないという話なの

か、それとも、県外資本であっても、地域の中

に根づいたいろんなスーパー等々というのはあ

るわけだと思うんですけれども、もう一回そこ

のあたりの基本的な考え方をちょっと教えてい

ただけませんか。国から言ってきている指針み

たいなものの中に何かあるのかないのか、そこ

はいかがでしょうか。

○田中商工政策課長 基本的には、店舗につい

ては特に制限というものは来ておりませんので、

プレミアム商品券を発行される市町村の制度設

計によるものと思っております。

○渡辺副委員長 ちょっとテーマが変わります

けれども、27ページのふるさと名物商品ＰＲ事

業ですけれども、３億6,000万、たくさんついて

いるわけなので改めて確認ですが、これは、販

売している物の値段、要するに価格の一部を補

償するというようなことはないんですね。割引

で売って、割り引いた分を県がお金を出すとい

うような制度設計のものではないということか

どうか、まず、そこを確認します。

○日下オールみやざき営業課長 こちらにつき

ましては、通常の価格で物産貿易振興センター

に受託をしていただいて、物産貿易振興センタ

ーが、ＥＣサイトであったりとかで割引価格で

販売をすることになります。その割引価格分を

この事業によりまして支援をするという形のス

キームを想定しております。

○渡辺副委員長 割引にも使うということは、

この３億6,000万の予算のうち、いわゆるその商

品の割引分に充てるものがどのくらいなのかと

いうことと、この制度設計というか、ＥＣサイ

トを使った云々というのの確立にどのぐらいお

金を使って、かつ、ＣＭ等のプロモーションを

行うということになってますけれども、それは

どんな分け方に、ざっくりとでも結構なんです

が。

○日下オールみやざき営業課長 割引分に補塡

をいたします助成金が、３億16万9,000円でござ

います。ＥＣサイトの構築、改修等に係る費用

が、1,198万9,000円を想定しております。もう

一つ御指摘がございましたＣＭ等のプロモー

ションに係る経費が、4,138万6,000円を想定し

ているところでございます。

○渡辺副委員長 この事業の目的と背景のとこ

ろで書いてますけれども、県として公募を行っ

て、選定された県産品というのをまず決められ

て、それを県の物産貿易振興センターを通して

割り引いて売るということになれば、どのぐら

いの規模を想定してるのかをまずお伺いしたい

んですが、公募を行って選定される県産品とい

うのがどのぐらい選ばれるのか。また、かつそ

の選定の仕方は、例えば、たくあんが田野でいっ

ぱいとれるから名物だといった場合に、たくあ

んというのを宮崎県の名産品としてやるのか、

それとも、○○食品のたくあんということでや

るのか。３億円を割引の分に使うということは、

ここで選定されて、そういう扱いを受けられる

ところとそうじゃないところではかなり……。

もちろん選ばれるものの数にもよるかとは思い

ますが、いろんな気持ちも発生するかなという

気がするんですが、その辺の制度設計はどんな

ふうになるんでしょうか。

○岩下委員長 ちょっとお断りを申し上げます。

間もなく12時となります。執行部の皆様は休憩
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時間となりますが、このまま続けてよろしいで

しょうか─じゃあ、お答えのほうまでお願い

します。

○日下オールみやざき営業課長 こちらの公募

に当たりましては、特段の制限はつけない形で、

幅広く農産物、加工品、工芸品も含めて、県産

品を対象に行う予定でおります。

ただ、もちろん数が余りにも膨大になるとい

うのは、またいろいろ問題もございますので、

申請を行うのは、各事業者ごとに上限といいま

すか、おおむね５種類の５商品であるとか、そ

ういった形で上限を設けつつも公募をしまして、

幅広く対象とはいたしたいと考えているところ

でございます。

全体の売り上げの想定でございますけれども、

今回、３億円を割引分に充てるということで御

説明申し上げましたが、割引の割合といたしま

しては、３割というのを現在想定をしておりま

すので、今回の事業による実際の売り上げとし

ては、10億円というのを想定をしているところ

でございます。

○岩下委員長 ここでお断りを申し上げます。

ちょうど12時になりました。質疑の最中でござ

いますが、暫時休憩いたします。

午後０時３分休憩

午後１時０分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

午前中に引き続きまして、議案質疑を継続い

たします。よろしくお願いいたします。

○渡辺副委員長 先ほどのふるさと名物商品の

件の続きです。もうちょっと具体的なイメージ

を持ちたいんですが、県物産貿易振興センター

は、僕の記憶が間違ってなければ、会員企業さ

んになられて、そういうところの商品だけが扱

えるという基本的なルールだったように記憶し

ておるんですけれども、今回のこのＰＲ事業の

スキームでも、基本的にそこの会員企業となっ

ていることが、そもそも公募に申し込むに当たっ

ての条件となるのかという点と。

あと、あわせてふるさと名物商品って、必ず

しも僕らがＫＯＮＮＥに行ったり物産館に行っ

たりしても、確かに宮崎県の企業がつくって出

してる商品ではあるなとは思いますが、宮崎県

民から見ても、これが果たして特段宮崎県の名

産品だと思う商品ばっかりがあるわけではない

わけです。そのときに、基本的には公募された

方々の自由な発想で、これがふるさと名物商品

だと公募に申し込まれた方々が言っていればそ

うなるのか。それとも、例えば、県もしくはセ

ンターとして、やはり広く認知されている宮崎

の名物商品であるということが、ある程度の理

解として広がってる商品にその品物は限るのか、

その辺はどういうお考えなんでしょうか。

○日下オールみやざき営業課長 まず、１点目

のセンターの会員じゃないと今回の対象になら

ないのか否かという点でございますけれども、

物産貿易振興センターが、今、ＫＯＮＮＥなど

で扱ってる商品については、必ずしも会員では

なくても扱えることとなっております。ただ、

その場合の手数料率が異なるという点はござい

ますけれども、必ずしも会員でなくても取り扱っ

ておりまして、今回のふるさと名物商品、この

事業の対象としても、そのような形で会員以外

の事業者さんにつきましても、対象とする予定

でおります。

２点目についてでございますけれども、先ほ

どもご説明させていただきましたように、今回

は公募の形で行いますので、県のほうで商品を

区切ってというか、絞った形で行う、最初から
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枠を狭めてというわけではなくて、幅広く事業

者さんが応募をいただいたものを対象といたし

た上で、一定の数であるとか、選定はいたしま

すけれども、基本的には、まず入り口といたし

ましては排除はしないということで考えている

ところでございます。

○渡辺副委員長 ということは、そう大きく外

れることはないでしょうけれども、一般の方が

見て、既に認知度のある宮崎の名物商品だと思

われるものが欠落していたりする可能性という

のも、この制度のスキーム上あるということで

すよね。

○日下オールみやざき営業課長 公募という点

では、そういう可能性も否定はできないかなと

思います。

○渡辺副委員長 最後に、ちょっと変な聞き方

になるかもしれませんが、今度、国の地方創生

絡みでこういう予算がついて、財源が出ている

のでそれを有効活用するという意味で、こうい

う企画が出てるんだと理解するんですけれども、

例えばこの事業が、今回こういう特別な国の財

政措置がなくても、新年度予算で取り組む用意

があるというか、価値判断としてそれだけの重

要性があるというふうに─ちょっとお答えし

づらいとは思うんですが、そこはいかがですか。

○日下オールみやざき営業課長 もちろんこの

予算額はかなりの額でございますので、国から

の交付金というのが来た中で、それをうまく活

用させていただきながら、かなり大規模な額の

設定にはなっているという面はございます。一

方で、やはり県産品を含めた、本県をしっかり

県外に対してＰＲしていくことというのは大変

大事だと思ってますので、もしこういった国の

交付金がなければ、全く同じスキームか否かと

いうのはもちろんございますが、やはり何らか

の形で、県外に対してこういった県産品という

のをしっかりと売り込んでいく、ＰＲしていく

という事業は大変大事であると認識しておりま

す。

○渡辺副委員長 もちろん国が今回こういう対

応をして、それを県としては受けて必死に活用

するというのは当然のことだと思いますし、す

ばらしい対応だと思うんですが、宮崎県でもい

ろんな県産品をつくってるところはあって、も

ちろん自分の力だけでやろうというところもあ

れば、県の関与がある物産振興センター等と協

力してやろうと、そこにそれぞれの判断がある

のは当然だと思うんです。ただ、これだけ大き

な規模の額のいわゆる割引の部分だけで３億円

を使うという事業があって─イメージ戦略と

して宮崎の名物商品というのをきちんと定着化

させようという取り組みも正しい方向性だと思

うんですが─一部限定のところに直接割引の

部分が行くという事業なので、広く県産品をＰ

Ｒするという本質的な狙いの部分と、それによ

る受益が出るところが、県内でも一部に偏ると

いうような事象があるのは、いろいろ考えるべ

きところもあるのかなとちょっと気になったも

んですから、いろいろ教えていただいたところ

です。そこをまたいろいろ御配慮賜れればと思

いますので、お願いします。

○日下オールみやざき営業課長 おっしゃると

おりでございます。このふるさと名物商品ＰＲ

事業は、一つの県産品に目を向けていただくきっ

かけの事業かなと思います。実際、名物商品を

ＰＲするに際しては、いろいろな、例えば東京

などでＰＲをするためのイベントを開いたり、

ＣＭなどを検討していくわけですが、名物商品

に限らず本県全体をうまくＰＲすることで、名

物商品以外の商品についても今後売れていくよ
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うな形になるように、しっかりそういった取り

組みを行っていきたいと思ってます。

○中野委員 今回は、補正で新規も出てるし、

また、新年度で新規も出ると。どこまで言って

いいかなというのがわからんのですけれども、

まず一つはおもてなし。東京のオリンピックが

決まって、おもてなしという言葉がいろいろ動

いているけれども、私は、おもてなしと言った

場合、県がどうのこうの言う前に、やっぱり業

界が─宮崎県のおもてなしというのは、全国

に先駆けて、岩切章太郎さんのときからかなり

進んでるのかなという話で……。今回のこの事

業を見ても、県内向け研修会の実施ぐらいかな

とか思っているけれども、もうちょっとこのお

もてなしというのはいろんな関係業界を主体に

やるような話がいいのかなと。この場合、東京

オリンピックって、いわゆる合宿関連を誘致す

るかという話で、おもてなしが表に出過ぎて中

の事業がぼやけてくるのかなと思うんです。本

当におもてなしを今以上にするといえば、観光

協会とかいろんな業界、ここら辺が主体となっ

てやるような話じゃないと、私は、結果はどう

かなと。これは、意見だけでいいです。

それともう一つ、今、渡辺副委員長が言った

ように名物、国富で名物っていったら白玉まん

じゅうしかないって、やっぱ名物の定義をしっ

かりせんと。これは、一生懸命つくってる人の

立場で考えれば、ここに名物で載ったと載らん

というのは差がつくから、やはりそこ辺はしっ

かりしたほうがいいかな。

それと、新規にあるかどうかはわかんないけ

れども、６次産業、農商工連携はもう２年ぐら

いたつかな。もうそろそろ補助事業で試作品な

りそういうのは出てきてると思うとやけれども、

そこ辺の、あれもやはり宣伝しないと、どれだ

け売れるかもわからんし、フードビジネスで目

標数値もかなり上がっているけれども、そうい

う６次産業とか、そこ辺でできた新製品のＰＲ

というのは新規か何か、そういう事業というの

はあるとですか。

○冨山産業集積推進室長 これについては戦略

産業創造プロジェクト事業という事業の中で

─これはフードビジネス推進課が一括して予

算を計上してるものでございますが─宮崎県

の６次産業化あるいは農商工連携等で開発され

た、あるいは開発途中の製品について支援をす

る、ＰＲをする、販路開拓をする、そういう支

援事業を計上させていただいております。

○中野委員 それと、これも新規に行っとるか

もわからん話だけれども、今私は、フードビジ

ネスをするでも、食品関係の事業所とか、かな

り昔からやけれども、事業所が少ないというこ

と。それから、この間ちょっと言ったけれども、

平成24年度のいろいろな統計が出ているが、そ

の中で、製造業関連従業員数が対前年度で減っ

た県をみたら、宮城県、宮崎とか入ってるわけ。

そういう絡みをあわせて、工業試験場、おとな

しく何も今回は出てないけれども、やっぱり工

業試験場、そこら辺も含めた新規事業というの

は新年度に入ってるのか。そういう製造業関連

事業所、工業試験場の新規事業は何も入ってな

いのか。

○冨山産業集積推進室長 委員会資料の13ペー

ジをごらんいただきたいんですが、今回の交付

金の追加補正の事業の中で「宮崎方式で安全・

安心！食品開発・取引支援事業」がございます。

これは、新たに食品開発センターに加工技術コ

ーディネーターを配置いたしまして、食品開発

センターとともに加工技術の研修指導を行った

り、あるいはフードオープンラボを使いたいと
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希望されてる製造業の方に、具体的にこんなふ

うにラボを活用したらいいですよということを

指導していただく、そういうふうな事業を行う

ことを盛り込んでおります。

○中野委員 新規事業は、何か今回は、新規も

含めて工業試験場関係は何もないわけですか。

○古賀工業技術センター所長 具体的な予算づ

けは、もう御存じのとおり本課のほうでやって

おりますので、本課の産業振興課長からお願い

いたしたいと思います。（笑声）

○佐野産業振興課長 委員御指摘の工業技術セ

ンター、食品開発センターでの新規という形で

は組んでおりません。ただ、従来どおりといい

ますか、今後も工業技術センター、食品開発セ

ンターによって研究開発ですとか人材育成、そ

ういった研修指導、そういった形の事業を展開

していくということにしております。

○中野委員 一般向け、製造業、自動車関連と

か、あそこのいろんな機械も大分古くなってる

はずやけれども、更新とか。最近、工業試験場

の名前が何も出てこんのよな。何か、そういう

のは入っとると。

○佐野産業振興課長 委員がおっしゃる意味が、

工業技術センターの活躍がないというような意

味なのかもしれませんが、例えば、一例を申し

上げますと、霧島酒造が白霧島を新しくして販

売開始しておりますが、そこに使われてる酵母、

これは、平成宮崎酵母といった酵母でありまし

て、アルコールの生産性が高くて風味がいいと

いうような酵母なわけですけれども、それにつ

きましては、工業センターのほうで開発された

酵母であるとか、そういった事例もあります。

今後も引き続き、これから説明がありますけれ

ども、ＳＰＧの関係とか、そういったものを展

開していただいて、本県の工業集積を高めてい

ただくような展開をしてまいりたいと考えてお

ります。

○中野委員 まあ、いいですわ。焼酎ばかりじゃ

あね。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、議案質疑を終了いた

します。

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

○田中商工政策課長 それでは、常任委員会資

料の29ページをお開きください。

県内経済の概況等について御説明をいたしま

す。

まず１の総論でありますが、本県の景況判断

はほぼ横ばいでありまして、日銀それから財務

事務所ともに全体としては持ち直しの動きが続

いているとの判断でございます。

30ページをごらんください。

（１）の県内大型小売店の販売額ですが、昨

年８月以降は全店ベースでは前年同期比プラス

となっておりますけれども、都市部と比べます

と高額品等の改善が小さく、回復は遅い状況で

ございます。

（２）の乗用車販売台数ですが、消費税率の

引き上げ後、反動減が続いてるところでござい

ます。

31ページをお開きください。

観光ですが、宮崎市内の主要ホテル・旅館宿

泊客数は、月によって増減はありますが、右の

ほうの年ごとの表を見ますと、26年全体では25

年に比べマイナスとなっております。

（４）の製造業の生産では、電子部品・デバ

イス等を中心に増加の動きがありまして、全体

としては持ち直しの動きとなっております。
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32ページをごらんください。

（５）の雇用情勢です。

アの有効求人倍率は、本年１月は0.97倍と前

月よりやや下がりましたが、医療、福祉を中心

に新規求人が高い水準で持ち直しの動きが続い

ております。

イの民間事業者への調査では、１～３月期は

人材流動のピーク時期ということもあり、求人、

求職ともに増加を予想するところが多くなって

おります。

次に、33ページをお開きください。

みやぎん経済研究所が行った企業動向アンケ

ート調査によりますと、アの景況感では、10～12

月期は前期に比べ改善したものの、先行きにつ

いてはマイナスの見通しとなっております。

また、イの27年の見通しでは、横ばいという

ところが最も多く、また、悪化するという回答

も４分の１程度ありまして、県内景気が好転す

る材料に乏しい様子が見られるところでござい

ます。

次に、34ページをごらんください。

12月の委員会で御指示のありました本県製造

業の状況について御説明をいたします。

まず、（１）の製造品出荷額等の推移でありま

すが、平成元年と比較しますと、製造品出荷額

及び付加価値額が伸びている一方、事業所数、

従業者数は減少しております。

一方、全国を見ますと、右下のほうの表にあ

りますとおり、この全てが減っている状況であ

りまして、事業所数、従業者数も本県より大き

な割合で減っているところでございます。

（２）の従業者規模別の状況ですが、事業所

数は規模の小さな事業所で減少が大きく、４か

ら９人規模では平成元年に比べ半数近くになっ

ております。

一方、従業者数では、30から99人規模の事業

所が最も多く減少しているところでございます。

35ページをお開きください。

産業別に見ますと、事業所数では、繊維、木

材、家具、印刷等で50％以上減少しており、こ

れに食料品、窯業・土石を含めた６業種で大き

く減少しております。

従業者数では、繊維が１万人以上の減となっ

ており、そのほか木材、印刷、化学等の業種が

減少しております。

36ページをごらんください。

製造品出荷額をリーマンショック前の平成19

年との比較で見ますと、全国では、まだ出荷額

が減少している中で、本県では、電子部品・デ

バイス、化学工業を除く産業で出荷額が伸びて

おります。これは、本県の産業構造が、どちら

かといいますと景気の変動を受けにくい基礎素

材型、あるいは生活関連型の割合が高いこと、

それから、この間に大規模な工場の撤退がなかっ

たことなどが影響しているのではないかと考え

ているところでございます。

以上、簡単でありますが、本県の経済概況及

び製造業の動向について御説明いたしました。

よろしくお願いいたします。

○古賀工業技術センター所長 シラス多孔質ガ

ラス関連技術の研究開発状況につきまして報告

させていただきます。

常任委員会資料の37ページをごらんいただけ

ればと思います。

まず１、ＳＰＧの開発であります。

ＳＰＧは、工業技術センターがシラスを主な

原料にして、昭和50年代に開発しました。

ＳＰＧの特徴は、50ナノから50ミクロンの範

囲で、管ごとに穴の大きさを任意に変えること

ができること、そして、相当の強度や耐熱性が
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あり、酸やアルカリに強いという特徴を持って

おります。

その後、センターでは、ＳＰＧのこうした特

徴を生かして、微細な粒子を精度よくつくるこ

とができる技術を開発し、新たな用途や製品の

開発を行ってきました。

その成果は、２、ＳＰＧ活用技術の開発にあ

るとおりであります。

まず、①は、油滴や水滴をつくる乳化技術に

なります。この技術を利用して、肝臓がんの治

療製剤、液晶スペーサー、化粧品、乳化装置、

マーガリン等が製品化されてきました。

次のページ、②は、均一で微細な気泡をつく

る技術になります。この技術で、廃液のオゾン

処理、動物細胞の高密度培養抗体医薬品の製造

装置が実用化されております。

③は、金属の粒子を製造する技術になります。

現在は、スマートフォン等の電子機器類に搭載

されているハンダ微粒子、レアメタル微粒子等

が作製されております。

続きまして、３の次世代のナノ技術開発であ

ります。

以上のように、現在でもＳＰＧの活用技術の

開発を行っておりますが、センターでは、この

技術をさらに進化させ、次世代のナノ技術開発

にも取り組んでおります。

ただいま特許申請準備中で、詳細は申し上げ

られませんけれども、ナノ金属粒子、磁性流体、

この２つにつきましては、世界でもまだこういっ

たのを精度よくつくる技術というのはございま

せんので、こういったのをつくる技術を開発い

たしておるところでございます。

このように、ＳＰＧ研究は着実に成果を上げ、

また、県内外の企業との共同研究による技術移

転、さらに企業誘致につながった例もあります

ことから、今後とも研究に努めてまいりたいと

考えております。

工業技術センターからは以上でございます。

○岩下委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。その他報告事項について質疑はありません

か。

○中野委員 要望でいいですけれども、今本当

に宮崎県の製造業はどんどん減っていっている。

だけど、製造出荷額は１兆3,000億ぐらいで横ば

いしてるわけ。何かなと思ったら、結局旭化成

とか旭有機材、そういう大手でもててるのかな

と思ったりするわけ。だから、今後、資料とし

ては付加価値によっても、従業員が30人以下と

以上と分けてあるし、そこ辺の今の宮崎の製造

業の実態、中小企業もどんどん減ってきよる。

今後役に立つと思うとやけれども、ぜひそこら

辺も分析してください。

この間、ちょっとテレビ見とったら、何神社

か忘れたけど、そこのおちちあめを製造しよっ

たところが、もう高齢化でやめるという状況で、

青島にサーフィンに来とった夫婦が後を受け継

いでやってるわけ。

今後、中小企業、そういういろんな事例があっ

とかなと。空き家対策じゃないけれども、中小

企業で、後継者がいなくてやめるというような

ところはリストアップして、一からはやれんけ

れども、ある程度土台があれば、割かし入りや

すいから、そういう中小企業対策が、今後はや

はり必要じゃないかな。もうどんどん高齢化し

ていきよるし、ぜひ、そういうのを検討してく

ださい。

古賀さん、今、ＳＰＧの特許料はちょっとは

ふえとるの。

○古賀工業技術センター所長 収入でしょうか。

○中野委員 特許料として。
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○古賀工業技術センター所長 収入は、申し上

げづらいですけれども、まだ100万円に達してお

りません。

ただ、38ページの③で、金属微粒子がありま

すけれども、本格生産を初めておりますので、

少しずつは伸びていくのかなと思っております。

それと、②の動物細胞の高密度培養抗体医薬

品、これは何のことだろうかと思われたかもし

れませんけれども、これは、インフルエンザの

ワクチンは、従来でしたら卵でしたけれども、

それじゃもう今は間に合いませんので、こういっ

た新たな製造方法というのを開発する必要があ

るということで、県内ゆかりの方が代表を務め

ております大手のプラントメーカーと一緒に昨

年開発いたしまして、今年度から販売が始まる

ということもございますので、少しずつは伸び

てくるのかなと思ってます。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、以上をもって商工観

光労働部を終了いたします。執行部の皆様、お

疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後１時26分休憩

午後１時35分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案についての説

明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いします。

○大田原県土整備部長 県土整備部でございま

す。よろしくお願いいたします。

議案等の説明に入ります前に、まず、お礼を

申し上げます。先月、２月10日の県道宮崎西環

状線の相生橋の開通式、また、同じく20日の産

業開発青年隊の修了式におきましては、岩下委

員長を初め、県議会の皆様に御出席をいただき

ました。この場をおかりしまして、お礼申し上

げます。ありがとうございました。

続きまして、２点ほど御報告させていただき

ます。申しわけありませんが、座って報告させ

ていただきます。

まず、１点目ですが、耳川の水防災事業の竣

工式についてであります。

日向・入郷地区を流れております耳川流域に

つきましては、平成17年の台風14号により、家

屋流失などの浸水被害や大規模な山崩れなど、

未曽有の災害が発生しました。

県では、平成20年度から「土地利用一体型水

防災事業」に着手しまして、輪中堤や宅地かさ

上げなどの整備を進めてきたところですが、こ

のたび、諸塚村中心部が完成し、今月の７日、

諸塚村と県で竣工式を行うこととなりました。

今後とも安全・安心な県土づくりに努めてま

いりますので、引き続き県議会の皆様の御支援、

御協力をお願い申し上げます。

次に、２点目ですが、10月の常任委員会の際

にも報告したところですが、九州中央自動車道

の一部となります一般国道218号北方延岡道路、

蔵田―北方間の開通が、さらに前倒しされまし

て、４月29日になりますことが、先月19日に国

土交通省から発表されました。

これまで御支援、御協力いただきました県議

会の皆様に、この場をお借りしてお礼申し上げ

ます。今後とも引き続き、県議会の皆様の御支

援、御協力をお願い申し上げます。

それでは、今回の委員会で御審議いただきま

す県土整備部所管の議案等につきまして、概要

を御説明いたします。
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お手元に配付しております商工建設常任委員

会資料の目次をごらんください。

まず、議案でございますが、公共事業等の国

庫補助決定に伴う補正予算案のほか、工事請負

契約の締結、県道の路線廃止・認定等について

であります。

次に、報告事項につきましては、道路の管理

瑕疵に係る損害賠償額を定めたことについてで

あります。

最後に、その他の報告事項といたしまして、

建設工事における指名競争入札についてほか、

２件であります。

詳細につきましては、それぞれ担当課長から

説明させますので、よろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。よろしくお願い

いたします。

○福嶋管理課長 管理課でございます。

まず、県土整備部の２月補正予算の概要につ

いて御説明をいたします。

委員会資料の１ページをお開きください。

この表は、今回の補正額及び補正後の額など

を一覧表にして取りまとめました県土整備部の

予算総括表であります。

表の中央の太線枠内をごらんください。

左側のＣの列が議会開会日の提出分でありま

して、一般会計と特別会計を合わせた補正額は、

一番左の行に記載のとおり、129億9,349万2,000

円の減額であります。

主な内容は、国庫補助事業や災害復旧事業等

の事業費の確定等に伴うものであります。

その右のＤの列は、国の緊急経済対策の実施

に伴う追加補正でありまして、補正額は一番下

の行にありますように、16億4,342万7,000円の

増額で、全額が一般会計であります。

なお、これらを含みます補正後の額は、右隣

に記載のとおり、637億30万6,000円となってお

ります。

次に、２ページをお開きください。

２の補助公共・交付金事業であります。

太線枠内、Ｃの列につきましては、現計予算

と国庫補助決定額との差額を調整するものであ

りまして、合計で43億4,237万6,000円の減額で

あります。

その右のＤの列が緊急経済対策による追加分

で、補正額は14億4,976万1,000円の増額であり

ます。

次に、３ページをごらんください。

上の表、３の直轄事業負担金につきましては、

当初予算計上分の国の直轄道路や河川事業費等

の事業費確定に伴いまして、中ほどのＣの列の

一番下の計のとおり、10億1,261万円を減額して

おります。

なお、その右のＤの列は、宮崎河川国道事務

所などの直轄事務所が実施いたします緊急経済

対策の負担金として１億3,466万6,000円を追加

するものであります。

次に、下の表４の災害復旧事業でございます

が、当初予算計上額と災害査定決定額との差額

につきまして、中ほどＣの列の一番下の行のと

おり、67億6,821万円を減額するものであります。

次に、５ページをごらんいただきたいと思い

ます。

一般会計繰越明許費補正の集計表であります。

太線で枠囲みをしております２月議会申請分

の欄が、今回の申請額であります。

議案第54号と第78号、それぞれの追加と変更

の合計で、86億5,969万5,000円をお願いいたし

ております。

この結果、一般会計の繰越明許費は、一番下

に記載しておりますように、46事業、222億362
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万8,000円となります。

次の６ページから８ページにかけまして、繰

り越しの事業ごとの内訳を掲げておりますが、

このうち６ページと７ページに記載しておりま

す議案第54号の繰り越しの主な理由は、関係機

関との調整や用地交渉等に日時を要したことな

どによるものであります。

また、８ページに記載しております議案第78

号につきましては、国の緊急経済対策の実施に

伴う補正の関係により、工期が不足することに

よるものであります。

次に、９ページをごらんください。

特別会計の繰越明許費であります。

上の表が公共用地取得事業特別会計で、用地

交渉等に日時を要しましたことから、4,771

万3,000円の繰り越しをお願いするものでありま

す。

下の表は港湾整備事業特別会計でありまして、

細島港管理運営事業と細島港整備事業の２事業

の合計で、２億8,000万円をお願いしております。

繰り越しの理由は、工法の検討に日時を要し

たことなどによるものであります。

県土整備部の補正予算の概要は、以上であり

ます。

続きまして、管理課の補正予算について御説

明をいたします。

委員会資料の４ページにお戻りいただきたい

と思います。

一番上の管理課の行の中ほど、太線枠内のＣ

の列をごらんいただきたいと思います。

当課の２月補正は、議会開会日に提出いたし

ました議案のみでありまして、１億879万4,000

円の減額であります。

この結果、補正額の予算額は、Ｅの列、20

億2,736万1,000円となります。

その内容につきましては、お手元の平成26年

度２月補正歳出予算説明資料で御説明いたしま

す。厚目の資料、歳出予算説明資料の管理課の

インデックスのところをお願いしたいと思いま

す。

このうち、主なものについて御説明いたしま

す。329ページをお開きいただきたいと思います。

まず、中ほどになりますが、（目）土木総務費

の（事項）職員費であります。ここには、管理

課のほか土木事務所の総務課など、出先機関の

一部の人件費を計上いたしておりますが、配置

職員数の減などにより、7,108万2,000円の減額

であります。

次に、一番下の（事項）公共事業支援統合情

報システム運営管理事業費であります。

ここには、電子入札システムなどの運営管理

に要する経費を計上いたしておりますが、これ

らの経費の執行残により、364万7,000円の減額

であります。

次の330ページをお開きください。

（目）建設業指導監督費の２つ目の（事項）

建設業指導費であります。

これは、建設業許可や経営事項審査に要する

経費の執行残のほか、建設産業対策として実施

した建設産業経営力強化支援事業のうち、新分

野進出補助金につきまして、今年度の所要額が

当初の見込みを下回ったことにより、3,384

万4,000円の減額であります。

管理課は、以上でございます。

○林用地対策課長 用地対策課でございます。

当課の補正予算について御説明いたします。

商工建設常任委員会資料の４ページをお開き

ください。

用地対策課の行の太線枠内をごらんください。

まず、当課の２月補正でございますが、議会
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開会日に提出しました議案のみでございます。

まず、Ｃの列でございますが、一般会計で6,220

万3,000円の減額、公共用地取得事業特別会計

で6,900万円の減額、合わせまして１億3,120

万3,000円の減額であります。

この結果、補正後の予算額は、Ｅの列をごら

んください。一般会計で１億6,971万1,000円、

公共用地取得事業特別会計で9,411万円、合わせ

まして２億6,382万1,000円となります。

続きまして、補正の主な内容につきましては、

お手元の歳出予算説明資料のほうをごらんくだ

さい。

用地対策課のインデックスが張ってあろうか

と思いますが、その333ページをお開きください。

まず、一般会計であります。ページの中ほど

にございますが、（事項）収用委員会費でありま

す。土地や物件の鑑定料等の執行残によりまし

て、2,257万1,000円の減額であります。

次に、特別会計繰出金であります。

事業費の確定等に伴いまして、3,960万4,000

円の減額であります。

続きまして、334ページをごらんください。

公共用地取得事業特別会計であります。

（事項）公共用地取得事業費は、事業費の確

定等に伴いまして、6,900万円の減額であります。

これは、下のほうの説明欄でございますが、１

にあります先行取得するための公共用地取得事

業費の3,961万円の減額と、説明欄の下のほうの

２でございますが、一般会計への繰出金2,939万

円の減額との合計でございます。

用地対策課につきましては、以上でございま

す。

○髙橋技術企画課長 技術企画課であります。

当課の補正予算について、御説明いたします。

常任委員会資料の４ページをお開きください。

表の上から５行目になりますが、技術企画課

の行の太線枠内をごらんください。

当課の２月補正は、議会開会日に提出いたし

ました議案のみであります。93万3,000円の減額

であります。

この結果、補正額の予算額は、３億2,693

万8,000円となります。

その内容につきましては、お手元の２月補正

歳出予算説明資料で御説明いたします。厚目の

冊子技術企画課のインデックスのところでござ

います。このうち主なものについて御説明いた

します。

337ページをお開きください。

まず、（目）土木総務費（事項）土木工事積算

管理検査対策費であります。これは、「公共工事

品質確保強化事業」における委託料の執行残な

どにより、63万6,000円の減額となっております。

次に、一番下の（事項）公共工事技術力向上

事業費であります。これは、研修会などの委託

料の執行残により、29万4,000円の減額となって

おります。

技術企画課は、以上であります。

○大坪道路建設課長 道路建設課でございます。

当課の補正予算について御説明いたします。

商工建設常任委員会資料の４ページをお開き

ください。

道路建設課の行の太線枠内をごらんください。

当課の２月補正は、議会開会日に提出しまし

た議案のみでありまして、14億8,710万1,000円

の減額であります。

この結果、補正額の予算額はＥの列、169

億1,588万9,000円となります。

その内容につきましては、お手元の平成26年

度２月補正歳出予算説明資料で御説明いたしま

す。厚目の冊子の道路建設課のインデックスの
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ところでございます。

このうち、主なものについて御説明いたしま

す。

341ページをお開きください。

まず、（目）道路橋梁総務費（事項）直轄道路

事業負担金であります。これは、直轄事業費の

確定により、7,893万5,000円の減額であります。

次に、一番下の（目）道路新設改良費（事項）

公共道路新設改良事業費であります。これは、

国庫補助決定に伴いまして、13億9,290万7,000

円の減額であります。

342ページをお開きください。

（事項）道路建設受託事業費であります。こ

れは、宮崎市などからの受託事業の決定に伴い

まして、1,548万3,000円の減額であります。

補正予算につきましては、以上であります。

次に、委員会資料の10ページをお開きくださ

い。

議案第74号「工事請負契約の締結について」

であります。これは、一般国道448号夫婦浦工区

で施工する（仮称）夫婦浦トンネルに関する工

事請負契約の締結であります。

一般国道448号は、県南の海岸線を走る幹線道

路であり、現在のトンネルは断面が狭く、また、

現道部は地質が脆弱なことから、地すべりなど

の災害が懸念されているところであります。

このことから、隘路区間を解消するとともに、

災害の危険性の高い現道を回避するため、トン

ネルを含むバイパス区間を夫婦浦工区として、

平成24年度より事業を実施中であります。

（仮称）夫婦浦トンネル工事につきましては、

延長498メートル、車道幅員5.5メートル、全幅

８メートルで、ナトム工法により串間側から掘

削を行う予定としております。

１に夫婦浦工区の事業概要を、２にトンネル

工事の概要を記載しております。

３の工事請負契約の概要をごらんください。

契約の金額は13億4,867万1,600円で、契約の

相手方は、吉原・富岡・山崎特定建設工事共同

企業体、工期は平成28年10月31日まででありま

す。

道路建設課は、以上であります。

○馴松道路保全課長 道路保全課であります。

当課の補正予算について御説明いたします。

お手元の商工建設常任委員会資料、４ページ

をごらんください。

道路の保全課の行の太線枠内をごらんくださ

い。

当課の２月補正は、議会開会日の提出分で、

Ｃ列になりますが、４億3,814万8,000円の減額、

その右の列、追加提出分で８億7,675万5,000円

の増額であります。

この結果、補正後の予算額は136億6,469

万8,000円となります。

補正の主な内容につきまして御説明いたしま

す。

まず最初に、平成26年度２月補正歳出予算説

明資料、道路保全課のインデックスをごらんく

ださい。345ページになります。

左側の上から６行目になりますが、（事項）職

員費であります。職員数の増に伴い、433万3,000

円を増額するものであります。

次に、その下の（事項）道路管理費でありま

す。執行残に伴い、5,990万3,000円を減額する

ものであります。

次に、一番下の（事項）公共道路維持事業費

であります。説明は、次の346ページに記載して

おりますが、国庫補助決定に伴い、３億7,997

万3,000円を減額するものであります。

開会日提出分につきましては、以上でござい
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ます。

続きまして、追加提出分について御説明いた

します。

別冊になりますけれども、平成26年度２月補

正歳出予算説明資料、下に括弧書きで議案第78

号と書かれた薄い冊子のほうをごらんください。

道路保全課のインデックス119ページになりま

す。

（事項）公共道路維持事業費であります。こ

れは、県が管理する国県道におきまして、落石

等のおそれがある危険箇所等の防災対策や橋梁

の補修工事などを行う事業でありますが、国の

緊急経済対策の実施に伴い、８億7,675万5,000

円を増額するものであります。

補正予算につきましては、以上でございます。

続きまして、商工建設常任委員会資料にお戻

りください。12ページになります。

議案第77号「県道の路線廃止について」御説

明いたします。

１の議案提出の理由であります。高千穂鉄道

の廃止に伴い、県道の認定要件を満たさなくなっ

た路線を廃止するものであります。路線廃止後

は、地元日之影町において町道認定し、町道と

して管理していただくことの合意が得られまし

たので、日之影町に移管することとしておりま

す。

次に、２の路線廃止の内容であります。県道

日向八戸停車場線は、位置図におきまして、赤

線、赤文字で示している区間であり、ダイダイ

色の県道北方高千穂線と青色の国道218号とを結

ぶ延長1,855.5メーターの区間が、路線廃止に伴

い町道となります。

次に、３の今後のスケジュールでありますが、

路線廃止の公示を年度内に行いたいと考えてお

ります。

道路保全課は、以上であります。

○大谷河川課長 河川課でございます。

当課の補正予算について御説明をいたします。

まず、商工建設常任委員会資料の４ページを

お開きください。

そこの河川課の行の太線枠内でございます。

当課の２月補正につきましては、議会開会日

の提出分で78億3,897万2,000円の減額、その右

の列、追加提出分で１億5,810万2,000円の増額

であります。

この結果、補正後の予算額は、Ｅの列、106

億1,347万9,000円となります。

その内容につきましては、平成26年度２月補

正歳出予算説明資料の河川課のインデックスの

ところをごらんください。349ページです。

まず、下から２行目の（事項）ダム施設整備

事業費であります。国庫補助決定に伴いまして、

１億8,460万5,000円の減額であります。

次に、350ページをお開きください。

中ほどの（事項）公共河川事業費でございま

すが、これも国庫補助決定に伴いまして、８

億9,334万5,000円の減額であります。

次に、下の351ページ、一番上の（事項）直轄

河川工事負担金であります。国の直轄事業の確

定に伴いまして、６億7,025万の減額であります。

次に、352ページをお開きください。

中ほど上の（事項）公共土木災害復旧費でご

ざいます。災害復旧の事業費が確定したことに

よる国の補助決定に伴いまして、59億9,276

万8,000円の減額であります。

開会日提出分につきましては以上であります

が、引き続きまして、追加提出分について御説

明をいたします。

別冊の平成26年度２月補正歳出予算説明資料、

括弧書きで議案第78号と書かれた冊子です。こ
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の河川課のインデックスのところでございます

が、123ページをお開きください。

まず、（事項）ダム施設整備事業費であります。

これは、国の補助を受けまして、ダム施設の一

部改良を行うものですが、2,183万6,000円の増

額であります。

次の（事項）公共河川事業費ですが、これも

国の補助を受けまして、浸水被害を軽減するた

めに河川改修を行う事業でありますが、9,360万

円の増額でございます。

最後に、一番下の（事項）直轄河川工事負担

金でございます。これは、国が行います河川工

事に伴う県の負担金でございますが、4,266

万6,000円の増額でございます。

いずれの事項も、国の緊急経済対策に伴う補

正でございます。

河川課は、以上でございます。

○土屋砂防課長 砂防課でございます。

当課の補正予算について御説明をいたします。

委員会資料の４ページをお開きください。

表の中ほど、砂防課の行の太線枠内をごらん

ください。

当課の２月補正は、議会開会日提出分で１

億7,698万7,000円の減額、追加提出分で３

億1,800万円の増額であります。

この結果、補正後の予算額は、右の欄に示し

ておりますように、53億4,233万1,000円となり

ます。

その内容につきまして、提出順に御説明いた

します。

厚目の冊子の平成26年度２月補正歳出予算説

明資料、砂防課のインデックスのところでござ

います。357ページをお開きください。

主なものについて御説明いたします。

まず、ページの中ほどの（事項）公共砂防事

業費でございます。国庫補助決定により１

億2,280万円の減額であります。

次に、一番下の（事項）公共急傾斜地崩壊対

策費でございます。国庫補助決定により9,029万

円の減額であります。

358ページをお開きください。

中ほどの（事項）直轄砂防工事負担金でござ

います。これは、霧島火山群からの土砂流出に

よる災害を防止するため、国が実施しておりま

す直轄砂防事業に対する負担金で、事業費の確

定により3,698万3,000円の増額であります。

開会日提出分につきましては、以上でござい

ます。

引き続き、追加分提出分について御説明をい

たします。

別冊の薄目の冊子、平成26年度２月補正歳出

予算説明資料、下に括弧書きで議案第78号と書

かれた冊子でございます。砂防課のインデック

スのところ、127ページをお開きください。

まず、（事項）公共砂防事業費でございます。

これは、土石流危険渓流に係る土砂災害警戒区

域等の指定のための基礎調査を行う事業で、国

の緊急経済対策実施により、１億700万円の増額

であります。

次に、中ほどの（事項）公共急傾斜地崩壊対

策費でございます。これも、公共砂防事業費と

同様、急傾斜地崩壊危険箇所に係る基礎調査を

行う事業で、国の緊急経済対策の実施により、

２億1,100万円の増額であります。

砂防課は、以上でございます。

○蓑方港湾課長 港湾課であります。

当課の補正予算について御説明いたします。

委員会資料の４ページをお開きください。

港湾課の行の太線枠内をごらんください。

当課の２月補正は、議会開会日の提出分で、
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一般会計15億533万4,000円の減額、港湾整備事

業特別会計533万4,000円の減額、追加提出分で、

一般会計１億3,957万円の増額であります。

この結果、補正後の予算は、右の欄に示して

おりますように、一般会計と港湾整備事業特別

会計を合わせまして、67億7,842万9,000円とな

ります。

その内容につきましては、提出順に御説明い

たします。

お手元の平成26年度２月補正歳出予算説明資

料、厚目の冊子の港湾課のインデックスのとこ

ろでございますが、こちらのほうで説明させて

いただきます。このうち、主なものについて御

説明いたします。

361ページをお開きください。

まず、一般会計補正予算であります。

上段の（事項）空港整備直轄事業負担金であ

ります。直轄事業費の確定により、2,274万2,000

円の減額であります。

次に、中段の（事項）公共海岸保全港湾事業

費であります。平成26年度は大規模な漂着流木

等がなかったことにより、2,625万円の減額であ

ります。

次に、362ページをお開きください。

中段の（事項）特別会計繰出金であります。

特別会計の歳入増により、一般会計から特別会

計への繰出金が３億4,354万5,000円の減額と

なったものであります。

次に、その下の段、（事項）直轄港湾事業負担

金であります。直轄事業費の確定により、1,474

万2,000円の減額であります。

次に、363ページをごらんください。

上段の（事項）公共港湾建設事業費でありま

す。国庫補助決定に伴い、３億4,497万9,000円

の減額であります。

次に、その下の段、（事項）港湾災害復旧費で

あります。平成26年度は港湾災害がなかったこ

とにより、７億4,691万円の減額であります。

以上が、一般会計補正予算であります。

次に、港湾整備事業特別会計補正予算につい

て御説明いたします。

364ページをお開きください。

上段の（事項）宮崎港管理運営費であります。

役務費等の執行残に伴いまして、365万8,000円

の減額であります。

開会日提出分につきましては、以上でありま

すが、続きまして、追加提出分につきまして御

説明いたします。

別冊の平成26年度２月補正歳出予算説明資料

の下に括弧書きで議案第78号と書かれました冊

子でございますが、こちらのほうの港湾課のイ

ンデックスのところでございます。

131ページをお開きください。

（事項）公共港湾建設事業費でありますが、

これは、県内港湾において、岸壁補修など施設

の老朽化対策を実施する事業で、国の緊急経済

対策の実施に伴い、１億3,957万円の増額であり

ます。

港湾課は、以上であります。

○瀬戸長都市計画課長 都市計画課であります。

当課の補正予算について御説明いたします。

委員会資料の４ページをお開きください。

都市計画課の行の太線枠内をごらんください。

当課の２月補正は、議会開会日の提出分で、

６億5,544万円の減額、追加提出分で5,900万円

の増額であります。

この結果、補正後の予算額は、31億913万8,000

円となります。

その内容につきまして、提出順に御説明いた

します。
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まず最初に、平成26年度２月補正歳出予算説

明資料の都市計画課のインデックスのところで

ございます。このうち主なものについて御説明

いたします。

367ページをお開きください。

まず、一番上の段（目）都市計画総務費の（事

項）職員費であります。職員数の増等に伴

い、1,952万7,000円の増額であります。

次に、368ページをお開きください。

下から２段目（目）街路事業費の（事項）公

共街路事業費であります。国庫補助決定に伴い

まして、４億8,279万円の減額であります。

次に、一番下の段（目）公園費の（事項）公

共都市公園事業費であります。これも、国庫補

助決定に伴い、１億6,197万5,000円の減額であ

ります。

次に、369ページをごらんください。

上から２段目（事項）観光みやざきの再勢公

園施設改修事業費でありますが、事業費の確定

に伴いまして、1,862万8,000円の減額でありま

す。

開会日提出分につきましては、以上でありま

すが、引き続き、追加提出分につきまして御説

明いたします。

別冊の平成26年度２月補正歳出予算説明資料、

下に括弧書きで議案第78号と書かれた冊子の都

市計画課のインデックスのところでございます。

135ページをお開きください。

（目）公園費（事項）新規事業「スポーツ施

設等おもてなし環境整備費」であります。これ

は、地方創生に関する国の緊急経済対策の実施

に伴う補正であり、観光部局で行う事業と一体

となって、さらなるスポーツランド宮崎の推進

を図ることを目的として、宮崎県総合運動公園

のトイレの改修等の環境整備を行う事業でござ

いまして、国の緊急経済対策の実施に伴いまし

て、5,900万円の増額であります。

補正予算につきましては、以上であります。

次に、委員会資料の13ページをお開きくださ

い。

議案第71号「宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する条例について」

であります。

１の改正の理由にありますように「地域の自

主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律」などの

施行に伴いまして、これまで宮崎県における事

務処理の特例に関する条例に基づいて、市町村

へ移譲していました風致地区内における建築等

の行為に対する許可などの事務につきまして、

市町村の固有事務となったことから、条例から

削除するものであります。

２の改正の内容でありますが、風致地区内に

おける建築等の行為の許可など６つの事務を、

これまで都城市及び日向市に、また、②にあり

ますように、風致地区内における建築等の行為

の許可に関する申請、届け出等の受理に係る事

務を、高原町にそれぞれ移譲しておりました。

しかし、法律の施行に伴いまして、これらの

事務が市町村の固有事務となることから、市町

村みずからが風致地区内における建築等の規制

に関する条例を制定し、建築等の行為に対する

許可等を行うこととなるため、この条例から削

除するものであります。

３の施行期日につきましては、平成27年４月

１日からとしております。

都市計画課は、以上であります。

○森山建築住宅課長 建築住宅課であります。

当課の補正予算について御説明いたします。

商工建設常任委員会資料の４ページをお開き
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ください。

建築住宅課の行の太線枠内をごらんください。

当課の２月補正は、議会開会日に提出いたし

ました議案のみでありまして、３億684万1,000

円の減額であります。

この結果、補正後の予算額は、22億1,384

万9,000円となります。

その内容につきまして、お手元の平成26年度

２月補正歳出予算説明資料で御説明いたします。

厚目の冊子の建築住宅課のインデックスのとこ

ろでございます。このうち主なものについて御

説明いたします。

373ページをお開きください。

まず、中ほど、（目）建築指導費の一番下の（事

項）建築確認指導費であります。これは、建築

確認申請等の件数の見込みを下回ったことなど

によりまして、1,103万3,000円の減額でありま

す。

次に、374ページをお開きください。

中ほどの（事項）建築物地震対策費でありま

す。これは、耐震診断の補助件数が見込み件数

を下回ったことなどから、国庫補助決定に伴

い7,587万2,000円の減額であります。

次に、375ページをごらんください。

中ほどの（目）住宅建設費の（事項）公共県

営住宅建設事業費であります。これは国庫補助

決定に伴い、１億4,093万1,000円の減額であり

ます。

次に、表の一番下の（事項）公共優良賃貸住

宅供給促進費であります。※3,755万9,000円の減

額であります。

376ページをお開きください。

説明欄２の「地域優良賃貸住宅供給促進事業」

におきまして、民間事業者等からの応募がなかっ

たことなどから、国庫補助決定に伴う減額であ

ります。

補正予算につきましては、以上であります。

続きまして、委員会資料に戻っていただきま

して、委員会資料の14ページをお開きください。

議案第75号「工事請負契約の締結について」

であります。

これは、県営平和ヶ丘団地４号棟主体工事の

請負契約の締結についてであります。

１の県営平和ヶ丘団地建替事業の概要であり

ますが、県営平和ヶ丘団地は、宮崎市の平和台

公園の北側に隣接する住宅地の一角に位置して

おり、団地の敷地面積は、２万3,273.17平方メ

ートルであります。

（５）の事業計画ですが、団地全体で４棟175

戸の建てかえを実施しており、これまでに３棟

を建設し、今年度、最後の４号棟に着手するも

のであります。

次に、２の４号棟建設工事の概要であります

が、鉄筋コンクリート造７階建て42戸の延べ床

面積3,365.54平方メートルを建設する予定とし

ております。

３の工事請負契約の概要ですが、契約の金額

は５億3,082万円、契約の相手方は 原建設株式

会社、工期は平成28年８月12日までであります。

建築住宅課は、以上であります。

○上別府営繕課長 営繕課であります。

当課の補正予算について御説明申し上げます。

商工建設常任委員会資料の４ページをお開き

ください。

営繕課の行の太線枠内をごらんください。

当課の２月補正は、議会開会日に提出しまし

た議案のみでありまして、6,916万3,000円の減

額であります。

この結果、補正後の予算額は７億4,055万1,000

※56ページに発言訂正あり
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円となります。

その内容につきまして、歳出予算説明資料で

御説明いたします。営繕課のインデックスのと

ころでございます。このうち、主なものについ

て御説明いたします。

379ページをお開きください。

まず、（目）財産管理費の（事項）庁舎公舎等

管理費であります。これは、庁舎公舎等の補修

工事等の執行残に伴い、2,909万6,000円の減額

であります。

次に、（事項）電気機械管理費でありますが、

これは、庁舎等の機械、電気設備の維持管理業

務委託等の執行残に伴い、2,151万5,000円の減

額であります。

次に、（事項）電話整備等管理費でありますが、

これは、庁舎等の電話整備の維持管理業務委託

等の執行残に伴い、203万4,000円の減額であり

ます。

営繕課は、以上であります。

○直原高速道対策局長 高速道対策局でござい

ます。

当局の補正予算について御説明いたします。

委員会資料４ページの一番下の行になります

が、開会日提出分で２億7,024万2,000円の減額、

追加提出分で9,200万円の増額となっており、こ

の結果、補正後の予算額は17億382万2,000円と

なっております。

まず、開会日提出分ですが、厚目の冊子の383

ページをごらんください。

こちらの（事項）直轄高速自動車国道事業負

担金で２億7,024万2,000円の減額となっており

ますが、これは、国の直轄事業費の確定によっ

て生じるものでございます。

開会日提出分は、以上でございます。

引き続き、追加提出分について御説明いたし

ます。

別冊、薄いほうの資料、139ページをお開きく

ださい。

こちら、（事項）直轄高速自動車国道事業負担

金9,200万円の増額となっておりますが、これは、

国の緊急経済対策の実施による増額でございま

す。

高速道対策局からは、以上です。

○岩下委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。まず、議案について質疑はありませんか。

○太田委員 議案第78号の歳出予算説明資料の

小さなほうの分ですけれども、河川課のほうで

すか、123ページにダム管理の改良に要する経費

とか、河川の改修に対する経費というのが上げ

られていますが、額としては非常に小さかった

もんですから、普通、改修といったら大きい額

だろうと思ったら、これは、場所とか、施設と

か、例えばどんなものなんですか。

○大谷河川課長 まず、ダム施設整備事業費

の2,183万6,000円の今回の補正でございますが、

これにつきましては、延岡にあります祝子ダム

において洪水調節を効率よくするために、ダム

を一部改造しております。これは、ことし発注

をしておりまして、債務負担でやっております。

その分の事業進捗を図るということで、2,000万

円ちょっとの増額でお願いをしております。

それと、公共河川事業費9,360万円でございま

すが、これにつきましては、宮崎市を流れます

小松川、ここの河川改修の進捗を図る事業でご

ざいます。これを今回、補正で国のほうからい

ただいたものでございます。

○太田委員 わかりました。

今度は大きな予算説明資料の376ページ、建築

住宅課のほうですか、この中に、公共優良賃貸

住宅の云々とありますが、これは、今はやりの
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高齢者向けの有料老人ホームとか、この１と２

あたりは、そういったたぐいのものでしたか。

○森山建築住宅課長 公共優良賃貸住宅でござ

いますが、ここでは高齢者向け優良賃貸住宅と

地域優良賃貸住宅で書いておりますけれども、

現在は、高齢者向け優良賃貸住宅という制度が

変わりまして、サービスつき高齢者向け住宅の

ほうに移行しております。

１番の高齢者向け優良賃貸住宅のほうは、平

成19年度ごろまでに民間のほうで供給されたも

のに対して家賃の補助を行っているわけですが、

現在は建設はございません。

地域優良賃貸住宅につきましては、高齢者、

そして障がい者、子育て世帯等、居住の安定に

特に配慮が必要だと思われる世帯を入居対象と

した、バリアフリー化等の構造など、一定基準

を満たす住宅の新築とか改修に対して補助を

行っているものでございます。

○太田委員 そしたら、２のほうが、要望があ

ればということですね。これは、改修というこ

とですね。優良の意味は、どういう意味かなと

思って。改修をして、良好なものをつくるとい

うようなイメージなんでしょうか。

○森山建築住宅課長 この優良につきましては、

補助としましては新築もあります。新築と改修

とありまして、優良といいますのは、先ほど申

しました高齢者、障がい者等の世帯が、安心・

安全に過ごせる住宅ということで、バリアフリ

ー構造、そして、ある一定の面積も、25平方メ

ートル以上ですとか、あと水洗トイレをつける

こととかいった、良好に居住していただくよう

な住宅ということで、優良賃貸住宅ということ

でございます。

○太田委員 わかりました。

言葉が一緒になってしまって申しわけなかっ

たんですが、有料老人ホームというのがありま

すよね。いっぱい今建っておりますが、あれと

の関連はなかったですか。建築住宅課のほうで、

以前そういった有料老人ホームを促進するため

につくられた制度があったような気がしたもん

ですから、それとごっちゃになってたのかな。

これは、お金を取る有料老人ホームとの関係は

ないんですか。

○森山建築住宅課長 お金を取る有料のほうと

は、直接はないです。

○中野委員 高速道対策局長に聞きますけれど

も、この負担金のマイナス部分、それから、新

たに補正でつけた部分、箇所でいうとどこにな

るんですか。

○直原高速道対策局長 今回、追加になりまし

た分の箇所で言いますと、東九州自動車道の清

武南―日南間です。それで、追加増額したのは、

そのうちの北郷―日南間になります。

○宮原委員 374ページの建築住宅課、建築物地

震対策費7,587万2,000円の減額になりますが、

これは、予算全体からすると、これだけ落とし

てしまうと、ほぼ3,500万しか使わなかったとい

うことなんですけれども、これは、木造住宅を

除くということになってるので、耐震化に向け

てもそういう要望がなかったということでいい

んですよね。

○森山建築住宅課長 この建築物地震対策費で

ございますけれども、これは、ホテル、百貨店

等の大規模民間建築物で行います耐震診断に対

しまして補助をするという事業でございまして、

当初は17棟を予定していたんですが、そのうち

耐震診断を自分でやったところですとか、改修

も終わったところ、そしてあと、閉館をしたと

ころと、そういったのがございまして、実際は

８棟が補助対象となりました。このうち１棟は、
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ちょっと今年度は厳しいということで、７棟に

対しまして補助をするということで、その分減

額ということでございます。

○宮原委員 はい、わかりました。

○中野委員 ２月補正減の中で、今回の場合は、

予定しとった国の補助金が全くつかんで、マイ

ナスしたという話じゃないんですよね。ある程

度予定しとったところで、県は予算を上げておっ

たけれども、国の予算がつかんで、そのまま補

正減するというものは入ってないんですね。

○福嶋管理課長 委員会資料の２ページをごら

んください。今回、議案第54号で、開会日に提

出させていただいた分の合計43億余の減という

ことでございますが、これにつきましては、当

初見込んでおった額まで届かなかったというこ

とで、いろいろな状況があるんですけれども、

確定してこの分の減額をさせていただいてると

いうことでございます。

○中野委員 ちょっと俺が知りたいことと違う

んだけれども、例えば、当初でＡカ所ならＡカ

所で事業を組んどって、国の補助が減って、丸

々その箇所がつかんかったという分はないんで

すか。

○福嶋管理課長 先ほど、私は総額だけで申し

上げました。委員の御質問が箇所ということで

ございましたけれども、そういう委員の御質問

の趣旨のような箇所はないと聞いております。

○大田原県土整備部長 例えば調査費だけとか

小さな金額を予定していたところがあって、そ

こが継続のところではちょっとお金を減らすと

いう形で、ずっと継続でやってるんですが、新

規でやるというところについては、今回見送っ

たとか、そういうところはございます。でも、

そんな大きな箇所数ではございません。

○中野委員 いいです。

○宮原委員 330ページで、管理課のところで、

建設業指導費、先ほど３番目の3,082万7,000円

は新分野に行く部分がかなり減少しているとい

う話のようでしたけれども、現状はどんな状況

になってるんでしょうか。

○福嶋管理課長 新分野進出補助金につきまし

ては、当初3,500万ぐらいの予算で見込んでおっ

たところでございます。例年、平成24年度まで

は、大体この水準できておりましたので、この

額で見ておったところですけれども、実は平成25

年度については７件ということで、昨年も同じ

ように減額させていただいております。これ

が、26年度も同じような状況でございまして、

結果、今年度の見込みとしては、今のところ５

件で、予算額として700万程度ということで、こ

この部分を2,800万ぐらいお願いしているところ

でございます。以上でございます。

○宮原委員 これも、労務単価の見直し等もあっ

たりして、建設業、新分野に行かなくてもそこ

で頑張りたいということが強くなってきてると

いうことでいいですよね。

○福嶋管理課長 平成25年度、今年度につきま

しては、やはり大型の経済対策の予算がござい

まして、工事がかなり回復しております関係も

あって、委員がおっしゃったような状況にある

のかなと感じておるところでございます。

○岩下委員長 それでは、ほかにございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 次に、報告事項に関する説明を

求めます。

○馴松道路保全課長 道路保全課であります。

道路の管理瑕疵に係る損害賠償額を定めたこ

とにつきまして、地方自治法第180条第２項の規

定に基づき御報告いたします。
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委員会資料の16ページになります。

今回の報告は、物損事故が５件であります。

それぞれの事故の内容について御説明申し上

げます。発生日、発生場所等につきましては、

資料の左側の欄に記載のとおりでございます。

１番目の枝落下事故につきましては、道路上

に落ちてきた枯れ枝が直撃し、車両のドア、ル

ーフパネル等を損傷したものであります。本件

事故は、その内容から運転者に過失を問うこと

はできないと判断しておりますことから、過失

相殺は行っておりません。

２番目の側溝ぶた不全事故につきましては、

先行車両がはね上げた側溝ぶたに衝突し、サス

ペンション、タイヤ、ホイール等を損傷したも

のであります。本件事故は、その内容から運転

者に過失を問うことはできないと判断しており

ますことから、過失相殺は行っておりません。

３番目の穴ぼこ事故につきましては、道路上

に発生していた穴ぼこに落ち込み、タイヤ及び

ホイール等を損傷したものであります。運転者

に前方不注視の過失がありますので、３割の過

失相殺を行っております。

４番目の倒木事故につきましては、道路上に

落ちてきた倒木が直撃し、バンパー、ヘッドラ

イト等を損傷したものであります。本件事故は、

その内容から運転者に過失を問うことはできな

いと判断しておりまして、過失相殺は行ってお

りません。

最後、５番目ですけれども、道路排水事故に

つきましては、排水施設の不備により、道路上

の排水が宅地内に流入し、洗掘によりブロック

塀が損傷したものであります。被害者は、道路

排水の流入を認識していたにもかかわらず、被

害の発生、拡大の防止対策を行わなかったとい

うことから、２割の過失相殺を行っているもの

です。

損害賠償の範囲は２万4,457円から59万2,000

円となっており、全て道路賠償責任保険から支

払われます。

説明は以上でありますが、引き続き道路パト

ロールを徹底するなど、道路施設の安全確保に

努めてまいりたいと存じます。

道路保全課は、以上であります。

○蓑方港湾課長 港湾課でございます。

港湾道路の管理瑕疵に係る損害賠償額を定め

たことについて、地方自治法第180条第２項に基

づき御報告いたします。

委員会資料の17ページをごらんください。

本件穴ぼこ事故は、延岡港内の道路上で、運

転者が車両の切り返しを行った際に道路が陥没

し、その陥没した穴ぼこにタイヤが落ち込み、

タイヤを損傷したものであります。

過失相殺につきましては、事故の内容から運

転者が事故を事前に予測することはできなかっ

たと認められますことから、運転者の過失は認

定しておりません。

損害賠償額は１万8,068円となっており、港湾

道路の賠償責任保険から支払われております。

説明は以上でありますが、引き続き港湾施設

の巡視を徹底するなど、港湾施設の安全確保に

努めてまいりたいと存じます。

港湾課は、以上であります。

○岩下委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。報告事項について質疑はありませんか。

○太田委員 枝の落下、倒木というのがありま

すが、考えてみたら、特に枝の落下なんかは、

その枝自体が民有林のものだったのかなと。そ

れが落ちてきたということは、その所有者がき

ちっと枝の管理をしないといかんのじゃないか

なと思うんですけれども、その辺の県道に覆い
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かぶさっていた枝がたまたま落ちたわけですよ

ね。その辺は、そういう所有者の管理義務とか

いうのは問われないんですか。

○馴松道路保全課長 民地のほうの枝が落ちて

きて、道路管理瑕疵につながったと、そういっ

た場合、本来は所有者に責任はあるんですけれ

ども、それを管理瑕疵として結びつけた事例は

ございません。例えば、明らかに落ちてくると

いうのがはっきりわかってて、わざと落とした

とか、そういったときは県のほうで補償するん

じゃなくて、個人の方に請求することはできな

いことはないんですけれども、今までそういっ

た事例はございません。わざとでない限り、そ

ういった請求はできないということで、県のほ

うも、危ない箇所につきましては道路パトロー

ルとかでわかりますので、個人の方に撤去なり

切っていただくとか、そういったお願いをして

いるところです。

○太田委員 わかりました。ただ、そんなに危

ない木ではなかったけれども、風の関係で倒れ

たとかいうのはもうしょうがないんでしょうが、

覆いかぶさっているものについてはそういう勧

告を、所有者のほうに切ってくださいというの

は言ってたほうがいいのかなと思って。ただ、

こういう場合も県のほうで補償しないといかん

ということになってるんですね。わかりました。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 ないようでございますので、次

に、その他報告事項に関する説明を求めます。

○福嶋管理課長 管理課でございます。

常任委員会資料の18ページをごらんください。

建設工事における指名競争入札についてであ

ります。

まず、１の試行結果の検証の（１）試行の概

要であります。

本年度は、災害対応力の強化の観点から、地

域の建設業者の育成を図り、透明かつ効率的・

合理的な競争環境のあり方について検討するた

め、通年試行しており、１月末で238件指名通知

し、199件契約しております。

表をごらんください。

表を左側の通知（公告）と、右側の契約に分

けまして、入札方式別に比較し、２行目に平成26

年度、これは平成27年１月末の数値でございま

す。それから、３行目に平成25年度、これは平

成26年３月末の数値でございますが、それぞれ

その数値を記載しております。

通知（公告）の指名競争入札の列を見ていた

だきますと、平成26年度の数値は、件数で238件、

割合で29.1％、同じく平成25年度は186件、30.7

％であり、通知件数は１月末で、昨年度より52

件多く、割合はほぼ同じとなっております。

その下の表は、平成27年１月末時点の指名競

争の通知と契約の件数差39件の内訳でございま

して、開札前が８件、審査中が６件、入札不調

が15件、不落が10件となっております。

次に、（２）試行結果及び検証の①平成26年度

の検証総括についてであります。

四角囲みの中にポイントをまとめております

が、「試行件数が確保された中でも、昨年同様、

試行の目的にかなっており、課題であった指名

される企業の多様化についても一定の改善効果

が認められた」ものであります。

具体的には、その下にありますように、アと

いたしまして、災害対応力の強化や効率性・合

理性の観点から一定の効果が認められ、競争性

や透明性においても特に問題は認められなかっ

た。イといたしまして、指名される企業の割合

が増加したものであります。
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その下の表をごらんください。

その根拠となります数値を平成25年度と比較

して記載しております。具体的にはａ工事現場

に近接する企業の受注状況が、平成26年度は指

名競争が３方式の中で最も高いこと。ｂ入札手

続期間、ｃ入札不調・不落の発生状況が価格競

争と比較して遜色ない結果となったこと。ｄ平

均落札率は他の入札方式とほぼ同じであり、ｅ

非指名理由の説明要求件数が、平成26年度は全

くなかったこと。さらに、ｆ指名された企業の

割合が、平成25年度より5.4ポイント高いことで

あります。

19ページをごらんください。

②２年間の検証総括についてであります。

ポイントを四角囲みの中にまとめております

が、「試行については目的を達成したと評価する

ことが適当であり、今後も指名競争入札と一般

競争入札（価格競争、総合評価）を併用してい

く必要がある」であります。

具体的には、下のアといたしまして、本県独

自の選定方式の採用により、災害対応力の強化

に一定の効果があり、透明性、競争性に係る問

題もなく、合理性、効率性についても一般競争

入札と遜色ない結果が得られたこと。イといた

しまして、建設業者に対するアンケートでは、

県発注工事に積極的に参加したくなったと回答

した企業が55％を占め、今後も併用または単独

で指名競争入札の実施を希望する企業も76.9％

に上ったことを上げております。

その下の図表をごらんください。

指名された建設業者に対するアンケート結果

を抜粋しております。

左側は、指名競争の試行に伴う県工事への参

加意欲の変化について尋ねた結果ですが、指名

競争入札が試行されたことで「積極的に参加し

たくなった」という答えが55％、これは、対前

年度で14ポイントの増となったこと、右側

は3,000万円未満の工事の望ましい入札方式につ

いて尋ねた結果ですが、表の中ほどにあります

ように、単独と併用を合わせて76.9％で、対前

年度４ポイントのプラスとなっており、76.9％

の企業が指名競争入札を希望し、その右にお示

ししておりますように、そのうち56.3％が他の

方式との併用を希望したことを示しております。

次に、２の今後の取扱方式についてでありま

す。

まず（１）建設業者の育成の必要性と入札制

度のあり方といたしまして、①地域社会の維持

のため、公共工事の中長期的な担い手確保は社

会的な要請であり、県としても市町村等との調

整による発注時期の一層の平準化に努める必要

がある。

②入札制度も透明性、公平性、競争性の確保

を図り、不断の検証と必要な見直しを行うこと

により、情勢変化や工事の特性に柔軟に対応で

きるよう、入札方式を多様化していく必要があ

るといたしまして、次の（２）建設工事におけ

る指名競争入札の今後の取り扱いにおいて、四

角囲みにありますように、「指名競争入札は試行

の枠組みのまま制度化し、一般競争入札と併用

する。また、制度化後も検証を継続し、必要な

改善に努めていく」との方針を明示いたしたと

ころでございます。

また、（３）制度化に当たっての具体的な取り

組みといたしまして、電子入札システムを利用

した①ですが、企業の応札環境を事前に確認で

きるシステムの構築検討と、②実施状況に係る

検証の継続を挙げております。

20ページをお開きください。

これは、平成26年度と25年度の検証データで
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ありまして、これまで説明していない部分につ

いて簡単に触れてまいります。

まず、左側の区分の上から２つ目の競争性の

（２）平均応札者数では、指名競争の数値は6.9

者で、平成25年度と同じであり、価格競争、総

合評価はそれぞれ増加しています。

その下、（３）応札状況、最低制限価格付近の

応札割合ですが、ここでは、指名競争が価格競

争より30ポイント以上低くなっておりますが、

平成25年度と比較いたしますと、12.9ポイント

高くなっております。

価格競争、総合評価も同様に高くなっており

まして、これは、通年試行により、企業の応札

意欲が高い上半期の数値が影響したものという

ふうに考えております。

次に、中ほどの品質確保の区分（７）工事成

績評定点でありますが、80点を超える高い評価

となっており、一般競争と比較して大きな差は

見られません。

次に、その下の波及効果の区分についてであ

ります。

（８）入札参加者の状況では、年間を通じた

試行によりまして、試行件数が増加したため、

入札参加者の割合も全体的に上がっております。

また、（９）入札に参加しながら受注できてい

ない企業の割合の平成26年度の数値は、価格競

争において平均応札者数が回復したことから、

割合が最も高くなっております。

最後に、透明性の区分につきましては、（13）

不当な働きかけの把握件数、（14）談合情報の把

握件数は、平成25年度と同様全くございません

でした。

お手元の別冊資料、建設工事における指名競

争入札について、簡単に御説明をいたします。

６ページの（４）でございます。中ほどより

ちょっと上の（４）に発注機関・受注者の意見

を載せております。発注者、受注者に共通した

ものといたしまして、①発注機関の主な意見の

一番下のポツと②の受注者の主な意見の上から

２番目のポツに、市町村工事等の受注状況の考

慮、把握とございます。先ほど、委員会資料19

ページの制度化に当たっての具体的な取り組み

のところで御説明をいたしました企業の応札環

境を事前に確認できるシステムの構築検討とい

うものは、こういった意見を踏まえての対応で

ございます。

また、建設業協会など関係団体からは、業種

ごとにさまざまな意見をいただきましたが、別

冊資料の６ページの（４）の②受注者の主な意

見の一番上のポツの後半部分ですが、「試行では

なく制度化した上で、検証と見直しを継続して

ほしい」という意見が各団体に共通したもので

ございました。

９ページ、10ページをごらんください。

ここは、先ほど委員会資料の18ページから19

ページの部分で御説明をいたしましたこの報告

書の中核部分でございます検証の総括、今後の

取扱方針について詳しく文章で記載していると

ころでございますが、説明は省略させていただ

きます。

最後に、アンケートの結果につきましては、17

ページから21ページに詳しくお載せしておりま

すので、後ほど御確認いただければと存じます。

私からの説明は、以上でございます。

○髙橋技術企画課長 技術企画課でございます。

委員会資料の21ページをお開きください。

工事や設計委託などの積算に用いております

公共工事設計労務単価及び設計業務委託等技術

者単価の改定について御報告いたします。

農林水産省及び国土交通省におきましては、



- 49 -

平成27年３月４日(水)

最近の技能労働者の不足などに伴います賃金水

準の上昇を、適切・迅速に反映させるとしてお

りまして、公共工事の積算に用いております労

務単価や測量及び設計などの業務委託に用いて

おります技術者単価につきまして、例年４月の

改定を昨年に引き続き２カ月前倒しいたしまし

て、２月に引き上げたところであります。

このことを受けまして、本県では、次の３点

について国と同様の対応としたところでありま

す。

まず、１の公共工事設計労務単価の改定につ

いてでございます。

適用日としましては、２月１日以降に契約す

る工事からの適用としております。

その改定による引き上げ幅は平均で5.0％で、

引き上げ後の単価は１日当たり１万9,435円とし

たところであります。

下のほうに、参考といたしまして、全国の平

均単価を記載してございます。

次に、２の設計業務委託等技術者単価の改定

についてでございます。

設計や測量などの委託に係る技術者単価につ

きましては、これは、全国一律の単価でござい

ますが、平均で4.7％引き上げ、１日当たり３

万4,175円としたところであり、同じく２月１日

以降の契約から適用しているところでございま

す。

次に、３のその他の対応についてであります。

まず、（１）特例措置でありますが、２月１日

以降に契約する工事及び設計業務委託等のうち、

旧単価で積算され契約した案件につきましては、

特例措置といたしまして、受注業者の申請によ

りまして、新単価で変更契約を行うことができ

ることとしたところであります。

さらに、（２）インフレスライド条項でありま

す。

インフレスライド条項といいますのは、賃金

等の急激な変動によりまして、請負代金等が著

しく不適当となった際には、受注者または発注

者の請求によりまして、請負代金額の変更を行

うことができる制度でございます。

このインフレスライドの適用につきましては、

平成27年１月31日以前に契約している工事のう

ち、工期が２カ月以上残っているもので、残っ

ております工事を新たな単価で変更した場合の

変更額が、残っている工事の工事費の１％を超

えるものが対象となります。

以上の対応につきましては、県のホームペー

ジや対象となります受注者の皆様方に、チラシ

を配布して御案内させていただいているところ

であります。

このたびの労務単価等の上昇が、建設労働者

等の雇用環境の改善に寄与するものと考えてお

りますが、今後とも、労務単価を初めとする適

正な単価の設定など、きめ細やかな積算に努め

てまいりたいと存じます。

技術企画課につきましては、以上でございま

す。

○瀬戸長都市計画課長 都市計画課であります。

委員会資料の22ページをお開きください。

景観形成に係る太陽光発電設備の取り扱いに

ついて御報告いたします。

まず、１の県内の景観行政の状況であります。

景観法に基づき景観行政を行う市町村を景観

行政団体といいますが、今月１日に新富町と川

南町が景観行政団体に移行したことにより、県

内全ての市町村が景観行政団体となったところ

であります。

景観行政団体になりますと、地域の特性に応

じた景観条例や景観計画を策定することができ
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ます。現在、この景観条例及び景観計画を策定

しているのが10の市町村でございます。また、

現在策定中が３市町村でございます。残り13の

市町村につきましても、今後、策定が予定され

ております。

この景観条例や景観計画を策定しますと、市

町村は、建築物や工作物を建設する際には届け

出を提出させ、形態や色彩等について制限する

ことができます。

次に、２の背景でありますが、平成24年に再

生可能エネルギーの普及対策として、固定価格

買取制度が導入され、県内におきましても太陽

光発電設備の設置が急速に拡大する中で、良好

な景観を阻害するとして問題となるような事例

が発生しております。

３の今後の対応策でありますが、市町村が策

定する景観条例や景観計画においては、太陽光

発電設備を対象としていませんでした。このた

め、太陽光発電設備を工作物の一つとして明確

に規定できるよう、景観条例及び景観計画の記

載例を市町村へ提示することにより、一定の方

向性を示し、取り組みの促進を図ることとして

おります。

４の効果でありますが、各市町村がこの記載

例を参考にして、景観条例や景観計画に反映さ

せることにより、県全域で太陽光発電設備の無

秩序な設置が抑制され、良好な景観の保全が図

られるものと考えております。

それでは、今後の対応策につきまして、市町

村がどのような対応を行うのか具体的に説明し

たいと思います。

次のページの別紙、景観条例及び景観計画の

記載例をごらんください。

ここに示していますのは、既に策定済みの市

町村の景観条例や景観計画に、下の米印にあり

ますように、今回、太陽光発電設備の取り扱い

として、波線の部分を追加し、一定の方向性を

示すものであります。

例えば、１の景観条例でございますが、これ

まで工作物といいますと、（１）の垣、柵、擁壁

その他これに類するものから、（７）のコンクリ

ート柱、鉄柱及び木柱が一般的でありましたが、

太陽光発電設備を追加し、工作物の一つとして

定義するものであります。

次に、２の景観計画では、①の届け出対象行

為として、一定規模以上の工作物の新設等は届

け出が必要でありますが、波線の、太陽光パネ

ルの設置面積の合計が○○平米を超えるものと

いう文言を追加することにより、一定規模以上

の太陽光発電設備につきましても、届け出対象

とするものであります。

また、②の行為の制限では、一例ですが、波

線部分の太陽光パネルは黒色または濃紺色もし

くは周辺の景観と調和する低明度かつ低彩度の

ものを使用し、低反射でできるだけ模様が目立

たないものを使用するという文言を追加するこ

とにより、太陽光発電設備の無秩序な設置が抑

制され、景観に配慮した一定のルールに基づく

設置が推進され、県全域で良好な景観の保全が

図られるものと考えております。

都市計画課からは、以上でございます。

○岩下委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。その他報告事項について質疑はありません

か。

○中野委員 18ページ、建設工事における指名

競争の説明で、入札不調、不落の発生状況とい

うところで、ちょっと聞き漏らしたが、不調の

経緯は、一般と指名と遜色がなかったというの

は、説明があったと思うんです。この不調とい

うのは、発注者としては、ないほうがいいわけ
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じゃないんですか。それに遜色がなかったって、

じゃあ、入札不調の原因が何かといったら、不

調で参加しとらんからアンケートもとられんや

けれども、結局、単価を見たら安かったとか、

もうけがなかったというような……。何かちょっ

とそこ辺の意味が、ようわからん。何で不調に

なったかという原因はつかめとるんですか。別

に遜色がなかったという言い方は、おかしいと

思うんやけれども、こんなのは出す側の何かで、

応札者がいなかったということやから、遜色が

なかったという言い方は全然意味がわからん。

悪いけれども言うて。

○福嶋管理課長 失礼いたしました。同程度で

あったと、指名競争入札と価格競争において差

がなかったというような趣旨で御説明したとこ

ろです。理由というお尋ねでございましたけれ

ども、状況的に申し上げますと、建設工事にお

きまして、1,500万未満の小規模な工事であると

か、あるいは現場が山間部にあるというような

ことで現場条件が悪いとか、そういったものに

ついてやはり不調が出ておるところでございま

す。

○中野委員 やはりこれは、なるだけ数が少な

いほうがいいわけよ。業者にしてみれば魅力が

なかったという話やから、こんなのがどっちも

合わせて出ますよということは、同じ発注して

るよというような言い方やから、この不調も、

それだけみんな拮抗して、今、ぎりぎりの線で

やってるということで、落札が95とかそこやっ

たらまだやる人がおるわけじゃないかな。

それから、もう一ついいですか。20ページ、

入札に参加しながら受注できていない企業の割

合。例えば、応札者の中で単価は一番低かった

けれども、ほかの技術者の点数で変わったとか、

そういうのは今のところ分析してないわけ。な

ければ、今度してもらえばいいけれども。

○福嶋管理課長 いわゆる逆転とかいうお尋ね

だろうと思うんですけれども、指名においては、

そういった部分はないんじゃないかという形で

考えておるところでございます。

○中野委員 指名のときは、今のところはその

点数は入らんとかな。わかりました。

○外山委員 この別冊の資料の10ページで、今

後の取扱方針というのがありますね。２番目に、

「平成27年度から試行の枠組みのまま制度化し、

一般競争入札と併用とする」ということになっ

てますが、今、３つの方法をやってますね。指

名競走、一般競争、それから総合評価を入れた

競争。これを読むと、指名競争と一般競争、い

わゆる総合評価は入れないこの２つでやるとい

うことですか。

○福嶋管理課長 ３方式を委員が御質問のよう

に併用してやっておるわけですけれども、これ

も引き続き、次年度以降も３方式を併用して実

施するということでございます。

○外山委員 いや、今後の取扱方針を見ると、

２番にはこの２つしかないんです。

○福嶋管理課長 済みません、大きく考えると、

指名と一般競争入札ということで分かれるんで

すが、一般競争入札の中が２つに分かれてまし

て、いわゆる価格競争と総合評価ということで、

３方式と申し上げたのは、そういう細かいとこ

ろも入れると３方式となります。

○外山委員 はい、それも含むということです

ね。もう一点、今まで3,000万という金額でやっ

てきたんですが、ここのところの今後の方針が、

具体的にどこにも出てきてないんです。3,000万

未満なのかどうかというのが、どうなんですか。

○福嶋管理課長 試行の枠組みのまま制度化し

ということで記述をしてるところでございます
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が、これは、本会議で知事も答弁いたしました

ように、3,000万未満の工事を試行しておりまし

たことから、このまま制度化するということで

ございます。

○外山委員 何で3,000万なんですか。

○福嶋管理課長 試行を始めるときに、3,000万

という基準を設定したわけですけれども、その

考え方といたしましては、まず、災害対応力の

強化の観点から、県内各地で災害復旧工事など

を円滑に実施できる施工力を持つ建設業者を確

保したいということがございました。

そこで考えますと、3,000万未満というのは災

害復旧工事の８割から９割を占める、それから、

建設工事全体の７割は占めているということで

す。それと、もう一つの理由といたしましては、

地域社会の維持に必要な工事、県単の維持工事、

これのほとんどが3,000万未満であるというよう

なことから判断いたして、試行を実施したとい

うことでございます。

○外山委員 ちなみに、そこに資料はあるかど

うかわかりませんが、発注のやり方、金額を含

めて、九州各県の今の状況はどうですか。

○福嶋管理課長 まず、佐賀県が本県と同じよ

うな状況でございまして、指名競争入札は実施

はいたしておりません。その他について申し上

げますと福岡、鹿児島、沖縄が5,000万未満で指

名競争入札を実施しておりまして、大分が4,000

万未満、それから長崎が3,500万未満、熊本

が3,000万未満というような状況でございます。

○外山委員 熊本が3,000万未満というのは、一

般競争もあるんですか、全部指名ですか。

○福嶋管理課長 熊本につきましては、3,000万

未満については、全て指名競争入札と聞いてお

ります。

○外山委員 こうやって九州各県を見ると、佐

賀がほとんど一緒ということですが、指名競争

の場合、金額が大分高いところもありますよね。

宮崎県が3,000万にした一番の大きな理由は災害

対応、ほかの県も災害はあると思うんです。そ

ういう考えは、ほかの県にはないんでしょうか。

○福嶋管理課長 土木一式工事で申し上げます

と、3,000万未満というのはＢクラス、Ｃクラス

を対象にして、先ほど趣旨については申し上げ

たところでございまして、今、委員がおっしゃ

いますように、災害対応という意味においては、

土木一式のＡとか特Ａも含めて、確かに全ての

建設業者が携わっていただくことになるだろう

と思います。

そういう意味で、別冊の報告書の10ページの

今後の取扱方針の１番です。まず、入札制度の

前に、やっぱり建設業者を育成していく必要は

あるということで、これについては、全てを念

頭に書かせていただいてるところでございます。

ただ、今回、指名競争入札の制度化に当たり

ましては、やはり当初、試行で考えたように、

小さい業者の体力をつけたいというというとこ

ろが正直ございまして、こんな形でお願いした

ところですけれども、Ａとか特Ａ級については、

やはりさまざまな入札方式の多様化というのを

今取り組んでおります。今後、そこも力を入れ

てやっていくべきだと考えておりますので、そ

ういった中で、入札全体の中でＡとか特Ａクラ

スの業者の育成というのは図っていきたいと考

えてます。

○外山委員 今、最後に言われた、今後、金額

は上の部分も含めて対応を当然考えていく。宮

崎県の場合は、ああいう特殊な官製談合という

か、そういうことがあって、ゼロからやってい

こうということでここまで来たと思うんです。

だから、来年度から今の方針がある形でスター
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トされるでしょうが、これで固定というよりも、

やっぱり全体的な、さっき言われたような入札

制度のあり方というのは今後も引き続き検討し

ながら、一番いい方式を。ほかの県がいろんな

形でやってますから、そこ辺も念頭に入れて、

今後も検討をしていくということをぜひ要請し

たいなと思います。以上です。

○太田委員 23ページに景観条例等が載せられ

てますが、波線部分が、各市町村でこういう条

例をつくっていただきたいというようなモデル

だろうと思うんですけれども、波線部分が入っ

たことについてはよかったと思います。

それで、23ページの、まず届け出の関係でい

うと、太陽光パネルの面積が何平米超えるもの

というふうにありますが、これは、例えば家庭

用、事業用、いずれにしても何らかの平米数を

超えたら届け出をするということですか。家庭

用とか事業用とかそういう区別はなく、全部と

いうことでいいですか。

○瀬戸長都市計画課長 太陽光パネルの設置面

積につきましては、各市町村が景観行政団体に

なったということで、景観審議会をつくる中で、

市町村のほうで決めていただくということで考

えております。

○太田委員 家庭用も対象になるが、事業用も

もちろん対象になる可能性はあるという、それ

は、もちろん市町村が判断するわけでしょうけ

れども、この例示したものは、要するに太陽光

パネルであったら、何らかの平米数を超えた場

合は、届け出をしなきゃいけませんよというふ

うになっているのかということだったんですけ

れども、もう一回。

○瀬戸長都市計画課長 委員が言われるように、

特に家庭用に限ってるとか、事業用に限ってる

とか、そういう意図はございません。

○太田委員 もう一ついいでしょうか。今度は

色彩のほうですけれども、色彩で制限が出てく

ることがありますよということで、私も列車に

乗って行くと、列車の周辺に何かばーっとでき

てたりして、景観上余りふさわしくないなとか

思ったりすることがあったんです。それで、こ

れは色彩ですよね。できるだけ模様が目立たな

いものという、これは一つの例示ですけれども、

大体、太陽光パネルというのは黒っぽいものが

多いですよね。ピンクっぽいとかいうものはな

いですもんね。暗い色でされてあるから、主観

として見たときに、これは景観にそぐわないね

というふうに色彩だけでは、何かみんな黒っぽ

いんだけれどもなとか。その周辺がアルミフェ

ンスなんかで取り囲んであって、それが自然の

景観と合わんなと思ったりするような気がした

もんだから、色彩だけで、市民、県民の方にい

い意味での規制をかけるというのはちょっと難

しいのかなと思ったんですけれども、その辺は

どうですか。

○瀬戸長都市計画課長 委員が言われるように、

個別の色彩だけで制限するというのは難しいと

思います。そういうことも考えておりまして、

ここの記述にもちょっとありますけれども、要

は周辺の景観と調和することが一番大事ではな

いかと考えております。パネルの色も、今、私

どもが把握している中では、ここに黒色ですと

か濃紺色とか書いておりますけれども、ほかに

青色もありまして、海外のメーカーになります

と何色でもできるというような話も聞いておる

もんですから、一応こういう記述で、市町村の

ほうにお願いしたいということで、今、考えて

るところです。

○太田委員 私は、やっぱりこういうのは一歩

前進だと思うんです。主観的なものですけれど
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も、山肌の木を伐採してそこに何かつくられる

というのも、見た感じ、うーん、何かああいう

のはもったいないかなとか。場所も本当に難し

いだろうと思いますけれども、今後、市町村で、

できるだけ景観にあうようにという議論になる

ということは、いいと思いますけれども、ちょっ

と難しいところもあるだろうなと思って言わせ

てもらいました。

○中野委員 20ページ、指名の波及効果、指名

された企業の割合が３回以上、２回以上、１回

以上で、指名されなかった企業の割合が、応札

実績がある企業が20.2、応札実績が全然なかっ

た人が指名されなかったという、こういうデー

タでしょうね。指名するときは、機械か何かで、

業者に指名を出すわけ。

○福嶋管理課長 14の客観的な指標を用いて、

指名業者を合計した点数の高いほうから10選ん

でおるということで、自動的にその業者が確定

するということでございますけれども、一応そ

ういうシステムになっておるところでございま

す。

○中野委員 それじゃあ、もう全然指名に入ら

んかった人たちは、大体、点数が悪いから、しょ

うがないですねという話やね。

○福嶋管理課長 そういう形で、自動的にやっ

てるもんですから、逆に言いますと、きょう御

説明差し上げたところを補足いたしますと、実

際に市町村の工事をやってるような、指名して

も取る状況に、要するに応札する状況にないよ

うな企業まで指名しているという実態になって

おります。

○中野委員 町の場合、そんなに点数制じゃな

くて、昔ながらので結構やっとるんです。今後、

ここら辺というのは、技術者の点数は、私は本

当にこれはいろいろ問題があると思ってるとよ。

そこ辺も含めて、これを出して何を検証するか、

この分はこれでいいですねという話なのか、も

うちょっと工夫しましょうかという話なのか、

検討してみてください。

それと、いいですかもう一つ。

今いろいろ聞くと、91とか92ぐらいのぎりぎ

りでみんな落としとるわけです。それはそれで

いいんだけれども、その金額じゃ、みんなもう

利益が出んで、新卒者なんかを雇用する意欲は

ないわなという話で。私が言いたいのは、皆さ

んが予定価格を出してるでしょう。どういうふ

うに出すか、俺も100％理解してるわけではない

が。予定価格の中で、効率的に完成した場合、

大体どれぐらい利益が残るかぐらいは今後検証

する必要があるんじゃないかなと思ったけれど

も、それは、要望でいいです。

ただ、やみくもに100のところを90で出すとい

うのがどうも解せんとやけれども、一番いいと

こが、もう雇用もふえんとか。日雇いはふえる

かもわからんけれども、そこ辺の統計も含めて、

またそこ辺検証しとってください。要望でいい

です。

○外山委員 今の件で、私も前からおかしいな

と思うのは、工事を発注するときに設計価格を

はじきますよね。これには当然、そこで入って

くる業者の方の利益も確保しながら、この価格

がいいということで、発注者はそこで価格設定

するわけでしょう。その最低を、90やったら90

引く、安ければいいというもんじゃないわけで

すね。だから、私は理想的なのは、設計価格に

近い金額で応札した人が一番いいような気がす

るんです。（笑声）せっかく適正な利潤を見込ん

だ設計価格を出して、それから値段競走させる

というのは、どうも解せないんです。どうなん

ですか。
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○福嶋管理課長 まず、建設産業の担い手を育

成していく、建設産業そのものの体質をいいも

のにしていくという意味におきまして、やはり

２つあると思います。１つは、中長期的に事業

が見通せるかどうかというのが大きなポイント

であります。それと、もう一つは、お二人の委

員から今ありましたように、事業者が適正な利

潤を確保できるか、やはりこの２つは大事なポ

イントだろうと思ってます。

１つ目の中長期的に事業をどう見通すか、な

かなか財政状況が厳しい中で、難しい要素もあ

るんですけれども、一生懸命、本県の場合も、

知事を先頭に、部長も数限りなくお願いに行っ

てるところです。

２つ目のところにつきましては、ちょうど委

員がおっしゃったような趣旨で、品確法が昨年

の６月改正になりまして、それを受けた運用指

針等が出てます。これは、県だけではなくて市

町村も含めて、いろいろ発注者として取り組む

べきということで、これが今後具体化して作業

が進められると思いますので、そのあたりの趣

旨を十分理解した上で、私どもとしても取り組

んでいく必要があるだろうと考えています。

○渡辺副委員長 入札改革の関係なんですが、

まず１点目は、冊子の文書の10ページ目にある、

さっき課長からもお話があった、今、実態とし

て指名された業者が受けられるか受けられない

のかという状況を告知するシステムみたいなや

つは、ここでは構築を検討するとなってますけ

れども、今回、指名の解禁を行うに当たって、

その制度運用を始めるのと同時にこのシステム

を導入するのか、それとも、解禁が先になって、

そのうちこれも始めますというようなこと、そ

こはいかがでしょうか。

○福嶋管理課長 新しく検討しようとしてるシ

ステムについてのお尋ねでございますけれども、

できるだけ早く運用したいとは考えてございま

すが、これにつきましては、新年度の予算で、

設計プログラム開発あるいは動作の検証とかい

うのを行った上での運用となるので、ちょっと

時間はかかるかなという感じはいたしておりま

す。できるだけ早く運用したいと考えておりま

す。

○渡辺副委員長 いわゆる指名をやめたときに、

私は県議会にいなかったので、先輩方と比べて

理解度が足りていないかもしれませんけれども、

今回の検証とかの報告を読んでても、疑問とい

うか、欠落があるんじゃないかなと思うのが、

官製談合の事件があって、時代の要請も含めて、

宮崎県は指名競争をやめたわけですね。今回、

その前提で考えたときに、県としては指名の廃

止自体が、地元業者だとか、地方の業者の育成

にそもそも支障を来す行為であって、その結果、

災害対応力の維持強化に影響がでたんだと。だ

から、改めてかつてあった指名を戻す必要性が

あるという判断なのか。もちろん、事件があっ

たり、いろんなときの世論の要請があったのは

わかるんですが、かつて一度制度としてあった

指名競争入札を廃止して、試行を始めて、今回、

改めていろんな工夫も加えながら復活させると

いう前提に立ったときに、指名競争を一旦やめ

たという県としての判断について、県当局がど

う分析してるのかというのが、なかなか知事の

御答弁でも……。災害対応力って、東日本大震

災もあったりして、そういうのがより求められ

る時代になったという状況の変化の説明はある

んですが、この数年間のそこの部分について、

県当局がどう考えているのかというのが、この

間の本会議での知事答弁の中からも、少なくと

も私はちょっと理解ができなかったんですけれ
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ども、その辺はどう整理をされてると理解をす

べきでしょうか。

○福嶋管理課長 以前から、これは一般論では

ございますけれども、指名競争入札、一般競争

入札、それぞれメリット、デメリットがあると

いうふうに言われています。残念なことに、あ

あいう事件が起きてしまったというのは、やっ

ぱり悪い部分が出たんだろうということで、入

札制度全体を見直した中で、当時の判断があっ

たという状況にあります。

タイミングも、また非常に悪いタイミングで、

公共事業がかなり減って、底をどんどん目指し、

さらにまた減っていったという中で、建設業者

が非常に疲弊してしまったという状況の中で、

その後もいろんな入札制度改革をやりながら、

少しずつ改善を加えていって、現在の姿がある

という状況でございます。この中で、やはり災

害対応の重要性というのを強く意識せざるを得

ないような事情がいろんなところで起こった、

本県にも起こった、全国で大きなこともあった

という中で試行に取り組んだということで、こ

れは、一連の流れの中で、今回、試行をやって

特に大きな問題点が認められないので、制度化

を考えているという状況でございます。以上で

す。

○渡辺副委員長 はい、わかりました。

○岩下委員長 その他の報告事項についてはご

ざいませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、その他で何かありま

せんか。

○中野委員 さっき、木が倒れたというのの損

害賠償の話が出ましたね。それで今回は景観条

例。県道にも、のり面に自然に生えたセンダン

の木とか、これはどんどん太くなるわけです。

すると、こっちは田んぼでしょう。田んぼの人

は、木の葉っぱが落ちたり陰になったりとか、

もうそんな話が大分来て、その都度切ってもら

いよるけれども、もうあんなのり面に生えてる

木は、小さいうちやったら、こんなしてなたで

も切れるぐらいになってくるのを、それは、こ

う道路の上までもう来とって、それこそ台風が

来たら一発で落ちて損害賠償となるようなもの。

これは、景観でも何でもないんだから、のり面

のそういう雑木とか、そこ辺は草を刈るときに、

ただ草刈りじゃなくてそこ辺も含めて発注して

もらうのがいいと思うんですけれども、本当に

要望、陳情が結構多いとよ。（笑声）

○馴松道路保全課長 委員が言われるように、

そういった箇所は県内に多々発生してきてるの

かなと思ってるところです。道路パトロール、

巡視とかも毎日やっておりますので、そういっ

たことができるだけなくなるように、しっかり

パトロールをやっていきたいと思っております。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

○森山建築住宅課長 大変申しわけございませ

ん。先ほど、議案の補正予算の金額で読み違い

をいたしておりましたので、訂正をお願いした

いと思います。大変申しわけございません。

厚目の平成26年度２月補正の歳出予算説明資

料の建築住宅課のインデックスの375ページでご

ざいます。大変申しわけございません。375ペー

ジの一番下の公共優良賃貸住宅供給促進費で、

私、先ほど3,755万9,000円と申したようであり

まして、実際はここに記載してありますとお

り、3,735万9,000円でございます。

大変失礼いたしました。訂正をよろしくお願

いいたします。

○岩下委員長 よろしいでしょうか。

以上をもって県土整備部を終了いたします。
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執行部の皆様お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時41分休憩

午後３時43分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

それでは、あす午前10時の再開としまして、

本日の委員会日程は終了いたします。

午後３時43分散会



- 58 -

平成27年３月５日（木曜日）

午前９時59分再開

出席委員（８人）

委 員 長 岩 下 斌 彦

副 委 員 長 渡 辺 創

委 員 外 山 三 博

委 員 中 野 明

委 員 宮 原 義 久

委 員 後 藤 哲 朗

委 員 太 田 清 海

委 員 新 見 昌 安

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

労働委員会事務局

事 務 局 長 安 井 伸 二

調 整 審 査 課 長 川 越 道 郎

商工観光労働部

商工観光労働部長 茂 雄 二

商工観光労働部次長 梅 原 裕 二

企業立地推進局長 川 野 美奈子

観光物産･東アジア戦略局長 金 子 洋 士

部参事兼商工政策課長 田 中 保 通

金 融 対 策 室 長 川 畑 充 代

産 業 振 興 課 長 佐 野 詔 藏

産業集積推進室長 冨 山 幸 子

労 働 政 策 課 長 久 松 弘 幸

地域雇用対策室長 福 嶋 清 美

企 業 立 地 課 長 津 曲 睦 己

観 光 推 進 課 長 孫 田 英 美

記紀編さん記念事業推進室長 松 浦 直 康

オールみやざき営業課長 日 下 雄 介

工業技術センター所長 古 賀 孝 士

食品開発センター所長 森 下 敏 朗

県立産業技術専門校長 田 村 吉 彦

県土整備部

県 土 整 備 部 長 大田原 宣 治

県土整備部次長
鈴 木 一 郎

（ 総 括 ）

県土整備部次長
坂 元 政 嗣

(道路･河川･港湾担当)

県土整備部次長
東 憲之介

(都市計画･建築担当)

高速道対策局長 直 原 史 明

部参事兼管理課長 福 嶋 幸 徳

用 地 対 策 課 長 林 睦 朗

部参事兼技術企画課長 髙 橋 利 典

工 事 検 査 課 長 永 野 広

道 路 建 設 課 長 大 坪 憲 男

道 路 保 全 課 長 馴 松 義 昭

河 川 課 長 大 谷 睦 彦

ダ ム 対 策 監 秋 山 克 則

砂 防 課 長 土 屋 喜 弘

港 湾 課 長 蓑 方 公

空 港 ・ ポ ー ト
川 野 福 一

セールス対策監

都 市 計 画 課 長 瀬戸長 秀 美

建 築 住 宅 課 長 森 山 福 一

営 繕 課 長 上別府 智

施設保全対策監 山 下 幸 秀

高速道対策局次長 原 拓 実

事務局職員出席者

政策調査課副主幹 沖米田 哲 哉

議 事 課 主 査 長 谷 恵美子

平成27年３月５日(木)



- 59 -

平成27年３月５日(木)

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

それでは、審査に入ります。当委員会へ付託

されました議案についての説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○安井労働委員会事務局長 おはようございま

す。それでは、労働委員会事務局の平成27年度

当初予算案について御説明をいたします。

お手元のこの歳出予算説明資料で御説明いた

します。

495ページ、労働委員会のインデックスがござ

います。そこをお開きください。

それでは、一番上の欄にありますように、労

働委員会の平成27年度一般会計当初予算額は、

１億647万円となっております。26年度当初予算

に比べまして805万4,000円の減、率にしまして

７％の減となっております。

それでは、主な内容について御説明をいたし

ます。

499ページをお開きください。

委員会費は、２つの事項に分かれております

が、まず、上から５行目の（事項）職員費でご

ざいます。7,375万7,000円をお願いしておりま

す。これは、職員の人件費でございます。

次に、（事項）委員会運営費ですが、3,271

万3,000円となっております。

その内訳ですが、まず、委員報酬費として2,656

万8,000円、次に、労働争議の調整や不当労働行

為の審査に要します旅費などの経費として123

万5,000円、最後にその他の労働委員会運営費

が491万円となっておりますが、これは、定例総

会の開催の経費ですとか、各種会議の参加など

に要する経費でございます。

説明は、以上でございます。よろしくお願い

いたします。

○岩下委員長 執行部の説明が終了しました。

まず、議案について質疑はありませんか。

○太田委員 委員の報酬費が、それぞれ委員の

立場で差があるようですけれども、それは、何

かを考慮せざるを得なかったというのがあるん

ですか。きのうの、労働者側とか使用者側とか

中立委員とか、その辺の報酬差があってという

ことでしょうか。

○川越調整審査課長 昨日もちょっと御説明申

し上げたところでございますけれども、月額に

つきましては、会長とそれから会長以外の公益

委員と、それから労使委員と３段階に分けてお

ります。

一方、日額のほうは、委員長だけが額が違っ

ておりまして、その他の公益委員と、それから

労使委員は同額になっております。これは、従

来からそういうことになっております。まず、

会長につきましては、いろいろ決定をしていた

だいたり、要するに労働委員会そのものの運営

について、いろいろ御判断をいただくという立

場にございますので、額が違えてあるというこ

とでございます。それから、会長を含む公益委

員につきましては、不当労働行為の審査事件な

どについては、公益委員が不当労働行為がある

かないかの判断をしたりという特別の役割がご

ざいますので、労働者委員それから使用者委員

と比べますと、業務的にも役割的にも少し多い

ということがございますので、そのあたりが考

慮されておるのだと理解をいたしております。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、その他で何かありま

せんか。

○中野委員 実際の労働争議は、今抱えてる案

件で何件ぐらいあるんやろう。
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○川越調整審査課長 現在、継続中の事案は、

ございません。ちょうど今、途切れてるところ

でございます。今年度の状況について申し上げ

ますと、まず、集団的な紛争、要するに労働組

合と使用者との間の紛争、これが、ことしはあっ

せん申請が２件出てまいりましたが、１件は和

解により終了いたしまして、もう１件は、一応

使用者側が形上はあっせんに応じなかったとい

うことで、打ち切りという形になっております。

それから一方、個別的な労使紛争、要するに

労働者個人と使用者との間の紛争ですけれども、

こちらのほうは、今年度、３件あっせん申請が

出てまいりましたが、そのうちの１件は、使用

者があっせんに応じなかったために打ち切りに

なりまして、それ以外の２件につきましては、

いろいろ事情がございまして、申請をしてこら

れた労働者の方が途中で取り下げをされ、終了

いたしております。

○太田委員 労働法制自体が少し変わってくる

ような議論がされてますよね。解雇も、お金を

出せば解雇できるとかいう動きとか、あの辺が

取り扱いがまた難しくなってくるかなとかいう

感じがするんですが、労働法制のそういう将来

の変更が何か影響するか、どうでしょうか。そ

れは、わからんですかね。

○川越調整審査課長 なかなか難しいお尋ねで

ございまして、ちょっと的確なお答えができる

かどうか自信がございませんが、確かに今、委

員もおっしゃいましたように、労働法制も変化

がいろいろ出てきております。今も労働基準法

の改正の動きとか、これは厚労省の労働政策審

議会でも、もう法律の改正案の要綱が認められ

たということで、改正法案が国会に提出される

ということになると思います。そういった中で、

年収大体1,000万以上の高度専門的な業務を担う

労働者の方については、労働時間に関する労働

基準法の規制を外すというようなことも盛り込

まれるようですし、それから、例えば短時間労

働者、パートタイム労働者の扱いについても、

１年前の国会で改正法が成立いたしまして、常

用労働者との扱いの差を縮めるような形での改

正がされたりしました。

全般的に申しますと、従来からいろいろ問題

点として挙げられてきておったような事項が、

少しずつ改善されてきているのかなと思います

けれども、ただ、そういう流れの中で、それで

は労使間のトラブルが今後減っていくのかとい

うところにつきましては、何とも言えないとい

うところが正直な感想でございます。

○太田委員 ごめんなさい、国にまつわるちょっ

と妙な質問をしてしまいましたけれども、そう

いう労働法制あたりは変わっていくと、悩まし

い問題もまた出てくるかなと思って、そういう

認識をされておられるから、それで了とします。

そういう認識がないと大変だろうなと思って、

わかりました。

○岩下委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、以上をもって労働委

員会事務局を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時９分休憩

午前10時11分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等についての

説明を求めます。

部長の概要説明後、３課ごとに班分けをして、

議案の審査を行い、最後に総括質疑の時間を設
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けることとします。

歳出予算の説明については、重点・新規事業

を中心に簡潔に行い、あわせて決算における指

摘要望事項に係る対応状況についても説明をお

願いします。

それでは、初めに商工政策課、産業振興課、

労働政策課の議案の審査を行いますので、順次

説明を求めます。

なお、委員の質疑は、３課の説明が全て終了

した後にお願いします。

○茂商工観光労働部長 おはようございます。

商工観光労働部でございます。

本日は、お配りしております資料の目次のと

おり、平成27年２月定例県議会提出議案（平成27

年度当初分）及びその他報告事項について御説

明いたします。

１ページをお開きください。

まず、今回提出しております商工観光労働部

関係議案の概要であります。

議案第１号「平成27年度宮崎県一般会計予算」

でありますが、表の一番左の欄のとおり、平成27

年度の当初予算は骨格予算でありまして、516

億7,111万9,000円となっております。

また、債務負担行為の追加につきましては、

その下の表にありますとおり、平成27年度設備

貸与機関損失補償など３件となっております。

次に、その下の議案第８号から２ページの議

案第10号までを特別会計として、ごらんのとお

り計上しております。

次に、議案第24号「使用料及び手数料徴収条

例の一部を改正する条例」につきましては、所

管施設における機械器具の新規導入に伴い、新

たな使用料及び手数料を設定するための所要の

改正であります。

次に、議案第35号「宮崎県小規模企業者等設

備導入資金特別会計条例」につきましては、法

律の廃止に伴いまして、新たに行う貸付事業等

の経理の適正化等を図るための特別会計を設置

するための条例を制定するものであります。

また、議案第38号「神話のふるさと宮崎観光

おもてなし推進条例」につきましては、本県観

光の振興に総合的かつ計画的に取り組むための

条例を制定するものであります。

次に、資料の３ページをごらんください。

平成27年度の商工観光労働部当初予算案の概

要であります。

資料の一番上に記載しておりますとおり、一

般会計及び特別会計を合わせました部全体の予

算額は、522億7,582万9,000円でありまして、対

前年度比では116.6％となっております。

前年度からの増の主な要因といたしましては、

宮崎県口蹄疫復興中小企業応援ファンドの原資

といたしまして、独立行政法人中小企業基盤整

備機構から借り入れました200億円を償還するた

めの増額などによるものであります。

私からの説明は以上でありますが、議案の詳

細につきましては、この後、担当課長からそれ

ぞれ御説明いたしますので、どうぞよろしくお

願いいたします。

○田中商工政策課長 それでは、商工政策課の

平成27年度当初予算について御説明いたします。

お手元の平成27年度歳出予算説明資料、この

分厚い冊子ですけれども、商工政策課のインデッ

クスのところ、229ページをお開きください。

商工政策課の平成27年度当初予算額は470

億7,861万1,000円で、うち一般会計が467億9,968

万9,000円、特別会計が２億7,892万2,000円と

なっております。

まず、一般会計から主な内容について御説明

をいたします。
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232ページをお開きください。

初めに、中ほどの（事項）地場企業振興対策

事業費679万6,000円であります。これは、若手

経営者の育成を図る経営者養成塾の開催や、宮

崎中小企業大賞として、地域経済の活性化に特

に寄与している企業を表彰するものであります。

次に（事項）中小企業金融対策費249億6,903

万2,000円であります。

説明欄１の改善事業「中小企業融資制度貸付

金」につきましては、後ほど委員会資料で御説

明いたします。

２の中小企業金融円滑化補助金は、中小企業

者への融資の際の保証料負担を軽減するために、

信用保証協会に対して保証料の一部を補助する

ものであり、また、３の信用保証協会損失補償

金は、県融資制度について代位弁済が生じた場

合に、信用保険等で補塡されない信用保証協会

の損失分の一定割合を補塡するものであります。

次の（事項）貸金業対策費805万6,000円は、

貸金業者への立入検査や利用者からの相談に要

する経費であります。

233ページをごらんください。

（事項）小規模企業者等設備導入事業推進

費3,864万3,000円であります。これは、県が直

接中小企業組合等に融資を行う高度化資金や、

宮崎県産業振興機構が実施する設備資金の貸し

付け等の事業に要する経費であります。

説明欄５の新規事業「債権管理強化特別対策

事業」につきましては、後ほど御説明いたしま

す。

次に、（事項）組織化指導費１億7,595万8,000

円であります。これは、中小企業の組織化支援

を行う中小企業団体中央会等の人件費や事業に

対する助成のほか、平成５年度の大規模な台風

災害により多額の損失額を計上しました宮崎県

火災共済協同組合の経営を支援するために貸し

付けを行っているものであります。

次の（事項）小規模事業対策費12億5,568

万6,000円は、小規模事業者の経営支援等を行う

商工会、商工会議所の人件費や事業に対する助

成等であります。

一番下の（事項）中小商業活性化事業費1,168

万1,000円ですが、１枚めくっていただきまして、

これは、魅力ある商店や商店街づくりを推進す

るための経費であります。

235ページをごらんください。

（事項）口蹄疫復興中小企業応援ファンド事

業につきましては、借入金の償還ですが、後ほ

ど御説明いたします。

以上が、一般会計であります。

次に、236ページをお開きください。

小規模企業者等設備導入資金特別会計であり

ます。

なお、特別会計は、別途配付の平成27年２月

定例県議会提出議案の議案第８号にありますが、

引き続きこの資料で説明させていただきます。

まず（事項）小規模企業者等設備導入事業助

成費１億5,836万9,000円であります。

１の（１）高度化資金貸付金は、中小企業等

が共同して行う事業に対して、長期低利の融資

を行うものであります。

（２）の新規事業「みやざき小規模企業者等

設備導入資金貸付金」につきましては、後ほど

御説明いたします。

２の一般会計への繰出金は、高度化資金の貸

付先からの償還金のうち、貸付金原資の県負担

相当分を一般会計に繰り出すものであります。

次に、公債費の（事項）元金１億2,055万3,000

円につきましては、同じく高度化資金の貸付先

からの償還金のうち、中小企業基盤整備機構負
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担相当分を償還するものであります。

続きまして、主な新規・重点事業につきまし

て常任委員会資料で御説明をいたします。

委員会資料の５ページをお開きください。

改善事業、中小企業融資制度貸付金でありま

す。

この事業は、１にありますとおり、厳しい経

営環境にある企業や新事業に積極的に取り組む

企業に対し、長期で低利の事業資金を供給し、

中小企業の活性化と経営の安定を図ることを目

的としております。

２の事業の概要ですが、予算額は246億7,955

万8,000円で、うち30億円は緊急用資金でありま

す。県の貸し付けに対し、金融機関が協調融資

を行いますので、総融資枠は約３倍の660億円と

なります。

なお、27年度当初予算では、骨格予算として

過年度分など義務性の高い部分のみを計上して

いるため、事業費及び融資枠とも、今年度当初

予算と比べて小さくなっております。

27年度の主な改正内容ですが、（３）の①にあ

りますように、人口減少問題に直面する地域を

応援するため、創業・新分野進出支援貸付につ

きまして、条件が不利な地域である地域振興５

法の指定地域において開業する場合に、信用保

証協会の保証料率を優遇する特別枠を設けると

ともに、②のとおり、意欲ある若者が開業しや

すい環境を整備するため、30歳未満の起業者に

ついて、保証料率を優遇することといたします。

また、６ページの③にありますように、中小

企業が事業を継続しやすい環境を整備するため、

事業承継・経営再建等支援貸付を創設するとと

もに、④のとおり、みやざき成長産業育成貸付

を拡充し、海外への販路拡大等に取り組む中小

企業を対象に、金利や保証料率を優遇いたしま

す。

７ページをお開きください。

新規事業、債権管理強化特別対策事業であり

ます。

この事業は、産業振興機構を通じて行ってき

ました設備貸与事業等が終了することから、こ

れまで県が損失補償を行った債権につきまして、

債権管理回収業者に回収見込み額の調査を委託

することにより、早期回収等を図るものであり

ます。

予算額は、２にありますとおり545万4,000円

で、機構の調査委託経費を補助するものであり

ます。

８ページをごらんください。

新規事業、みやざき小規模企業者等設備導入

資金貸付金であります。

この事業は、国による制度が廃止されたこと

から、新たに県の制度として設けるもので、１

にありますように、小規模企業者等の設備導入

を促進することにより、経営基盤の強化を図る

ものであります。

予算額は、２にありますとおり１億円で、小

規模企業者等が経営基盤の強化を目的として設

備を導入する場合に、県産業振興機構が設備導

入費用の２分の１以内を無利子で貸し付けると

ともに、機構内に設置された相談窓口であるよ

ろず支援拠点が随時助言を行うものであります。

さらに、フードビジネス、東九州メディカル

バレー構想、自動車関連で特定の条件を満たす

場合には、貸付限度額を増額することといたし

ております。

次に、18ページをお開きください。

宮崎県口蹄疫復興中小企業応援ファンド事業

であります。

このファンドは、口蹄疫により深刻な影響を
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受けた本県中小企業の復興のために、図にあり

ますとおり、平成22年に、中小企業基盤整備機

構や金融機関等からの借入金により設置し、各

種支援事業を行いましたが、今回、ファンド期

間の終了に伴い、中小企業基盤整備機構へ200億

円を償還するものであります。

このファンドによりまして、市町村等が実施

するプレミアム商品券の発行や、地域活性化イ

ベント、緊急誘客対策に対して支援を行ったと

ころでありまして、疲弊した県内経済の活性化

に一定の効果があったものと考えております。

説明は、以上であります。

○佐野産業振興課長 産業振興課の当初予算等

につきまして、御説明いたします。

お手元の平成27年度歳出予算説明資料、分厚

いほうでございますが、産業振興課のインデッ

クス237ページをお開きいただきたいと思いま

す。

27年度の当初予算額は、14億8,386万3,000円

となっております。

それでは、事業の主なものにつきまして御説

明いたします。

239ページをお開きください。

一番下の（事項）新事業・新分野進出支援事

業費４億6,887万3,000円であります。これは、

新事業等に取り組む中小企業の支援に要する経

費であります。

次の240ページをお開きください。

説明欄１の「公益財団法人宮崎県産業振興機

構創業支援等事業」5,882万1,000円は、同法人

の運営管理に要する経費であります。

３の「創業・新事業挑戦支援ファンド事業」

及び４の「創業・新事業挑戦支援ファンド事業

損失補償」は、後ほど御説明いたします。

５の研修及び指導基金に係る国庫返納１

億7,069万5,000円は、国の制度により産業振興

機構に設置されております当該基金の廃止に伴

い、国に補助金を返納するものであります。

次に、241ページの２つ目の（事項）産業集積

対策費7,417万5,000円であります。これは、産

業集積を図るための経費でありますが、説明欄

８、９の２つの改善事業につきまして、後ほど

説明させていただきます。

次に、ページの一番下、（事項）工業技術セン

ター総務管理費１億7,763万1,000円であります。

これは、同センターの庁舎管理や設備機器の整

備等に要する経費であります。

続きまして、主な新規・重点事業等につきま

して、御説明いたします。

常任委員会資料の９ページをお開きいただき

たいと思います。

まず、改善事業「自動車関連産業取引拡大・

ネットワーク拡充支援事業」であります。

この事業は、北部九州における取引の拡大な

どを目的として、商談会の開催や県自動車産業

振興会への支援を行い、本県自動車関連産業の

振興を図るものであります。

予算額は557万円で、事業内容は２の（３）に

ありますとおり、商談会や展示会への出展支援、

また、県内企業等で組織される自動車振興会の

活動を支援するもので、具体的には、専門家等

によるセミナー、講演会の開催のほか、新たな

取り組みとしましては、自動車メーカー社員の

方などに、県内企業に対して直接指導・助言を

いただくこととしております。

次に、10ページをごらんください。

改善事業「東九州メディカルバレー推進加速

化事業」であります。

この事業は、国の特区認定を受けまして、大

分県と連携して推進しております東九州メディ
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カルバレー構想に基づき、研究開発や販路開拓

の支援、海外展開に関する取り組みを加速させ

るものであります。

予算額は1,327万5,000円で、事業内容はイの

（３）にありますとおり、コーディネーターに

よる新規参入、企業間連携、産学官ネットワー

ク形成支援や、展示会出展や商談会用の試作品

の製作支援を行いますとともに、これまで進め

てまいりましたタイとの交流事業を発展させ、

現地での技術研修やニーズの把握、また、中小

企業へ商談等の機会を提供するものであります。

次に、19ページをごらんください。

創業・新事業挑戦支援ファンドの清算等につ

いてであります。

１のファンド設立の背景とスキームでござい

ますが、当時、長引く景気の低迷により、投資

環境等が依然として厳しい中で、創業や新事業

等に挑戦する県内中小企業を支援するために、

宮崎県産業振興機構を通じて、県内民間銀行が

組成する２つの投資事業有限組合、いわゆるファ

ンドに対しまして原資の一部を負担することに

より、県内中小企業の資本強化等を図ったもの

でございます。

中ほどの図にございますように、県からの無

利子貸付金１億円を原資として、産業振興機構

を通じてそれぞれのファンドに支援しておりま

すが、本年10月に設置期間が終了し、清算とな

ります。

清算後は、出資割合に応じ各出資者に分配さ

れることになりますが、産業振興機構に損失が

生じた場合には、設置当初に締結した県との損

失補償契約に基づき、損失額に応じて補償を行

うこととなっておりまして、今回、27年度予算

に計上させていただくものであります。

右側のページの２の主な効果でありますが、

表の11社に対し２つのファンド合計で３億2,600

万円余の投資が行われており、それぞれが新事

業の展開や販路開拓などに取り組まれた結果、

営業収益が約９億円増加したほか、直近の従業

員も約400人となるなど、一定の成果を上げるこ

とができたものと考えております。

投資先企業からは、非常に助かったとの声を

いただいておりまして、例えば、ミツワハガネ

さんからは、投資により本格的に航空機分野へ

参入され、現在では、新たに国産旅客機ＭＲＪ

の部品供給に向けた取り組みを進め、会社の事

業の柱となっているとの話を伺っております。

なお、ティナプリさんにつきましては、御承

知の委員もいらっしゃるかと存じますが、特別

清算の手続を行っておりまして、この分につい

ては償還が望めない状況となっております。

続きまして、３の清算の基本的な考え方でご

ざいますが、ファンドの終期であります本年10

月までに清算を終え、決算が終了した後、出資

比率に応じて分配されます。

また、株式投資の清算に当たりましては、投

資先企業の支援を継続して行うことができる県

内企業などを中心に交渉を行うなど、各ファン

ドには各企業の育成に資するよう御配慮いただ

くこととしております。

なお、ファンドの清算後、産業振興機構に損

失が生じた場合には、損失補償契約に基づきま

して、県が損失補償を行うことになります。

４の平成27年度当初予算計上額がそのための

ものでございまして、その額5,994万4,000円は、

損失が出る場合の最大額の試算値として計上し

ております。

内訳といたしましては、投資分の県負担とし

て、現時点で回収済みの投資以外が全て回収で

きないと仮定した場合の3,661万1,000円と、管
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理経費の県負担分としての２つのファンド、10

年間分の監査費用や鑑定経費、管理費など、2,333

万3,000円となります。

具体的に下の表にお示ししておりますが、投

資分につきましては、小計の欄をごらんいただ

きたいと思いますが、２つのファンドを合わせ

て３億2,645万円を投資しております。

このうち県の支援額は、その６分の１に当た

る5,440万9,000円、これから、現時点で回収が

終わっておりますのが1,779万8,000円ですので、

差し引きの3,661万1,000円が全く回収できない

と仮定して見込んだ、現段階での最大の損失補

償の額ということになります。

なお、各ファンドからの説明では、投資分、

管理経費負担分とも、最終的には予算計上額よ

りも減少する見込みとのことであります。

次に、議案第24号「使用料及び手数料徴収条

例の一部を改正する条例」について御説明いた

します。

議案書では63ページ、当課関係分については70

ページ以降に記載しておりますが、概要につき

まして、委員会資料で説明をさせていただきま

す。

委員会資料の21ページをお開きください。

まず、１の使用料及び手数料の名称につきま

しては、（１）の工業技術センター、食品開発セ

ンター及び機械技術センター使用料並びに（２）

の同じく３つのセンターの手数料でありますが、

今回の改正は、工業技術センターと機械技術セ

ンターに関するものでございます。

次に、２の改正の理由でありますが、機器の

新規導入により、料金を設定する必要が生じた

ことによるものであります。

次に、３の改正の内容でありますが、（１）の

使用料につきましては、表に掲げております７

つの機械器具につきまして、それぞれ１時間当

たりの使用料を右側の欄の金額に設定するもの

であります。

また、（２）の手数料につきましては、蛍光エッ

クス線分析につきまして、１試料につき2,565円

を設定するものであります。

試行期日につきましては、平成27年４月１日

としております。

最後に、決算特別委員会の指摘要望事項に係

る対応状況につきまして、御説明をいたします。

お手元の資料、決算特別委員会指摘要望事項

に係る対応状況の資料の６ページをお開きいた

だきたいと思います。

①の上段にありますとおり、「売れる商品をつ

くる！食品産業試作品ブラッシュアップ事業」

について、個別的指摘要望事項がございました。

このことにつきましては、その下の段にあり

ますように、今年度も消費者ニーズの把握や、

各企業へのフィードバックなどに引き続き取り

組んでおりますが、その有用性に鑑み、来年度

も予算を計上し、引き続き県内企業の競争力の

向上を図ることといたしております。

産業振興課からの説明は以上であります。よ

ろしく御審議お願いします。

○久松労働政策課長 それでは、労働政策課の

当初予算について御説明いたします。

資料は、27年度歳出予算説明資料、これの労

働政策課のインデックスのところ、245ページを

お開きください。

当課の当初予算は、19億4,512万7,000円であ

ります。

主な事業について御説明いたします。

次の247ページをお開きください。

一番下の（事項）若年者就労支援推進費5,703

万1,000円につきましては、適切なマッチングの
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推進や企業に対する社員の離職防止の支援など、

若年者等に対する就職支援を行う経費でありま

す。

次に、248ページをお開きください。

一番上の（事項）地域雇用対策強化費3,448

万3,000円であります。

説明欄１の改善事業「宮崎で働こう！県内就

職支援事業」につきましては、後ほど常任委員

会資料で御説明をいたします。

次に、中ほどの３番目の（事項）緊急雇用創

出事業臨時特例基金事業費８億1,744万7,000円

につきましては、県と市町村が取り組む雇用・

就業機会の創出に要する経費であります。

説明欄１の「市町村補助事業」は、「地域人づ

くり事業」を行う市町村に対して補助を行うも

のであり、３の地域人づくり事業につきまして

は、県事業の26年度からの継続分でございます。

次に、下の249ページをごらんください。

１番目の（事項）労働福祉事業費1,701万3,000

円につきましては、中小企業労働者の生活の安

定と福祉の向上等を図る経費でありますが、説

明欄１の改善事業「中小企業勤労者支援融資事

業」につきましては、後ほど常任委員会資料で

御説明をいたします。

次に、一番下の（事項）認定職業訓練費5,223

万3,000円であります。

次の250ページをお開きください。

一番上の説明欄にありますように、認定職業

訓練団体に対する運営費等の助成に要する経費

などであります。

次に、一番上の（事項）職業能力開発対策

費3,489万2,000円につきましては、説明欄２に

あります技能検定を行う宮崎県職業能力開発協

会に対する補助などに要する経費であります。

次の（事項）技能向上対策費1,035万7,000円

につきましては、技能尊重機運の醸成や、技能

士の技能水準の向上と社会的地位の向上等を図

るための経費でありますが、説明欄１の改善事

業「ものづくり技能育成事業」については、後

ほど御説明いたします。

最後に、一番下の（事項）県立産業技術専門

校費５億8,731万9,000円であります。これは、

下の説明欄にありますように、県立産業技術専

門校で、技能労働者の養成等を行う経費や、離

職者等の再就職を図るための職業訓練などに要

する経費であります。

次に、改善事業について御説明いたします。

資料をかえていただきまして、常任委員会資

料の11ページをお開きください。

「宮崎で働こう！県内就職支援事業」であり

ます。

この事業は、若年求職者等に対して、雇用情

報やマッチングの場を提供すること等により、

県内企業における産業人材の確保を支援するも

のでありまして、予算額は3,448万3,000円をお

願いしております。

２の（３）の事業内容でありますが、若年求

職者やＵＩＪターン就職希望者に対し、①のふ

るさと宮崎人材バンクを活用した雇用情報の提

供や、②、③のインターンシップ、就職説明会

等による求職者と県内企業とのマッチングの場

を提供することにより、県内企業における人材

の確保を支援してまいります。

⑤の企業開拓員等設置事業では、新たに企業

開拓員９名を配置し、企業ニーズの把握や求職

者との条件調整など、きめ細やかなマッチング

を行うことで、ＵＩＪターンの促進を図ること

としております。

次に、右の12ページをごらんください。

中小企業勤労者支援融資事業であります。
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この事業は、県内の中小企業勤労者に、教育

資金及び生活資金を低利で融資することにより

まして、生活の安定及び福祉の向上を図ること

を目的としておりまして、予算額は1,521万3,000

円をお願いしております。

２の（３）の事業内容でありますが、九州労

働金庫に対し、原資の預託を行い、中小企業勤

労者へ低利で融資することにしており、教育資

金と生活資金とで別々に設定しておりました融

資枠を統合いたしまして、融資枠全体で柔軟に

対応できるよう改善をしたところであります。

次に、13ページをお開きください。

ものづくり技能育成事業でございます。

この事業は、高齢化の進行等により、技能者

の不足が懸念されますことから、質の高い技能

者の確保と技能継承を図るものでありまして、

予算額は716万6,000円をお願いしております。

２の（３）の事業内容でありますが、①の匠

の技ジュニア体験教室は、小中学生の技能への

関心を高めるため、技能体験教室を開催するも

ので、体験できる技能職種をふやすことといた

しております。

②のものづくり担い手育成・促進事業は、高

校や企業への技術指導のため、熟練技能士を派

遣するもので、今回、新たに大学生等を対象に

加えることとしております。

説明につきましては、以上でございます。

○川畑金融対策室長 議案第35号「宮崎県小規

模企業者等設備導入資金特別会計条例」につい

て御説明させていただきます。

委員会資料の22ページをお開きください。

まず、１の制定の理由でございますけれども、

小規模企業者等設備導入資金助成法の廃止に伴

いまして、現在の国の助成による貸付事業が終

了するため、来年度から県単の新規事業として

取り組む、みやざき小規模企業者等設備導入資

金貸付事業等の円滑な運営とその経理の適正を

図るため、特別会計を設置する条例を設定する

ものであります。

次に、２の条例の概要でありますが、同法に

基づいて特別会計により経理してきた小規模企

業者等設備導入資金貸付事業及び高度化資金貸

付事業に加え、今般新たに取り組む貸付事業を

経理するため、条例で特別会計を設置すること

としております。

施行期日は、平成27年４月１日であります。

説明は、以上です。

○岩下委員長 議案に関する執行部の説明が終

了いたしました。委員の皆様から質疑はありま

せんか。

○太田委員 それでは、資料のほうで質問をい

たします。５ページ、中小企業融資制度貸付金

の説明がありました。この中で、条件不利地域

での開業促進、これは改善事業ですから、これ

までの条件不利地域での開業といったら、特に

人口減少地域とかそういうところで開業される

方の場合でしょうが、これまでどんなものがあっ

たのか、実績があれば教えてください。

○川畑金融対策室長 これまでは、一般的に開

業に関する融資の制度は設けておりましたが、

こちらの融資制度の利用実績ということではな

いんですけれども、中山間地での取り組みとし

て把握しているのが、地元の農産品を使ったカ

フェやレストランの開業ということが、実際に

あったというようなことは伺っております。

○太田委員 農産品を使ったカフェとかいうこ

とですが、非常に興味を引かれる事業で、いい

なと思うんですが、ぜひ、そういったものとか、

こういう中で生かしていくといいのかなと思い

ました。わかりました。
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それから、７ページの債権管理強化特別対策

事業、ここで、機構が債権管理回収業者に調査

を委託となっていますが、債権管理回収業者と

いうのは、具体的にはどういう方なんですか。

○川畑金融対策室長 債権管理回収業者という

のは、一般的にサービサーと言われるような、

全国的にノウハウを蓄積しているような事業者

でございまして、債務者を訪問したりして、ど

こまで資力があるのか、また、相続とかを行っ

ている場合、機構のほうでなかなか把握できな

い、そういったことをノウハウに基づいて調査

していただくことにしております。

○太田委員 個別の名称は、余り発表できない

のかとは思いますが、サービサーというような、

余り知られていないような感じがするんですけ

れども、確かに死亡の後の継承の問題とかも、

専門的に対応しないといかんところがあるから

でしょうけれども、サービサーというのは、数

社あるんですか。もし、イメージがわかれば。

○川畑金融対策室長 これは、想定する業者が

現在あるわけではなくて、この事業が実施され

るときに、機構で入札等を行って委託すること

になるんですが、県で20年度、21年度に高度化

資金についてサービサーを利用しておりまして、

そのときは日立キャピタルというところに、入

札の結果、お願いすることになりました。

○太田委員 わかりました。あと２つほどいい

でしょうか。

18ページのファンド事業の200億円の関係です

が、取り組み状況としては３億7,000万程度を活

用して、これは、もうそれなりに効果があった

と思うんですが、全体で250億円のうちの３

億7,000万、その比率でいうともう少し活用され

てもよかったのかなと思いますが、活用すれば

するほど、結果的には県の負担がふえるのかな

という、その辺はどうなんですか。

○田中商工政策課長 このファンドは、総額

は250億円でありますけれども、その運用益を活

用するものでありまして、大体運用益が４億円

程度となります。そのうち３億7,600万円程度を

助成で使ったということでございます。

○太田委員 運用益でしたね、ごめんなさい、

わかりました。

最後に19から20ページのファンドの清算であ

りますが、20ページのほうには、県の負担は全

体の６分の１ということでありますが、参考に

各銀行の負担というのもあろうかと思いますが、

そのあたりはどうですか。

○佐野産業振興課長 県が６分の１、金融機関

で６分の５ということになりますので、約6,000

万の５倍の３億円が、金融機関側の負担という

ことになります。

○太田委員 わかりました。よろしいです。

○宮原委員 232ページですけれども、貸金業対

策費というところで、登録、立入検査等の事務

費と説明があったと思いますが、こういった貸

金業というのは、もう各県単位で登録をしてし

まえば、どこでも貸金業として出ていけるんで

すか。

○川畑金融対策室長 業者自体は、知事の登録

ということで行っておりますので、基本的には

その県内での営業ということになると思います。

○宮原委員 鹿児島とか熊本でやろうと思った

ら、それぞれに知事の許可が要るということな

んですか。

○川畑金融対策室長 済みません、ちょっとお

答えを保留させていただいて、後ほど答えさせ

ていただきます。

○宮原委員 それともう一点、立入検査の場合

は、宮崎県に登録した者に対して立入検査をす
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るのか。結構大きなところがいっぱいあります

よね。そういうところも、県が立ち入って検査

ができるのかというのもあわせて、後でいいで

すから聞かせてください。

それと、次に、今度は250ページの職業能力開

発対策費というところで、宮崎県職業能力開発

協会費補助金ということで、3,325万3,000円支

出がされてますが、これは県からの補助金であ

りますから、この団体自体が年間どのぐらいの

金額で運営をされているのか。

○久松労働政策課長 協会につきましては、技

能検定というのが主たる業務でございます。そ

もそも技能検定は、厚生労働大臣がやるという

ことになってまして、それを都道府県におろし

まして、さらにその実施については協会が行う

という仕組みになっております。その技能検定

を主に行うために、国が２分の１、県が２分の

１という仕組みで補助しております。

全体額については、大まかに言いますと、こ

の倍額が補助対象経費ということになります。

○宮原委員 ここに書いてある国２分の１、県

２分の１、もうこれだけで全体が動いていると

いうことで、別にどこからかお金が入ってきて

いるということではないんですね。

○久松労働政策課長 国２分の１、県２分の１、

それと補助対象としては事業主体の負担があり

まして、それに対してこの額で補助をするとい

うような仕組みになっております。

○宮原委員 ちなみに昨年度の実績で、全体予

算でどのぐらいなるんですか。

○久松労働政策課長 ちょっと時間をいただけ

ますか。

○宮原委員 なら、それはまた後ほど。

次に、こちらの11ページのところです。「宮崎

で働こう！県内就職支援事業」で、企業開拓員

を９人設置ということですが、この企業開拓員

というのは、どういう方々を選定されるんでしょ

うか。

○福嶋地域雇用対策室長 企業開拓員ですけれ

ども、一応、企業を回って、ＵＩターン者の受

け皿となるような、給与の調整ですとか、処遇

の改善とか、そういったことを提案していただ

くことを期待しておりますので、採用に当たっ

ては、例えば人事の経験がある方とか、労務関

係の仕事に携わったことがある方とか、そうい

う方を想定して組み立てております。

○宮原委員 こういう時代に、人事担当とか労

務関係を担当されている方が……。これは、常

設というか、もうずっとこれに携わらなければ

ならないのか。例えば、別に仕事をされてて、

そういうこの開拓員という形になられる業務な

のか、そのあたりはどうでしょう。

○福嶋地域雇用対策室長 この方々は、県の非

常勤として雇うことにしておりまして、こちら

のほうに専念をしていただくことを想定してお

ります。

○宮原委員 わかりました。

次に、20ページの創業・新事業挑戦支援ファ

ンドの清算というところで、先ほど３億2,600万

円の投資をして、９億円の実績、そして400人の

雇用が生まれましたということなんですが、仮

にこういうファンドがなかったとした場合、こ

ういうところというのは、金融機関からの融資

は受けにくい状況なんでしょうか。

○佐野産業振興課長 なかなかお答えしづらい

というか、個別の事業の案件になりますので、

金融機関がその企業の状況あるいは事業などを

判断して対応されるということになりますが、

このファンドが設立されました当時につきまし

ては、そのような状況もあったということで、
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県がファンドの一部を支援することによりまし

て、そういった動きを促したという形になって

いると考えております。

○宮原委員 確かに状況だろうと思います。で

ないと、やっぱり会社の経営、そこにいらっしゃ

る従業員もですが、新規にまた雇用が生まれる

というところで、先ほど言われたように、答え

づらいという部分もありましたけれども。判断

をして、企業が変な方向に行ってしまうと、県

がその損失分をかぶらないといかんということ

になるでしょうから、そういう状況で乗り切っ

ていただいてると、また、ミツワハガネさんと

かは非常に実績が出てるということで、それが

あったからこそこの状況があると考えればいい

のかなと思いますので、状況だけ聞かせてほし

かったというところです。以上です。

○川畑金融対策室長 先ほど委員から御質問が

ありました貸金業者の立入検査についてですけ

れども、立入検査については、基本的に知事登

録のものを行っております。

複数の県にまたがる貸金業者につきましては、

国の財務事務所の登録ということになります。

○宮原委員 じゃあ、それについて。よく、こ

の免許を持たずに、登録もせずに闇金とかで貸

すとか、携帯電話の番号などで貸しますよと、

昔あちこちに張ってありましたよね。そういっ

たものに対しての立入検査は、県がやるという

状況ではないのか、警察なんでしょうか。

○川畑金融対策室長 闇金業者について、立入

検査を行うまで実態がつかめるかどうかという

のもございまして、県のほうでは消費者金融相

談所で、多重債務や闇金について相談を受け付

けておりまして、適切に警察と連携をとりなが

ら対応しております。

○宮原委員 わかりました。

○久松労働政策課長 先ほど、委員のほうから

補助金の総額ということで御質問がございまし

たが、これは、当初予算で書いておりますけど、

昨年の確定ベースでお答えをさせていただきま

す。

補助事業に要する経費としまして、管理費と

して3,968万8,000円、それから、事業費とし

て3,851万5,000円、計の7,820万3,000円。これ

を対象としまして、補助金の額としましては、

昨日、補正を御審議いただきましたけれども、

管理費が2,020万8,000円、事業費が899万という

ことで、補助金ベースとしては2,919万8,000円

ということになっております。

○宮原委員 わかりました。

○外山委員 １点だけお尋ねをします。232ペー

ジの中小企業金融対策費の、下の説明の中で、

信用保証協会損失補償金１億8,000万とあります

ね。この１億8,000万というのは、どういう算出

で出てきておるんですか。

○川畑金融対策室長 損失補償というのは、前

年度のものについて、損失が発生した翌年度に

行うんですけれども、今年度に発生しておりま

す損失につきまして、年度の途中までの実績と、

過去の実績を踏まえまして、１億8,000万という

ことで要求させていただいております。

○外山委員 ちょっとわかりづらいんですが、

端的に言うと、昨年度が１億8,000万の損失が

あったということですか、補塡をしたというこ

となんですか。

○川畑金融対策室長 これは、27年度に損失補

償をする部分の予算でございますので、今年度

の損失について、来年度にお願いするものでご

ざいます。

○外山委員 本年度、約１億8,000万の損失が発

生したということですか。
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○川畑金融対策室長 年度の途中までの実績で

は１億8,000万ということにはなってございませ

んけれども、過去の実績を踏まえまして、まだ

確定値が出ておりませんので、１億8,000万とい

うことで最大値を見込んでおります。

○外山委員 この金額が大きいのか少ないのか、

ちょっとわからないんですが、最近の保証協会

への保証申し込みの案件、金額、そして、保証

を決定した案件、金額について、ちょっと教え

てください。

○川畑金融対策室長 済みません、少しお時間

をいただいて、後ほど答えさせていただきます。

○外山委員 26年度の１億8,000万の損失、これ

は大きい金額なのか、それとも大体こんなもの

なのか。何とも私は判断のしようがないんです。

この１億8,000万が突出して大きいのか、大体毎

年この前後の金額なのか、それでもいいですよ。

○川畑金融対策室長 26年度までの実績で、26

年度であれば１億3,619万9,000円、25年度であ

れば2,531万8,000円と、年度によりばらつきが

ございます。

26年度は多いほうなんですが、１億3,600万円

程度になっておりまして、今年度途中までの実

績と過去の最大値を見込みまして１億8,000万と

いうことで、予算としてお願いしております。

○外山委員 その前の年が二千幾らって言いま

した、2,300。

○川畑金融対策室長 平成25年度につきまして

は、2,531万8,000円です。

○外山委員 26年度が突出して特別な補償がで

たのか、それとも、25年度が非常に少なかった

のか、余りにも金額が違いますよね、どうなん

ですか。

○川畑金融対策室長 損失につきましては、年

度によりばらつきがあるものでございますが、

１件でも大きいものが生じてしまいますと、信

用保証協会の損失が大きくなりますので、一概

には言うことはできません。

ただ、１億8,000万円程度あれば損失補償に足

りるということで、予算として要求させていた

だいてます。

○外山委員 ですから、ここで予算額が出てき

たというのはわかるんだけれども、余りにも金

額が違うから。であるならば、26年度に１億3,600

万あるというのは、特別な何かがあったのか、

どうなのかということになるわけでしょう。だ

から、そうでなくて、25年を考えれば、こんな

に損失補償の予算を組む必要はないと思います。

そうでしょう、毎年2,000万から3,000万の損失

であるならば、こんなに予算を組む必要はない

と思うんです。そういう意味で聞いてるんです。

だから、この予算が妥当かどうかを判断する意

味で。

○川畑金融対策室長 １億8,000万円を見込んだ

のは、26年の４月から９月末までの実績、これ

をベースとしまして、それ以降につきまして

は、19年以降の第３、４・四半期における最大

額を見込んで積算をしております。まだ年度の

途中までのものでございますので、そこからは

最大額ということで見積もらせていただいてお

ります。

○茂商工観光労働部長 ただいまの件につきま

しては、今は二、三年分しか報告しておりませ

んけれども、その前の年度からどうだったのか

ということについてもちょっと調査をしたいと

思いますし、それと、今委員がおっしゃるよう

に、何か特別な要素があったのかどうか、大き

な案件があったのどうかを含めて、その内容を

ちょっと分析させていただきたいと思います。

それで、後ほどまた改めて答弁をさせていただ
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きたいと思います。

○外山委員 ですから、今部長が言われたよう

に、過去五、六年をずっと見ていくと、この予

算が妥当なのかどうかがわかるんです。そうい

う意味で、後ほどまた数字をお願いします。

○渡辺副委員長 資料の11ページ、「宮崎で働こ

う！県内就職支援事業」に関してなんですが、

２番の（３）の②で県内企業インターシップ等

推進事業とありますけれども、これは、同じよ

うな取り組みをこれまでにもされてるんだと理

解をしておりますけれども、ここで書いてるよ

うなインターシップ支援であったり企業見学会、

バスツアー、今までも開催していれば、例えば

どのぐらいの方々がどういうところから参加さ

れていて、インターンシップの支援というのは

何件あったのか、その辺の実績はいかがでしょ

うか。

○福嶋地域雇用対策室長 従来の実績ですけれ

ども、まず、インターンシップついて、24年度

から３年にわたって、実施した実績を申し上げ

ますが、参加した人数が、24年度が113人、25年

度が152人、26年度が148人となっております。

それに対する企業の数なんですけれども、24年

度が71社、25年度が87社、26年度が77社となっ

ております。参加した方々は、県内の大学生と

か専門学校生になります。

それと、バスツアーですけれども、これも24

年度から実施しておりまして、参加者数は、24

年度が47名、25年度が61名、26年度が、まだ１

月末までの状況ですが、59名となっております。

これを受け入れた企業ですけれども、24年度が14

社、25年度が24社、26年度が１月までで18社と

いう実績になっております。

○渡辺副委員長 ということは、この②で指し

てるものは、主に県内に在住している新卒の大

学生だったり、短大生だったり、専門学校の方

々をターゲットにしていると理解していいんだ

と思うんです。そのほか、ＵＩＪターンという

ような方々というのは、大体、１回社会に出て

いろんな仕事をされたりとかっていう経緯の方

を意識してるんだろうと思うんですけれども、

例えば、県外の大学に行っている宮崎県の縁故

者の方、出身であったり、そういう方々向けに

は、何らかの県としての対応があるのか。あと、

最近はあんまりこういう言い方をしないのかも

しれませんが、第２新卒というか、卒業したけ

れども、１年目ですぐ退職をしてというような

方々で、比較的都会に出ていても、宮崎に帰ろ

うかなという比率とかも高まるような気もする

んですが、その辺に対しては、何らかの対応策

というのは、県としてはあるんでしょうか。

○福嶋地域雇用対策室長 県外に出られてる方

につきましては、一応、御案内をできる範囲で

やっておりますけれども、実際、平日に行われ

るということであると、学生などはなかなか難

しいという状況にあります。

ただ、27年度から、中山間・地域政策課のほ

うで予算を計上しているんですが、移住ＵＩＪ

ターンの強化事業というのがございまして、１

億4,400万ほど組んでおります。商工と総合政策

部が一体となりまして、ＵＩＪをやっていくわ

けなんですが、その中で、広報等を通じまして、

こういったインターンシップについても強く働

きかけをしていきたいと考えております。

それと、第２新卒とか社会人についてなんで

すけれども、現在のところ、うちの事業として

はないんですが、例えばフードビジネス課のほ

うから分任を受けてやっておりますフードビジ

ネスの求職者メニューの中で、そういった一般

の方々を対象にしたバスツアーなどをやってい
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るところです。

○渡辺副委員長 去年、県内企業で働いてる方

々の姿がわかるような雑誌というか、パンフレッ

トをつくられたかと思うんですが、あれを見せ

ていただきましたけれども、非常に会社の中の

空気感みたいなのも伝わるような感じで、こう

いったものを、より多くの方に目にしていただ

く機会があれば、ふるさとに帰って就職しよう

というきっかけだったり、とどまろうというきっ

かけにもなるのかなという印象を受けたんです。

あれは今後もつくられる予定のものなのか、昨

年度、一度つくってみましたというものなのか、

その辺はいかがなんでしょうか。

○福嶋地域雇用対策室長 あれは、大体県内

の200社程度を紹介した雑誌になりますけれど

も、それについては27年度もつくることにして

おります。予算につきましては、先ほど御紹介

しました中山間のほうで一括で組んでおります

ＵＩＪの強化事業の中に盛り込んでおりまして、

今既に準備をやっているんですけれども、今度

県外に進学する予定の高校卒業生の親に同意を

とりまして、その父兄向けに、いろんな情報を

提供することにしております。そういった冊子

も送っていくようなことを考えております。

○渡辺副委員長 単なる求人情報がたくさん

載ってるのを眺めるのと比べて、会社の空気感

と、宮崎で企業をやってるということへの矜持

みたいなものを含めて伝わる面があって、たく

さんの方が目にしていただければ、非常に効果

が高まるかなという印象を持ちましたので、引

き続きああいう対応をいただければと思ってま

すので、意見とします。

○後藤委員 説明資料の232ページ、各部にもあ

るんですが、連絡調整費、商工観光労働部に対

する政策調整研究費300万です。実は、総合政策

部は、これは1,000万ですね。各部で大体、環境

森林部は300万とかなんですけど、まさしく東ア

ジアからＥＵ市場に打って出るという状況で、

いろんな調整枠がある中で、他部との比較をし

ても始まりませんから、この政策調整研究につ

いての考え方を教えてください。

○田中商工政策課長 これは、おおむね総合政

策部以外は300万程度で予算を措置すると思いま

す。総合政策部は、またいろんな、全庁的な課

題を研究するというものもありますので、1,000

万という大きな額をしておりますけれども、そ

の中で、各部に関係することにつきましてもい

ろいろやっておりますので、うちの部の300万だ

けでやってるということではございません。

○後藤委員 だから例えば、環境森林部は、総

額的には1,350万近い、観光では約900万ですよ

ね。だから、部連絡調整というのは、もう各課

の積み上げでつくられてくるわけですか。その

辺を。

○田中商工政策課長 この連絡調整費というの

は各課にございますけれども、政策調整研究費

というのは、商工政策課で、部の予算として一

括して計上しておりますので、実際に使うとき

には、その年度の課題に応じて、例えば観光の

分野で使ったりとか、産業の分野で使ったりと

かしているということでございます。

○後藤委員 確認なんですけれども、各部各課、

その年度の積み上げを算出してできた数字だと

いう認識でいいんですか。

○田中商工政策課長 これは、積み上げではご

ざいませんで、枠として300万円として設定をし

ておりまして……。

○後藤委員 その上の部連絡調整費については

どうでしょう。

○田中商工政策課長 この部連絡調整費につき
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ましては、各課のほうでいろんな旅費とか事業

費とか、そういう事務費的な部分を計上してる

ものでございます。

○後藤委員 非常にここ辺は出張とか関係して

くる旅費とかだと思うんです。より増額の方向

でしてほしい部だなということで、応援の意味

で発言をさせていただきましたので、そこ辺の

御理解をお願いします。

○新見委員 委員会資料に基づいて、何点かお

尋ねしたいんですけれども、まず５ページです。

事業概要の（３）の②若者の開業促進ですが、

これは、○改ですので、既にもう実績はあると思

うんですが、この②に該当する実績等について

教えていただきたいと思います。

○川畑金融対策室長 こちらの改善事業は、融

資制度の改正点の一つとして、若者開業促進と

いう事業をさせていただいているんですけれど

も、30歳未満の若者について開業促進をするの

は、27年度から入れたいということでございま

して、済みません、現時点のところ、手元にデ

ータはございません。

○新見委員 これは、本当に若者に光を当てた

いいものじゃないかと思うんですが、融資本体

の枠の上限とかいうのは、あらかじめ設定があ

るんでしょうか。

○川畑金融対策室長 額につきましては、設備

・運転資金の合計で1,500万円を上限としており

ます。

○新見委員 それと、12ページです。これは、

中小企業で働いている方々への融資ですが、教

育資金と生活資金ということで、教育資金につ

いては、一般的に昔の国金、今の日本政策金融

公庫での教育資金等々もありますが、それらと

比較して、金利的にはどちらが安いんでしょう

か。

○久松労働政策課長 金利を全部把握してはお

りませんけれども、一般の市中銀行よりは低目

の設定となっております。

○新見委員 これも○改ですが、過去の実績等が

わかれば。

○久松労働政策課長 過去３年分を申し上げま

すと、24年度が、教育資金が24件で5,100万円余

でございます。生活資金につきましてはゼロ件

です。25年度は、教育資金が20件で3,301万円、

それから、生活資金が１件で40万円です。26年

度は、教育資金が６件で880万、生活資金がゼロ

件というような実績となっております。

○新見委員 最後に13ページ、ものづくり技能

育成事業ですが、ここで技能士という表現がご

ざいますが、技能士の資格、具体的な内容とい

うか、どこが認定するのかをちょっと教えてく

ださい。

○久松労働政策課長 技能士につきましては、

その技能士のレベルを認証していく必要がござ

います。ある程度低いものから高いものという

ことで、それを国家が認定するというような仕

組みになっております。

具体的には、低いものは３級から、上のほう

は１級、特級というぐあいに分かれておりまし

て、その段階ごとに技能の実技試験、それから

学科試験を受けていただいて、だんだん技能の

レベルを上げていくというような仕組みになっ

てございます。

現在、128の職種で行われておりまして、本県

の場合を申し上げますと、25年までの累計で３

万7,568名の方が技能士としての資格を有してお

ります。以上であります。

○新見委員 そうしたら、熟練技能士というの

は、今言われた１級とか特級になるんでしょう

か。
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○久松労働政策課長 熟練技能士につきまして

は、ある程度レベルが高い者が指導するという

ことで想定しておりまして、現在のところ、特

級それから１級の方を指導者として、２級、３

級の技能士を育成してるという状況でございま

す。

○新見委員 ちなみに、現在の熟練技能士の人

数はわかりますか。

○久松労働政策課長 25年度までの数字で申し

上げます。一番上が特級、これが１級合格後５

年で受験できるということで、この方が54名で

ございます。それから、次の１級、これは経験

年数が７年ということで、１万5,078名でござい

ます。それから、単一級という特殊な一定の職

種、11種でしかございませんけれども、これが

経験年数３年で648名、その下の２級が経験年数

２年で１万7,980名、３級につきましては経験年

数半年で、3,808名という数字になっております。

○川畑金融対策室長 先ほど、外山委員から御

質問いただいた件でございますけれども、実態

としましては、予算額につきましては、例年１

億8,000万円余の予算を計上させていただいてお

りまして、不用額については補正減ということ

にさせていただいております。

各年度によって、損失補償の額についてはば

らつきがございまして、１億5,000万円程度を20

年度には損失補償しておりますし、22年度には

１億1,000万円程度を行っておるところでござい

ます。

平成25年の３月末に金融円滑化法、こちらが

終了したことによりまして、代位弁済の増加、

ひいては損失補償金の増加ということは懸念さ

れておりますので、予算額としましては例年ど

おりではございますが、１億8,000万円を計上さ

せていただいております。

○外山委員 過去幾ら損失補償があったかを資

料で示して下さい。

○川畑金融対策室長 損失補償の実績というこ

とでございましょうか。では、後ほど。

○岩下委員長 後でいいそうです。

それでは、以上で商工政策課、産業振興課、

労働政策課の審査を終了いたします。

入れかえのため、暫時休憩いたします。

午前11時30分休憩

午前11時34分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

次に、企業立地課、観光推進課、オールみや

ざき営業課の審査を行います。

○津曲企業立地課長 それでは、企業立地課の

平成27年度当初予算について御説明をいたしま

す。

お手元の歳出予算説明資料のインデックス、

企業立地課のところをお願いします。253ページ

になります。

左から２番目の欄に、企業立地課の平成27年

度当初予算額は１億8,673万8,000円となってお

ります。

右のほうをごらんいただきますと、予算額が

平成26年度と比べまして減少しております。こ

れは、今回の当初予算では、骨格予算として当

面対応できる程度の額を計上しており、６月補

正の肉づけ予算におきまして必要額を計上する

ことにしております。

それでは、主な事業について御説明いたしま

す。ページをおおめくりください。

下のページ、中ほどに、（事項）企業誘致活動

等対策費3,559万1,000円がございます。主なも

のを御説明します。

説明の欄、まず２でございますが、「情報発信
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事業」では、パンフレットの作成、それからホ

ームページによる情報発信に加え、県内の企業

立地協議会を通じまして、首都圏等で開催され

る展示会にも出展し、積極的な広報活動を展開

しております。

４の「企業誘致推進ネットワーク拡充事業」

では、情報産業や医療機器関連など、専門的な

分野に長い経験や豊富な人脈等を持つ民間企業

経験者を企業誘致コーディネーターとして、関

東や中部、関西に配置し、本県への一層の企業

立地を促進いたします。

次の（事項）立地企業フォローアップ等対策

費は、6,200万6,000円であります。

説明の欄をごらんください。

１の改善事業「「企業立地促進」フォローアッ

プ強化事業」につきましては、後ほど委員会資

料で御説明をいたします。

２の企業立地促進補助金でございます。これ

は、本県に立地をする企業に対する工場建設な

どへの補助金と、新規雇用の人数に応じた補助

金がございます。県外から本県へ企業立地を進

める非常に大きな効果がある事業でございます

が、今回は当面、ことし夏ごろまでに申請が予

想される額を計上させていただきました。

それでは、先ほどの改善事業につきまして、

委員会資料で御説明いたします。

14ページであります。

改善事業「「企業立地促進」フォローアップ強

化事業」であります。この事業は、県内に進出

いただいた立地企業を県外に出さないことに加

え、県内でさらに事業拡大していただき、工場

増設や雇用の拡大につなげていただくことを狙

いとしています。予算額は231万3,000円をお願

いをしております。

具体的な事業概要でございますが、（３）にご

ざいますように、知事や職員等が本県への進出

企業や、その本社・親会社を訪問し、意見交換

を行うことで、より積極的な増設の要請を行う

ことや、本庁や県外の３つの事務所に、みやざ

き企業立地ワンストップステーションとして窓

口を設置し、企業立地に係るさまざまな相談を

それぞれ１カ所で解決できる体制を看板として

掲示することで、本県の企業立地にかける熱い

思いを幅広くＰＲしてまいりたいと考えており

ます。

企業立地課は、以上でございます。

○孫田観光推進課長 続きまして、観光推進課

の当初予算について御説明いたします。

お手元の冊子、平成27年度歳出予算説明資料

のインデックスで、観光推進課のところ、257ペ

ージをお開きください。

観光推進課の平成27年度当初予算は、一番上

の左から２つ目の欄ですが、11億7,317万6,000

円となっております。うち一般会計が８億4,738

万8,000円、えびの高原スポーツレクリエーショ

ン施設特別会計が86万1,000円、県営国民宿舎特

別会計が３億2,492万7,000円となっております。

それでは、まず、一般会計の主な事業につい

て御説明いたします。

259ページをお開きください。

中ほどにあります（事項）県営宿泊休養施設

改善対策費の２億5,537万5,000円ですが、これ

は、県営国民宿舎特別会計に対する繰出金であ

ります。

260ページをお開きください。

上から２つ目の（事項）観光・ＭＩＣＥ誘致

促進事業費１億1,325万3,000円であります。

そのうち、まず１のみやざき観光コンベンショ

ン協会運営費補助金3,637万6,000円ですが、こ

れは、本県観光推進の中核機関である公益財団



- 78 -

平成27年３月５日(木)

法人みやざき観光コンベンション協会に対し、

運営費を補助するものであります。

２のＭＩＣＥ誘致総合対策事業7,687万7,000

円は、多大な経済効果をもたらすＭＩＣＥの誘

致について、開催支援、誘致活動、推進体制を

一体的に強化し、本県でのＭＩＣＥ開催の促進

を図るものであります。

次に、一番下の（事項）観光交流基盤整備

費2,549万7,000円であります。

その次のページをごらんいただきたいと思い

ます。

２の「魅力ある観光地づくり総合支援事

業」2,374万7,000円ですが、これは、本県観光

を取り巻く環境を最大限に活用した観光誘客、

スポーツ環境の整備、観光客をもてなす観光ボ

ランティアの育成など、市町村等における地域

主導による魅力ある観光地づくりの取り組みを

促進するものであります。

次に、その下の（事項）国内観光宣伝事業

費4,610万2,000円であります。

まず、２の「「神話のふるさと みやざき」誘

客促進事業」2,810万円ですが、これは、神話を

初めとする本県の観光の魅力を全国にアピール

するため、効果的な情報発信を行い、全国から

の一層の誘客促進を図るものであります。

次に、３の「東九州自動車道を活用した観光

誘客促進事業」1,000万円ですが、これは、東九

州自動車道の開通を契機として、北部九州や四

国地方等を主なターゲットに、本県の魅力及び

新たな観光ルートなどを情報発信するとともに、

大分県と共同して観光ＰＲを行い、誘客促進を

図るものであります。

次に、その下の（事項）国際観光宣伝事業

費4,625万円であります。

１の「東アジア等観光誘客推進事業」ですが、

国際定期便のある韓国、台湾、香港での本県の

知名度向上の強化や、近年、訪日需要が大幅に

増加してきております東南アジア地域でも観光

誘客を図るものであります。

次に、一番下の（事項）記紀編さん記念事業

費3,325万1,000円であります。

まず、１の「宮崎の魅力再発見！県民総「語

り部」化推進事業」として、県民向けのリレー

講座や講演会、小学校等における出前授業を実

施するほか、２の「「神話のふるさと みやざき」

ブランド定着支援事業」として、神話を活用し

た地域の取り組みに対する支援や、大学や他県

と連携した都市部におけるプロモーションを行

うものであります。

以上が一般会計であります。

次に、263ページをお開きください。

えびの高原スポーツレクリエーション施設特

別会計であります。

（事項）県営えびの高原スポーツレクリエー

ション施設運営費86万1,000円ですが、これは、

施設の維持、補修費などであります。

次に、264ページをお開きください。

県営国民宿舎特別会計でございます。

一番上の（事項）国民宿舎「えびの高原荘」

運営費1,693万6,000円、その次の（事項）国民

宿舎「高千穂荘」運営費130万8,000円でありま

すが、これにつきましても、施設の維持、補修

費などであります。

次に、その下の（款）の科目、公債費３億668

万3,000円であります。これは、えびの高原荘、

高千穂荘の建設起債の償還金であります。

なお、特別会計は、別途配付の平成27年２月

定例県議会提出議案の議案第９号及び議案第10

号にもありますが、重複いたしますので、この

説明にかえさせていただきます。
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予算に関する説明は、以上であります。

続きまして、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況につきまして御説明いたします。

お手元の資料、決算特別委員会の指摘要望事

項に係る対応状況、６ページをお開きいただき

たいと思います。

⑨県境を越えた観光交流・連携について、誘

客促進に向けて、九州各県や関係団体等とより

一層の連携を図り、広域的、戦略的に取り組む

こととの指摘要望がございました。

本県への誘客促進を図るうえで、県境を越え

た広域での取り組みを行っていくことは、大変

重要でありますことから、南九州広域観光ルー

ト連絡協議会を設立し、熊本県、鹿児島県と連

携した取り組みを行うとともに、大分県と連携

して東九州広域観光推進協議会を設立し、東九

州自動車道を活用した誘客促進に取り組んでい

るところであります。

また、九州各県と経済団体が共同して組織し

た九州観光推進機構を中心に、国内外からの観

光誘客に取り組んでおります。

今後、本年３月末には香港線が就航するとと

もに、来年春には東九州自動車道北九州―宮崎

間が開通することから、九州各県や関係団体等

との連携をより一層強化し、広域的、戦略的な

観光誘客に取り組んでまいります。

続きまして、議案第38号「神話のふるさと宮

崎観光おもてなし推進条例」について御説明い

たします。

この条例につきましては、平成27年２月定例

県議会提出議案（平成27年度当初分）のほうに

も掲載してございますが、常任委員会資料のほ

うで説明させていただきたいと思います。

委員会資料の23ページをお開きください。

神話のふるさと宮崎観光おもてなし推進条例

につきましては、11月議会の常任委員会で骨子

案を説明させていただき、その後、パブリック

コメントや観光審議会での御意見等を踏まえま

して、若干の修正を行った上で、今回、提案さ

せていただいております。資料では、条例案を

四角で囲み、その下にその趣旨などを記載して

おります。

それでは、条例案について御説明いたします。

まず、条例の名称であります。前回の御説明

の際は、仮称で観光振興条例としておりました

けれども、宮崎らしい名称にすべきではないか

という御意見をいただいたことも踏まえ、本県

ならではの貴重な観光資源である神話と、リピ

ーターの獲得のため、おもてなしに代表される

受入環境の充実が欠かせないことから、少々長

くなりますが、２つの要素を盛り込んで、神話

のふるさと宮崎観光おもてなし推進条例とした

ところであります。

次に、前文であります。観光振興が、地域経

済の活性化や活力に満ちた地域社会の形成につ

ながる重要な施策であることを再確認し、本県

観光の再興のために県を挙げて取り組んでいく

という基本的な考え方のもと、条例を制定する

こととしております。

次のページをごらんください。

第３条の基本理念であります。ここでは、観

光振興に携わる全ての方々に認識していただき

たい観光振興の意義や考え方等を定めておりま

す。

25ページをお開きください。

第４条から第８条まで、関係機関の役割を規

定しております。第４条では、県の責務として

は、観光振興に関する施策を推進すること及び

関係機関が相互に連携して観光振興に取り組め

るよう、総合調整や支援を行うこととしており
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ます。

第５条、市町村の役割では、地域の特性を生

かした観光振興に関する施策を講ずるよう努め

ることなどを規定しております。

第６条の県民の役割につきましては、県民に

対して特定の行為を義務づけるものではありま

せんが、地域の伝統行事や自然環境等の保全へ

の協力だけでなく、県内の観光地を訪れるなど、

魅力ある観光地の形成に積極的な役割を果たす

とともに、旅行者を温かく迎えるよう努めるこ

とを規定しております。

26ページになりますが、第７条の観光事業者

の役割としては、旅行者に快適なサービスや環

境を提供し、旅行者の満足度の向上や地域の活

性化に努めることなどを規定しております。

第８条、観光関係団体の役割では、観光情報

の発信や旅行者の誘致、受入体制の整備等に取

り組むよう努めることとしております。

次に、第９条の観光振興に関する基本方針で

あります。県は、ここに掲げる基本方針に基づ

き、観光振興施策を立案、実施することとして

おりまして、①魅力ある観光地づくりの促進、

②スポーツランドみやざき、③ＭＩＣＥの誘致、

④体験型観光その他の多様な観光への対応、⑤

情報発信の充実や戦略的なセールス活動による

誘客促進、次のページになりますけれども、⑥

おもてなしの心の醸成や人材の育成、⑦全ての

人々が安全で快適に観光を楽しめる環境づくり、

⑧交通機能や街並み、自然環境等の保全など、

観光基盤の整備促進、⑨広域観光の促進の９項

目を規定することとしております。

28ページをごらんください。

第10条の観光振興計画の策定であります。知

事は、観光振興に関する施策の総合的かつ計画

的な推進を図るため、観光振興に関する計画を

定めなければならない旨規定いたしまして、観

光振興計画をこの条例に位置づけることとして

おります。

次に、第13条、推進体制の整備であります。

県は、観光振興施策を推進するための体制整備

や、財政上の措置を講ずるよう努めるものとし

ております。

29ページをお開きください。

第14条、審議会の設置についてであります。

観光審議会については、これまで宮崎県観光審

議会条例に基づいて設置しておりましたが、今

回、この条例にまとめて規定することとしてお

ります。

また、観光審議会の組織や任期など、条例で

定めておく必要のある事項について、第15条か

ら第19条に規定しております。

この条例は、平成27年４月１日に施行するこ

ととしております。

なお、既存の観光審議会条例は廃止し、この

条例に改めて規定する関係で、今の審議会委員

の扱いについて、経過措置を設けておるところ

であります。

観光推進課の説明は、以上であります。

○日下オールみやざき営業課長 オールみやざ

き営業課の平成27年度当初予算案について御説

明いたします。

お手元の歳出予算説明資料、オールみやざき

営業課のインデックスがございます。267ページ

をお開きください。

当課の平成27年度当初予算は、一番上の左か

ら２つ目の欄でございますが、４億831万4,000

円でございます。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

269ページをお開きください。
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まず、中ほどの（事項）貿易促進費5,178

万5,000円は、貿易の振興や県産品の輸出拡大を

図るための経費でございます。

主な事業でございますが、その下の２の「東

アジアネットワーク拡充事業」3,934万2,000円

でございます。こちらは、みやざき東アジア経

済交流戦略を踏まえ、東アジアの拠点として上

海及び香港事務所へ駐在員を派遣するとともに、

台湾及びシンガポールに貿易アドバイザーを配

置することにより、県内企業の海外取引や販路

開拓のさらなる支援を行い、本県経済の国際化

を図るものでございます。

３の改善事業「オールみやざき県産品輸出拡

大総合支援事業」840万3,000円につきましては、

後ほど委員会資料で御説明申し上げます。

次に、（事項）県産品販路拡大推進事業費１

億4,780万5,000円は、県産品の販路拡大を図る

ための経費でございまして、２の新規事業「「ふ

るさと宮崎応援寄附金」振興事業」1,452万2,000

円につきましては、後ほど委員会資料で御説明

申し上げます。

その下の３の「オールみやざきによる県産品

定番化・定着化促進事業」1,815万9,000円は、

公益社団法人宮崎県物産貿易振興センターと連

携を図りながら、商談会の開催や新規物産展の

開催、研修・相談、アンテナショップ機能維持

管理等に取り組むことにより、県産品の販路開

拓や需要拡大を促進し、その定番化・定着化を

図ることとしております。

270ページをお開きください。

中ほどにございます（事項）県外広報対策

費6,164万円は、県外広報活動に要する経費でご

ざいまして、その下、（１）の「県外みやざき応

援団活動強化事業」616万7,000円は、みやざき

大使の情報発信力や、みやざき応援隊の口コミ

パワーを活用することによりまして、みやざき

の食や旅など、旬の情報をより効果的に県外へ

情報発信するものでございます。

その下の（２）の「「オールみやざき」発信事

業」5,547万3,000円は、戦略的かつ統一的なプ

ロモーションを官民が一体となって行い、県の

シンボルキャラクターでございますみやざき犬

も活用しながら、本県のイメージアップを図る

ことを目的としたものでございます。

それでは、お手元の常任委員会資料、15ペー

ジをお開きいただければと思います。

まず初めに、改善事業、オールみやざき県産

品輸出拡大総合支援事業でございます。

まず、１の事業の目的・背景でございます。

東アジアを中心とする海外市場の開拓に向け

て、関係機関等が密接に連携し、現地バイヤー

等との取引機会の提供や県産品のＰＲ等を行う

ことにより、県産品の輸出拡大を図ることを目

的としております。

２の事業の概要でございますが、（１）の予算

額840万3,000円をお願いしてるところでござい

ます。

次に、（３）の事業内容でございますが、海外

での販路開拓のため、香港や台湾など、みやざ

き東アジア経済交流戦略上の重点国で開催され

ます見本市、商談会への出展を行うこととして

おります。

また、海外における県産品の認知度向上のた

め、現地スーパー等において県産品フェアを開

催することとしております。

次に、16ページをお開きください。

新規事業、「ふるさと宮崎応援寄附金」振興事

業でございます。

まず、１の事業の目的・背景でございます。

ふるさと宮崎応援寄附金の振興を積極的に進め
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ることで、寄附金額の増加や本県の魅力の発信

を図ってまいります。

２の事業の概要でございますが、（１）の予算

額1,452万2,000円をお願いしているところでご

ざいます。

（３）の事業内容でございますが、寄附者に

対するお礼といたしまして、県産品等の県の魅

力を伝える品を送付をいたします。

また、寄附しやすい環境の整備といたしまし

て、新たにコンビニエンスストアでの寄附を可

能とし、クレジットカード決済につきましては

簡素化するなど、寄附者の負担を減らしまして、

寄附しやすい環境を整えることとしております。

オールみやざき営業課からは、以上でござい

ます。

○岩下委員長 議案に関する執行部の説明が終

了いたしましたが、質疑につきましては、午後

１時から行います。

暫時休憩いたします。

午前11時58分休憩

午後１時０分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

議案に対する執行部の説明が終了しましたが、

委員の皆様から質疑はありませんか。

○太田委員 企業立地課ですが、この説明資料

の255ページの説明の中で、企業立地フォロー

アップ等対策費だったですか、予算の組み方と

して６月分までの分をという言われ方をしたよ

うな気がするんですが、通常、骨格予算という

ことですので、通年、これは最低必要なものは

きちっと上げるのかなと思ってましたが、６月

分ぐらいまでをと言われましたか。

○津曲企業立地課長 このフォローアップ等対

策費、全体額が6,200万円余りあります。これは、

説明の欄をごらんください。１と２に分かれて

まして、１は通年の分で組ませていただきまし

た。２の補助金につきまして、大半を今度の６

月補正に上げさせていただくということで、補

助金の夏ごろまでの申請額をここに上げさせて

いただいてるという現状でございます。

○太田委員 これは、もう技術なことですから、

とやかく言うということじゃないんですが、特

別これだけが６月補正のときにやりますという

ことで、当面必要な分だと聞いたものですから、

通年を考えて、明らかにある分ということで、

基本的に予算を組まれるのかなと思ったんです

が、そういうやり方も政策の中にあるというこ

とですね。ほかにもそんなのがありますか。今

まで聞いた中で、６月までとかいうような組み

方はあんまり聞かなかったもんだから、私は、

一応骨格は通年で考えて、最低限必要というの

は最初に承認、議決を受けておるというように

聞いてたものですから、こういう場合もあり得

るということですか。

○津曲企業立地課長 私ども企業立地課も、財

政当局といろいろ相談する中で、これを肉づけ

予算の中に入れるか、骨格でつくるかというこ

とで、もともと企業立地補助金は大きいもので

すから、どの時期に上げるかというのはやはり

大事なのかなということで、今回、肉づけ予算

の性格上、やはり新規性を出したり、いろんな

格好でということで、よろしくお願いします。

○太田委員 わかりました。これは、別にけち

つけるつもりではありませんので、事業によっ

てそういうものがあるということですね。

今度は常任委員会資料のほうのふるさと応援

寄附金というのですが、これは、今回初めてお

礼の品をつけるということですね。各県では、

こういうのに既に取り組んでおったところも
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あったわけですが、その辺の議論は何かあった

んでしょうか。

○日下オールみやざき営業課長 おっしゃると

おり、今回、初めてお礼の品として、このふる

さと宮崎応援寄附金をなされた方に対して贈る

ことといたしますが、各県の状況というのを昨

年度の時点で見ますと、半分以上の県で、何ら

かのお礼の品というのを設けておりました。や

はりそういった中で、本県についてもしっかり

とこの寄附金をいただく、また、あわせて県産

品のＰＲを図っていくという意味でも、こういっ

た形で今回、お礼の品を設けたほうがいいので

はないかということで、このような制度を組み

立てさせていただきました。

○太田委員 これは、総務部関係のほうでしょ

うけれども、寄附金がふるさと納税というよう

な形で入ってきて、今度は逆に減免をしないと

いけない立場がありますよね。その辺の関係は、

今まではどうだったんでしょうか。入ってきて、

そして、今度は逆の立場の人たち、ほかの県に

ふるさと納税をした人が、今度は宮崎県にその

分の減免をお願いしますという、そういう出入

りの関係はどう見ておられますか。

○日下オールみやざき営業課長 本県から他県

へのいわゆるふるさと納税と言われているもの

の総額は、平成24年が2,432万6,000円でござい

ました。本県に住んでいる方が他県とか、他県

の市町村に寄附をされた総額です。

一方、他県に住んでいる方が宮崎県及び県内

の市町村に対して寄附をされた実績というのは、

平成25年度で、県と市町村を合わせるともう３

億を超えておりますので、そういった意味で出

入りとしては、本県全体で見ますと、年度的に

は、ずれた数字ではございますが、おおむね入

りの方が圧倒的に多いという状況はあるのかな

と認識はしております。

○太田委員 わかりました。入りのほうが多い

ということで、いわゆる過疎地域というか、そ

ういうところこそ恩恵をこうむるべきだろうと

思って、そういう結果は出ているということで

すね。

このお礼の品は県産品ということですから、

公的なもので宮崎県の県産品を多少応援してる

ということも加味されるだろうと思うんです。

そういう制度としてはいいとは思います。

ただ私は、これは、悪いイメージは余り植え

つけたくはないんですが、ふるさと納税という

のも一過性のブームになってもいかんし、寄附

というもの自体が、財政法上強制であってはい

けないとか、あの辺の部分がありますので、こ

ういういい意味で誘発されながらという取り組

みではあろうと思いますが、余りこれに足を踏

み込むと、本来は税できちっといただかないか

んのが、そういう人の善意の中で解釈されてい

くっていう財政のあり方というのは、ちょっと

本来のものじゃないですよという意味では、少

しそこ辺に思いも持って、明るいイメージで取

り組んでいただきたいとは思っております。

○外山委員 ふるさと納税をしたときに、これ

は、個人的には来年度減税措置がとれるんです

か。

○日下オールみやざき営業課長 寄附をされた

方については、住民税であったりだとか、所得

税が減免をされるという形になります。

○外山委員 例えば、10万寄附するでしょう。

来年の申告のときに、それは10万円を納めたと

いう証明書をつけて出すと、税務署のほうはそ

の分をきちっと認めてくれるということですか。

○日下オールみやざき営業課長 はい、確定申

告をいたしますと、その方の所得に応じて上限
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がありますが、2,000円分は手出しになりまして、

寄附額から2,000円を差し引いた額が税額から控

除されるという仕組みになります。今おっしゃっ

た、例えば、10万円を寄附された方は、その所

得が相応の方であれば、９万8,000円分が税額か

ら控除されて、2,000円だけはいわゆる手出しと

いうような形になるというものでございます。

○外山委員 これは、会社の場合も、法人事業

税を払うときも同じですか。

○日下オールみやざき営業課長 そうですね、

通常は個人が行う場合というのを想定しており

ますが、企業のケースについては、済みません、

ちょっと確認をさせてください。

○外山委員 わかりました。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

○後藤委員 確認なんですけれども、やはりこ

の応援寄附金、各県が半数以上という議論の中

で、私は、これは、大きな問題だと思うんです。

お礼という言葉が出てきますけれども、本来は

ＰＲしてもらうとか。というのは、小さな町村

はもうつけるのが当たり前で、全部競い合うよ

うに今なってきてます。その反面「いや、ふる

さとを思う心でするんですよ、そういうものは

要りませんよ」と、受け取らない方もいらっしゃ

るともちょっと聞いたもんですから。お礼とい

うのが前面に出てくるよりも、やはりＰＲして

もらうとか、そういうふうに変えていかないと、

それこそ各県との競い合いになって、本来の気

持ちとはちょっとかけ離れるところが……。ど

ういう議論があったか、ちょっと詳しく説明し

ていただきたいと思います。

○日下オールみやざき営業課長 確かに応援寄

附金という制度は、やはり自発的な思いで宮崎

県を応援したいと、そういった方が寄附をされ

るというのが本来のこの制度の趣旨なのかと思

いますので、おっしゃるとおり、いわゆるお礼

の品で「釣る」というようなのは、確かに本来

の趣旨からすると、余り本筋ではないのは確か

かなとは思います。

そういった意味でも、これは、私どものお礼

の品も、余り割合が高過ぎるような物というか、

いわゆる返礼割合をそこまで高くしないような

形の制度設計にはしようと考えております。

そのような中で、しっかりと本来的な趣旨か

らすれば、やっぱり本県のファンをふやすこと

が本筋ですので、そのための取り組みというの

はいろいろ幅広くやりながら、結果としてそう

いった寄附がふえるような形に持っていきたい

なと思ってます。

○中野委員 今、例えば農業、工業、観光とか

全体を見てると、デフレ不況でかなり数字が引っ

込んどるし、これからもまだふえる要素がない。

そういう中で、観光は元気があるのかなと思っ

てるんですけれども、今、一番興味があるのは、

中国から東京に来る爆買い。あれを見てると、

今、１回目は例えば東京とか京都に来て、２回

目はやっぱり地方に行くとか。それと、そうい

うツアーが来ると必ず地方を１件入れんといか

んというので、島根県は必ず行ってるとか、テ

レビでそんなことやってたわけ。今、オリンピッ

クの話がよく出てるけれども、オリンピックは、

前後も含めた期間中にどれぐらい人が来るかと

いう話で。やはり宮崎県１県で頑張っても難し

いかなと。それと、中国からの客、近い将来九

州全体あるいは南九州で取り組むべきじゃない

かなと思う中で、そこ辺は、さっきの宣伝費の

中でできる話じゃろうと思う。

それと今回の免税店、ああいうのは、今、免

税店があるのは飛行場だけかな。例えば、今後

はイオンとかヤマダ電機とか、ああいうところ
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に積極的に働きかけて、とりあえず免税店をふ

やすとか、そこ辺の考えはどうですか。

○田中商工政策課長 まず、免税店のほうから

いきますと、大体昨年末時点で20店舗ほどとっ

ておられます。例えば、山形屋さんですとかボ

ンベルタさん、それから、もちろんイオン宮崎

とか。そのほかにもございまして、昨年末の段

階で20店舗ほどあります。

これは、きのう御説明しましたけれども、あ

の事業で2.5倍の50店舗以上には持っていきたい

なと思っておりまして、中国からのお客様とか、

そういった消費を取り込んでいきたいと思って

おります。

○茂商工観光労働部長 中国の関係ですけれど

も、私が知ってるところでは、これまでは東日

本大震災の被災地を必ず１カ所入れないといけ

なかったというのが、それは制限がなくなった

と聞いてます。それとあわせて、今まではすご

いお金持ちだけでしたけれども、最近は、そこ

そこのお金持ちでも日本に来ていただけるとい

うふうな形で規制緩和されてるということで、

私たちも非常に中国からのお客さんというのは

期待をしております。

先ほどから免税店というお話もありますけれ

ども、従来は、いわゆる大型のチェーン店とい

うのはかなり進んでまして、いろんな機器の話

もありますけれども、そういういろんな技術的

なものも進んでいまして、大手のチェーン店は

かなり免税店をとってるんです。ただ、一番問

題なのは地場のところとか、それとかいわゆる

商店街です。このあたりが、まだまだ取り組み

が進んでいないもんですから、私どもとして考

えてるのは、個々のお店もそうですけれども、

あとは商店街です。例えば一番街とか若草通り

とか、そういうところでまとめて窓口をつくっ

てやれることになりましたんで、そういうこと

で、そのあたりで買い物をしていただいて。今

までは、一つの店で5,000円とかいう制限もあり

ましたけれども、これからは複数のお店でもい

いということになりますと、非常に対象が広がっ

てきますので、そういった形で私どもは非常に

チャンスだと思ってます。これについては、こ

れからも力を入れてやっていきたいと思います。

○中野委員 ぜひそこ辺は、国富に住んじょる

と情報がなかったけれども、（笑声）田舎はぜひ。

それは、トータル的に言えることだし。

それともう一つが、今、農業も本当にもう後

継者不足。もう、俺の周りでも10人が農業しと

ると、後継者は３人、３軒ぐらいおればいいが、

先がなかなか見えんわけ。その中で、やはり宮

崎も製造業がかなり減ってるよね。この間あっ

た経済センサスで、宮崎が対前年度従業員減少

率が２番目に来たり、かなりいろんな……。そ

うなると、やっぱり今いろんなところで新しい

起業家、フードビジネス、これもなかなか難し

いし、そうなると既存の事業所、そこ辺を守る

だけという話かなと思っとるけれども。

そういう中で、要望でいいけれども、さっき

の保証協会の数字、いろいろもらうときに、も

うちょっと分析を。今度の弁済高と件数を見る

と、単純に件数で割ると、１件当たり1,000万以

下ぐらいの弁済になるわけ。大きいところを引

いたらまだ小さくなる。1,000万以内ぐらいの弁

済というのは、中がどうなってるのか。保証協

会、銀行やらと相談して１年とか延期できたり

するわけです。今、いろいろ見ると、中小企業

も、今まで債務超過の分はかなり厳しくやって

たけれども、将来が展望できれば、その分は債

務超過に見ないとか、かなり金融緩和を入れて

るから、そこ辺を含めてもうちょっと保証協会
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の代弁率、九州管内と比べて、外に出す必要は

ないけれども、議員が要望したときはもらいた

いので、ぜひそこ辺、しっかり分析をお願いし

ます。

それともう一つ、条件不利地域は具体的に言

うとどこになるんですか。

○川畑金融対策室長 条件不利地域としまして、

今回対象にしておりますのは、地域振興５法の

対象地域ということで、過疎地域自立促進特別

措置法とか、山村振興法などの５法の対象地域

となっております。

○中野委員 町村名は。

○川畑金融対策室長 県内26市町村のうち、21

市町村が対象となっておりまして、うち一部の

対象となるのが６市ということでございます。

○中野委員 はい、わかりました。

○宮原委員 観光推進課で260ページ、ＭＩＣＥ

誘致促進というのが１億1,300万出てます。骨格

予算だからといえばそこまでなんですが、前年

度と大体同じような金額になってると思います。

知事の提案理由とかを聞く限りは、ＭＩＣＥに

物すごい力を入れるんだというような雰囲気が

聞き取れたんですけれども、これは今後、予算

は肉づけで伸びてくる状況になるんでしょうか。

あと、いきなり誘致が成功するということでは

ないんでしょうけれども、経費的なものは、逆

にその分積極的に予算を投入し、そして、やは

り働きかけというのは必要だと思うんです。だ

から、そういう部分で肉づけになったときには、

伸びていく方向になるんですか。

○孫田観光推進課長 ＭＩＣＥの予算につきま

しては、現在は年間トータルの金額となってお

ります。

○宮原委員 先ほど言ったように、知事がそう

いうＭＩＣＥの話が提案理由やらに出てきてる

ので、そうであれば、その分力を入れてるよと

いう予算でないと、限られた予算でそんだけ頑

張りますよと言われたらそこまでなんですけれ

ども。そういうような予算づけのほうが、皆さ

んたちが積極的に活動できるんじゃないかなと

いう思いがありましたので、そのあたりについ

ては、補正というのもあるでしょうから、やは

り積極的に動いて予算が足りないんですよとい

うぐらいの状況があったほうがいいんじゃない

かなと。そこをぜひ課長にはしっかり頑張って

提案をしていただきたいなというのを要望して

おきたいと思います。

もう一点、国内観光宣伝事業がここに載って

て、東九州自動車道を活用した観光誘客促進事

業というのが、1,000万のってますが、今、テレ

ビを見ると、どうも大分のおんせん県とかを売

り込んでるテレビ番組を結構目にするんですが、

そういったものはテレビ番組がつくってるんだ

ということであれば、もうそれにこしたことは

ないんでしょうけれども、宮崎のも大分で流し

てほしいということで、県のほうもそういった

ような宣伝費みたいなのを出していることはあ

るんでしょうか。

○孫田観光推進課長 東九州自動車道開通に伴

います観光誘客の事業なんですけれども、民間

のテレビＣＭ、これは、宮崎県側でしたら大分

県で放送してるので、宮崎県内では放送しませ

んので、そこは目につかない部分かと思います。

一方、共同でお互いの地域の新聞紙面を貸し切っ

た広告を打ったりといったものは、別途この中

で措置をしております。

○宮原委員 措置をしているということですか

ら、私の場合、今課長が言われたように、大分

の番組は見られないので、流れてるのかどうか

わからないんだけれども、流れてると思えばい
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いんですね。わかりました。

○新見委員 委員会資料の16ページです。先ほ

どから議論になっているふるさと宮崎応援寄附

金のことですが、お礼の話は置いといて、寄附

しやすい環境を整備する、これは本当にいいこ

とだと思うんですが、コンビニでの納付、自動

車税のコンビニ納付がありますが、あれでかな

り進んでますので、こういったコンビニ納付を

採用することによって、今回のこの寄附金もふ

えるんじゃないかと思うんです。技術的なこと

なんですけれども、クレジットカードでの決済、

従来の決済のやり方と、今回スタートする即時

決済の違いをちょっと教えてください。

○日下オールみやざき営業課長 これまでは、

１回県のほうに番号をとるための申請をしてい

ただいて、県が番号を発行して、ウエブでふる

さと納税をされる場合には、その番号を入力す

るような形でカード決済を行う必要があったわ

けでございますが、今回の制度改正後について

は、特段県への事前のこういった番号をとるた

めの申請は不要にして、もう直接にウエブサイ

トをにおいてカードを使った決済をする。いわ

ば、ウエブでいろいろなものを購入されるケー

スとかと同じようにできるような形にするとい

うことを予定をしております。

○新見委員 かなり簡素化されたことによって

ふえることが期待できますね。

それともう一点、企業立地課ですが、十数年

前に、雇用の場の確保ができるということで、

コールセンターを全国各地が地元に呼び込もう

という動きがあった中で、本県でもコールセン

ターを誘致するために、通信費の大きな補助を

スタートさせてましたが、コールセンターを誘

致する際の通信費の補助というのは、現在も行

われているんですか。

○津曲企業立地課長 通信費のほぼ半分という

ような格好で、期間を決めて支援させていただ

いております。

○新見委員 その通信費の補助は、255ページの

企業立地促進補助金の中に入ってるんですか。

○津曲企業立地課長 はい、そうでございます。

大体１年間分を翌年という格好になりますので、

皆様、この上期の時期というのは申請が少ない

のが多い状況です。

○渡辺副委員長 説明資料のほうで、オールみ

やざき営業課のところですが、270ページ、県外

広報対策費6,164万円と当初予算でなってますけ

れども、昨年から比べると1,000万ぐらい減って

るわけですが、これは、骨格なのでこの規模で、

６月補正なりでこの分野についてはまだ予算が

つくと考えておけばいいのか、それとも、現時

点ではこれだけですということなのか、そこは

いかがでしょうか。

○日下オールみやざき営業課長 県外への発信

事業、広報対策につきましては、今、肉づけに

おいても措置をすることを検討はいたしている

ところでございます。

○渡辺副委員長 もう一点、同じところで、先

ほど課長の御説明にもありましたが、オールみ

やざき発信事業、統一的な県のイメージ戦略の

ための対策であるというお話がありましたが、

去年の予算でも、その準備費用というか、それ

を考えていきますというような予算がついてた

と記憶してるんですが、その検討の結果という

か、方針というか、そこは現時点ではどんな形

になってるんでしょうか。

○日下オールみやざき営業課長 おっしゃると

おり、今年度、県内外へのアンケートを実施し

て、本県のイメージがどういったところにある

のかを把握をしたり、また、有識者の方々にい
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ろいろ御意見をいただく場を設けたり、そういっ

た形で今年度、統一的なプロモーションを行う

ための準備というのを進めてきておりました。

今年度については、まずその準備ということ

で、今ちょうどまさしく進めている状況でござ

いまして、その打ち出しにつきましては、年度

明け以降に行いたいなとは思ってるところでご

ざいます。

○中野委員 今、オールみやざきと観光振興、

俺は、ちょっとすみ分けがようわからん。例え

ば、東京オリンピックなんかを目指して、南九

州とか宮崎にエージェントを頼んで、ツアーを

つくらせようとするときに、金を出したりする

わな。そんなのを仮にやろうとしたときには、

どっちがするわけ。

○孫田観光推進課長 特別な事情がない限り、

観光推進課のほうが担当になると思います。

○岩下委員長 よろしいですか。ほかにござい

ませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 ないようですので、次に、その

他報告事項に関する説明を求めます。

○孫田観光推進課長 宮崎県観光振興計画（素

案）につきましては、別途冊子として配付して

おりますが、常任委員会資料のほうで説明させ

ていただきたいと思います。

委員会資料の31ページをお開きください。

この計画は宮崎県総合計画を具現化するため

の観光に関する分野別計画でありまして、計画

期間を平成27年度から平成30年度までの４年間

としております。

まず、本県観光の現状と課題を分析するため

に、観光を取り巻く環境の変化及び本県観光の

現状の２つの視点で現状を整理しております。

観光を取り巻く環境の変化では、人口減少、

少子高齢化の進展や訪日外国人の増加、情報流

通ルートの多様化など、本県観光の現状では観

光入込客数が低い水準であることや、スポーツ

キャンプ・合宿が好調であることなどを整理し

ております。これらの現状分析を行い、その下

に記載しております課題として抽出したところ

であります。

課題でございますが、長期滞在してもらえる

ような魅力的な観光地づくりを進める必要があ

るということや、おもてなしや受入環境の整備、

二次交通アクセスの改善、スポーツキャンプ・

合宿の受入強化、外国人誘客、ＭＩＣＥ誘致、

快適な情報環境などへの取り組みが必要である

ということを挙げております。

次に、主な数値目標といたしまして、観光入

込客数、延べ宿泊客数、それに伴う観光消費額

が順調な伸びを示すことが観光振興の大前提に

なろうかと考えておりますので、それらを指標

として目標を掲げております。

観光入込客数につきましては、県内客を20万

人、県外客を30万人増加させ、訪日外国人を19

万人から40万人へと倍増させるという考えから、

全体で1,518万人から1,590万人とすることとし

ております。

観光消費額につきましては、宿泊客をふやす

ことに重点的に取り組むことで、1,545億円か

ら1,650億円に増加させることとしております。

延べ宿泊者数につきましては、県外客や訪日

外国人を取り込み、372万人から400万人に増加

させることとしております。

なお、別途配付の素案のほうに記載しており

ますが、このほかスポーツキャンプ、ＭＩＣＥ

などに関しても、個別の指標と数値目標を掲げ

ておりますので、後ほどごらんいただきたいと

思います。
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これらの課題や数値目標に向かって、本県観

光施策を総合的かつ計画的に推進していくため、

施策の基本的方向として、右ページであります

が、何度も訪れたくなる魅力ある観光地づくり、

「スポーツランドみやざき」の推進、訪日外国

人の誘客促進、「みやざきＭＩＣＥ」の確立、効

果的なＰＲと情報発信の５つを柱として推進し

てまいりたいと考えております。

柱の１つ目の何度も訪れたくなる魅力ある観

光地づくりは、神話などを初めとするその地域

ならでは観光資源の掘り起こしと磨き上げを行

い、人材育成、受入体制の整備などを進めると

いうことであります。自然や風土を生かした体

験型・滞在型の観光メニューの開発や、交流会

や研修会を通じた観光事業者間のネットワーク

づくり、県内の移動環境の利便性向上に向けた

取り組みなどを展開していきたいと考えており

ます。

２つ目が、本県観光の大きな特色である「ス

ポーツランドみやざき」の推進であります。具

体的には、老朽化したスポーツ施設の改修や受

入体制の整備、東京オリンピック・パラリンピッ

ク等を見据えたキャンプ・合宿誘致、ウオーキ

ングなどを活用したスポーツツーリズムの促進

などを掲げております。

３つ目が訪日外国人の誘客促進であります。

今後、増加が見込める訪日外国人を本県に呼び

込むため、主要観光地へのＷｉ─Ｆｉ整備促進

などの受入環境整備や、ターゲットを絞った旅

行商品等の検討・提案、観光ガイド育成のため

の研修会などを行うということであります。

４つ目が、「みやざきＭＩＣＥ」の確立としま

して、大きな経済波及効果が見込まれるＭＩＣ

Ｅの誘致を促進するということであります。全

国有数の受入環境を生かし、官民連携による推

進体制の整備や、神楽などを活用したナイトメ

ニューの充実、対応窓口の一元化などを進めて

いきたいと考えております。

最後に、効果的なＰＲと情報発信であります。

多様化する観光ニーズに対応したＰＲ・情報発

信のため、ターゲットを明確にした市場別戦略

を策定し、メディアやＩＣＴ等の活用を進めま

す。具体的には、メディアや旅行会社等の招聘

ツアーの実施、県観光情報サイト旬ナビの充実

などを行うということであります。

なお、本計画案につきましては、今後、パブ

リックコメントを実施し、観光審議会での審議

を経た上で、６月議会において提案させていた

だきたいと考えております。

観光推進課の説明は、以上でございます。

○岩下委員長 その他報告事項に関する執行部

の説明が終了しました。委員の皆様から質疑は

ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、以上で企業立地課、

観光推進課、オールみやざき営業課の審査を終

了いたします。

総括質疑の準備のため、暫時休憩いたします。

午後１時35分休憩

午後１時37分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

各課ごとの説明及び質疑が全て終了しました

ので、これより総括質疑を行います。商工観光

労働部全般について質疑はありませんか。

○川畑金融対策室長 先ほどの外山委員の御質

問につきまして、再度回答させていただきたい

と思います。

机上に損失補償金の実績の推移という資料を

お配りさせていただきました。今般の平成27年
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度当初予算では、過去の損失補償の実績等を勘

案しまして、昨年度と同額の１億8,000万円を予

算としてお願いしているところでございます。

過去の実績につきましては、お手元の資料の

とおりでございまして、多い年では20年度に１

億5,000万円余り、22年度に１億1,000万円余

り、26年度に１億3,000万円余りとなっておりま

す。

個社名は申し上げられませんが、大型の倒産

等が発生いたしますと、損失補償額が大きくな

る傾向にございます。

○外山委員 年によって相当金額に差があると

いうのは、大きな倒産があると金額がかさんで

いくということですね。銀行はリスクをとりた

くないから、融資の申し込みがあったら大概保

証協会に投げるんです。保証協会に判断させて、

保証すると言えば銀行が後からついてくる。で

すから、私はこのくらいの金額、１億8,000万、

こういう金額を多目に設定して、中小企業、零

細企業を支援するという県の姿勢を考えたら、

ここは非常に厳しいけれども、ここで支援して

やったらこの企業がまた頑張って、来年以降よ

くなるだろうというものに思い切って保証をし

て、それが場合によっては失敗することもある

かもわかりませんけれども、そういう姿勢は行

政として必要だと思う。だから、余分に予算化

して、余ればさっき言われたようにまた戻すと、

そういう形で今後も取り組んでいただきたいと

思います。わかりました。

○日下オールみやざき営業課長 先ほど外山委

員から御指摘のありました企業の寄附の場合の

扱いということでございますが、企業が県に対

して寄附することは可能でございますが、その

場合につきましては、全額が損金算入されると

いう形の取り扱いになっております。企業の場

合は、今回のいわゆるお礼とかの対象にはしな

いということで考えております。

○外山委員 企業も全額対象になるということ

ですね。個人の場合は、いろんな線引きがある。

そこ辺の細かい仕分けの仕方を後でいいからく

ださい。県外に金持ちの友人が何人かおるから。

（笑声）そこ辺に言って、税金を納めるよりは、

宮崎に寄附してくれたら、土産のうまいもんが

届きますよとＰＲしたいと思いますから、後で

詳しいことを教えてください。

○日下オールみやざき営業課長 そのような形

で対応させていただきます。ありがとうござい

ます。

○後藤委員 金融対策のみやざき成長産業育成

貸付の拡充で、フードビジネス、東九州メディ

カルバレー構想、新エネルギー、今回海外展開

ということで、地域に根差した成長産業づくり

という大きなテーマで、新年度に向けて走られ

る中で、金融政策の応援をしていくと。

きのうも御説明がありました東九州メディカ

ルバレー構想、企業立地でも出たんですけれど

も、全体的な支援をするコーディネーターの配

置に、今回、新たに挑戦されるようですけれど

も、特に東九州メディカルバレー構想のコーディ

ネーターは、どういうスペックというか、どう

いう方を立てられるのか、そこをお聞かせ願い

ます。

○冨山産業集積推進室長 現在、東九州メディ

カルバレーで、２名のコーディネーターをお願

いしております。この来年度の予算にも反映を

させております。この２名の方、１名は、あら

たにものづくり企業が医療機器産業等に参入す

るために、その参入を支援するという目的で配

置をさせてもらっております。その方は、元大

手医療機器メーカーの工場長を経験された方で、
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ある程度薬事法にも─旧薬事法ですが─詳

しく、それから、研究開発や製造現場のさまざ

まなことにも詳しい方でございます。

それから、もう一人、これは、関東に在住の

方なんですが、販路開拓を主にお願いしている

コーディネーターがございます。そのコーディ

ネーター、現在お願いしている方は、大手の外

資系の医療機器メーカーを経験された方で、現

在も個人的に海外も含めて医療機器の関係のコ

ンサルタントをされてる方で、月に６日程度で

ございますが、活動をお願いしているものでご

ざいます。

そういった方で、引き続きそれくらいのスペッ

クを持った方をお願いをしたいと考えておりま

す。

○後藤委員 コーディネーターにより体制整備

して、いろんな企業の参入を促して、販路開拓

で一連の流れができてるということでよろしい

ですね。

○冨山産業集積推進室長 ものづくり企業さん

が、初めてそういったところに関心を持って参

入したいと、そういうステージの企業さんから、

既に医療機器についてかなりやってるけれども、

もっと実績を伸ばしたいというところで、販路

開拓を目指してらっしゃる企業さんの支援まで、

一連の各ステージに応じて支援メニューを準備

しております。

○後藤委員 そういった参入企業、それこそマッ

チングじゃありませんけど、ミックスして連携

をとり合って対応していただくとありがたない

なと思いますので、これは要望としておきます

ので、よろしくお願いします。

○外山委員 まず、青島の県立植物園の改築を

今やっておると思うんです。本年度で建物は終

わって、外のほうが来年度ということで、これ

都市計画課が窓口となってますが、同じ常任委

員会なんです。都市計画課の設計でやっていっ

て、建物はまだでき上がってないか、私は見て

ないんですが、すばらしいトイレをつくろうよ

という話をしてきましたね。そして、女性用の

スペースをふやす。もちろんウォシュレット。

日本一すばらしいトイレをつくりましょうと。

都市計画課のほうもそういうことで努力をしま

すということで、楽しみにしておるんです。

こういう植物園ができ上がったときに、これ

を観光の目玉としてＰＲしていく必要がある。

しかし、都市計画課はあんまりそういう分野で

は専門じゃないと思うので、そこを特に観光の

担当のほうが、エージェントなりそれからメディ

アを使ってのＰＲ、そういうところに取り組ん

でいく必要があると思うんですが、観光推進課

長、どうでしょうか。

○孫田観光推進課長 今回、青島のほうで整備

が進んでおります植物園につきましては、かな

り老朽化が進んでいたものが全く新しいものに

生まれ変わるということで、観光の資源として

大変ありがたいことだと思っております。

この植物園は青島の一つの資源ということで、

青島観光につきましては、青島神社、島そのも

の、そして参道、その周辺といったものを含め

まして、全体としてのＰＲをやっていく上での

一つの大きな玉になるかと思っておりますので、

今後の観光ルート開発、あるいはエージェント

等の働きかけにおきましては、その点について

も十分活用してまいりたいと考えております。

○外山委員 宮崎県としては久々ですよ。こう

いう施設を改築したのは、よろしくお願いいた

します。

それからもう一点、本会議でも自民党の横田

会長から、質問がありました。西都原の世界遺
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産、それについて知事の答弁で、積極的に登録

に向けて取り組むということですが、今、教育

委員会の文化財課のほうに専門主幹を１人置い

てあります。これは、全庁的に取り組む問題で、

教育委員会だけがやっていけばいいというもの

でもない。それは、商工、総務政策も関係する

でしょう。そういうところの今後の取り組み、

商工の事業予算の説明では、特段その件には何

も触れてないんですが、商工の立場として、こ

れを全庁的に取り組んでいくためのスタンスと

いいますか、そういうところはどのようにお考

えでしょうか。

○松浦記紀編さん記念事業推進室長 西都原古

墳群を初めとする本県の古墳の世界遺産を目指

していこうということでございまして、私ども

としても、県として一緒にやっていくべきだと

いうことであります。今年度につきましては、

教育委員会と連携しながら、一緒に文化庁にお

話を伺いに行ったりとか、西都原でありました

シンポジウムの企画に入り込んで、一緒に考え

ていったりとか、お客さんを呼んできて、その

評価をしていただくとかいうところを共に進ん

できたと、そういう気持ちでやってきたところ

でございます。

ただ今後、内容を進めていくためには、やは

りある程度の形をつくっていくことが大事だろ

うと思っております。この中で、今、教育委員

会のほうでは、世界遺産を目指していく上で、

少なくとも宮崎市の生目古墳群でありますとか、

それから、新富町の新田原古墳群でありますと

か、そういったところも含めたコンセプトとい

うのが必要だろうということがありましたから、

関係する宮崎市、それから新富町にもお声がけ

をしまして、今後、どういうふうに進めていこ

うかという協議を事務的には始めたところでご

ざいます。

そういった形での体制を整えていくという意

味で、関係する２市１町、県という形での枠組

みを、できれば27年度に勉強会みたいな形でで

も立ち上げができればいいのかなということで、

今、考えながら進めているところでございます。

あわせて、庁内におきましても、関係する課

が集まった形で、一緒に考えながら進めていく

体制が必要だということも感じておりますので、

総合政策部のほうにもお話をしながら、そうい

う体制を考えてまいりたいと思ってるところで

ございます。

○外山委員 今言われたような形で動いていこ

うということですから、積極的にやっぱり観光

の立場は立場として、総合政策課あたりにも話

をしながら、大きな組織は要りませんから、全

庁的な連絡調整というか、そういうものを早く

立ち上げてスタートしていかないと、すぐ１年

たってしまいますから、私も、この世界遺産の

めどがたつまでは死ぬわけにいかんし、（笑声）

よろしくお願いをしておきます。

○渡辺副委員長 今度の予算の中にあるわけ

じゃないんですが、３年ぐらい前に県立美術館

の壁を使って、プロジェクションマッピングを

やったと思うんです。記紀編さん絡みだったと

記憶してるんですが、私は２回見に行ったんで

すけれども、固定化してずっとやるのかなと思っ

てたんですが、その後はなくて。いい取り組み

で、その時々の宮崎の観光面のアピールの素材

を毎回変えていったとしても、これは固定化す

れば、それなりに県民の皆さんにも楽しんでも

らえるし、観光資源とまでは言えるかどうかわ

かりませんが、定着したイベントとなったらい

いんじゃないかなという印象を持っておったん

ですが。あれは、あくまでも、１回やってみま
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しょうかというものだったのか、その辺はいか

がでしょうか。

○松浦記紀編さん記念事業推進室長 プロジェ

クションマッピングにつきましては、記紀編さ

ん記念事業のスタートの年ということで、県民

の皆様にいろんな形で認知をしていただきたい

ということで、その年はかなり県内のイベント

を打っておりまして、その一つとしてさせてい

ただいたということでございまして、その後、

ちょっとそちらの方面では実施していないとい

うことでございます。

○渡辺副委員長 わかりました。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、その他で何かありま

せんか。

企業立地関係で、ぜひお願いしたいというの

が、企業立地で首都圏に対して積極的に、熱意

を持ってやってますというのはわかるんですが、

我々の地元にしても十数年間ほとんど誘致企業

なしで、働く場がない。そういった意味では、

首都圏、県外からの企業誘致も大事なんですけ

れども、その地域を知ってる県内の企業、例え

ば、串間だとああいった農産物があると、ああ

いった企業があると、そういった県内の地元を

知ってる企業に対して立地をしていただけない

だろうか。それこそ、知事が首都圏に行ってトッ

プセールスをするよりも、企業立地の担当の皆

さんが、県内を熟知してる皆さん方に呼びかけ

ていただいて、過疎地、郡部に対して県内の企

業の誘致です。そういったのを働きかけていた

だきたいなと思うんですが、いかがでしょうか。

○津曲企業立地課長 頭の痛い話を今からしま

す。実は私ども、なかなか大変なところを今お

聞きしながら、できてないんです。これは、引っ

こ抜かれる市町村のこともございますので、そ

れぞれ地域で企業立地の協議会をつくらせてい

ただいております。例えば、県南から延岡に出

かけていってやろうかという話になりますと、

県庁の立場としましては、やはり県外から連れ

てくるときは、心を一つにできるんですが、西

諸から宮崎の企業を取ってこいという話も、１

年前の委員会で同じように言ってたんですけれ

ども、やはりなかなか難しい。市町村に、情報

提供は十分できてます。私たちも、いろんな市

町村さんに県内の自動車産業はこういう動きを

してますよとか、こんなところにありますよと

いう資料も御提供できるんですが、県職員が先

頭に立って動くと、やっぱりなかなか難しいの

かなというところがございます。これは本当に、

私も串間出身でございますので、串間にないじゃ

ないかと言われてるのは、もう何年も言われ続

けてます。ただ、これは実現しないだけで、視

察とか、市役所から行って御説明をしてもらっ

てるというのは、結局、私たちは去年、新たな

施設を宮崎に持ってくるためにということ

で、1,700社余り回りました。今年度は、もう間

もなく1,700になります。ことしは、今、35ぐら

いの「勝ち」ですけれども、実はその1,700の大

半は「負け」でございまして、その負けを続け

る中で、みんなでやっぱり、本当に今一番事情

がわかる、県内から、あっちから、こっちから

というのが本当はベストかもしれないんですが、

なかなかパンドラの箱のような気がしまして、

個人的にようあけんというのが実情でございま

す。

○岩下委員長 なかなか難しいというのはわか

るんですが、県外から持ってくる、それが企業

誘致としてはいい働きになるとは思うんですけ

れども、ただ、地域の特産品とか、フードビジ
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ネスとか、地域の特色を生かすということにな

れば、例えば、都城から県南のほうに工場を誘

致するとか、あるいは食品関係の中で例えば県

南に出ませんかということで、奪い合いという

よりも、その地域を生かすと。現実の話をいつ

もするんですけれども、働く場がないというの

はどんなに厳しいことか、ぜひ、限界集落やら

ちょっと歩いてみてください。声がかかるのは、

どっか仕事はねえじゃろうかい、私に合うよう

な仕事はねえじゃろうかいというのをまさに直

接聞けますので、ぜひ、ローカルを歩いていた

だいて、企業誘致、何人でもいいんです。それ

は、10人、20人でなくても構わないんですけれ

ども、５人でも６人でもいいと。そういった関

係で、ちょっと視点も、県外も大事ですが、ロ

ーカルを含めて県内企業の企業立地、これもひ

とつ少し目を向けていただきたいなということ

を要望しておきます。涙声になりましたけれど

も、よろしくお願いします。

○茂商工観光労働部長 中山間地域とか過疎で

の立地は、なかなか厳しいというのが現実です

し、県外から引っ張ってくるというのも苦戦し

てるというのはあるんですけれども、私ども、

中核的企業を育成しようということで、一生懸

命これから取り組もうとしております。今、県

内にある企業が移転ということじゃなくて増設

をされる場合には、現在地でできないと言って

るようなことがある場合には、今おっしゃるよ

うに、地域の実情を理解しながら、もしできる

ようであれば誘導していきたいとは考えてます。

ですから、まずは中核的企業を育成していっ

て、底上げを図っていくということが非常に大

事だと思います。その点、一生懸命またやって

いきたいと思います。

○岩下委員長 部長を初め立地課長、どうぞよ

ろしくお願いをいたします。

そのほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、以上をもって商工観

光労働部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時０分休憩

午後２時10分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等の説明を求

めます。

部長の概要説明後、３課ごとに班分けして議

案の審査を行い、最後に総括質疑の時間の設け

ることといたします。歳出予算の説明について

は、重点・新規事業を中心に簡潔に行い、あわ

せて決算における指摘要望事項に係る対応状況

についても説明をお願いします。

それでは、初めに管理課、用地対策課、技術

企画課の議案の審査を行いますので、順次説明

を求めます。

なお、委員の質疑は、３課の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○大田原県土整備部長 県土整備部でございま

す。よろしくお願いいたします。

今回の委員会で御審議いただきます県土整備

部所管の議案等につきまして、お手元の商工建

設常任委員会資料によりまして、その概要を御

説明したいと存じます。

申しわけありません、座って御説明させてい

ただきます。

資料の目次をごらんください。

御審議いただきます議案を担当課ごとに記載

しております。平成27年度当初予算の関係議案
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のほか、使用料及び手数料徴収条例の一部を改

正する条例ついてなどの議案となっております。

次に、資料の１ページをお願いいたします。

平成27年度の当初予算案におきます県土整備

部の主要施策の概要を記載しております。県土

整備部としましては、県政の直面する課題の解

決に向けまして、平成27年度事業を検討するに

当たっての視点であります人口減少問題の克服、

将来の発展と地域を支える人材づくり及び宮崎

のおもてなしの磨き上げと魅力の発信に取り組

んでまいりたいと考えております。

次に、資料の２ページをお願いいたします。

県土整備部の当初予算一覧でございます。平

成27年度予算は、一般会計と特別会計を合わせ

た部予算合計では、一番下の段の右から２番目

にありますとおり551億7,209万3,000円、前年度

比は、その右側にありますとおり、骨格予算で

ありますので、74.8％となっております。

また、資料の10ページ以降に条例の一部改正

や主な重点事項などの説明資料を掲載しており

ます。

議案を初め、別冊で配付しております決算特

別委員会の指摘要望事項に係る対応状況につき

まして、担当課長からそれぞれ説明させますの

で、よろしく御審議のほどお願いいたします。

私からは、以上でございます。

○福嶋管理課長 管理課でございます。

まず、県土整備部の当初予算の概要について

御説明をいたします。

委員会資料の２ページをお開きください。

この表は、先ほど部長も説明いたしましたが、

県土整備部の当初予算額を一覧表にして取りま

とめた総括表でございます。

平成27年度当初予算は、右から２列目の太線

で囲んでおりますＣ列ですが、下から５行目の

一般会計が537億9,401万9,000円、下から２行目

の特別会計が13億7,807万4,000円、一番下の部

予算合計で551億7,209万3,000円で、昨年度の当

初予算と比べた率は、その右の欄ですが、74.8

％となっております。

なお公共事業につきましては、表の中ほどの

行、括弧書きの公共計のＣの欄にありますよう

に、441億5,216万7,000円で、対前年度比72.1％

となっております。これは、骨格予算として編

成したことによるものでありまして、当初予算

計上額は、予算編成方針で示された予算要求限

度額のおおむね８割に相当する額になっており

ます。

それでは、その内容について御説明をいたし

ます。

３ページをお開きください。

２の補助公共・交付金事業でございます。太

線で囲んだＣ列ですが、道路事業で136億3,600

万9,000円、河川事業で30億590万1,000円など、

合計で、一番下の計の欄にありますように、237

億7,064万6,000円であります。

次に、４ページをごらんください。

３の県単公共事業でございます。同じく太線

枠内のＣの列ですが、道路事業で47億5,599

万6,000円、河川事業で10億6,290万6,000円など、

一番下の合計で67億5,433万2,000円であります。

なお、骨格予算では、公共土木施設の維持管

理経費を優先的に措置したところでございます。

次に、５ページをお開きください。

４の直轄事業負担金でございます。太線で囲

んだＣ列ですが、一番上の道路事業で26億6,100

万円、下から２行目の高速道の新直轄で15

億6,800万円など、一番下の合計で63億1,120

万6,000円であります。

次に、６ページをごらんください。
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５の災害復旧事業でございます。同じく太線

で囲んだＣ列ですが、上段の土木災害が補助と

県単の計で67億1,834万4,000円、中段の港湾災

害が補助と県単の計で５億9,763万9,000円、合

計では、一番下の計の欄にありますように、73

億、1,598万3,000円であります。

次に、７ページをお開きください。

債務負担行為の追加でございます。このペー

ジから右のページにかけて、債務負担行為の設

定事業を掲げております。お願いしております

債務負担は、工期の長い工事や委託期間が２カ

年度にまたがる委託業務であります。

なお、今議会における設定事業の合計は、右

の８ページの一番下の計の欄に記載のとおり16

件で、限度額は88億3,600万円であります。

次に、９ページをお開きください。

議案第48号「土木事業執行に伴う市町村負担

金徴収について」であります。平成27年度の土

木事業に要する経費に充てるため、３事業につ

きまして、記載の負担率のとおり市町村負担金

を徴収することについて、地方財政法第27条等

の規定によりまして、議会の議決に付するもの

であります。

なお、負担金徴収については、既に関係市町

村からの同意を得ているところであります。

県土整備部の当初予算の概要及び関連議案は、

以上であります。

続きまして、管理課の当初予算につきまして

御説明をいたします。

お手元の平成27年度歳出予算説明資料でござ

いますが、青いインデックスの管理課のとこ

ろ、341ページをお開きください。

当課の平成27年度当初予算額は、20億1,061万

円であります。以下、主なものを御説明いたし

ます。

343ページをお開きください。

まず、５行目の（事項）職員費16億7,449

万3,000円であります。これは、管理課及び宮崎

土木事務所ほか土木事務所の総務課など、出先

機関の一部の職員の人件費であります。

次に、一番下の（事項）建設技術センター費

１億72万7,000円であります。

内容は、次の344ページをお開きください。

一番上にありますように、これは、県で実施

する職員の研修経費や産業開発青年隊等の運営

業務に伴う指定管理料などであります。

最後に、一番下の（事項）建設業指導費２

億1,474万9,000円でありますが、下の説明の欄

の１と２につきましては、建設業の許可や経営

事項審査に要する事務費であります。

次に、３の「建設産業経営力強化支援事業」

でありますが、これは、地域の経済と雇用を支

える重要な産業である建設産業の健全な発展を

図るため、資金調達に対する支援や新分野への

進出に対する支援などの実施に要する経費であ

ります。

また、４のサーバー統合基盤へのシステム移

行費でございますが、これは、県の入札参加資

格を有する建設業者等の情報を管理する建設業

関連情報システムのサーバーを、情報政策課が

全庁的に統合を進めております宮崎県サーバー

統合基盤へ移行することに要する経費でありま

す。

当課の予算につきましては、以上であります。

続きまして、条例改正議案について御説明を

いたします。

委員会資料に戻っていただきまして、10ペー

ジをお開きください。

議案第24号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」についてであります。これ
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は、管理課で所管しております建設技術センタ

ーの使用料について改正をお願いするものであ

ります。

まず、１の改正の理由であります。

建設技術センターは、平成10年に再整備を行

い、運転練習場及び機械練習場については、そ

のころから現在と同じ状況にありましたが、使

用料及び手数料徴収条例に規定がなかったため、

使用料の徴収を行っておりませんでした。

今回、平成27年度からの指定管理者の第２期

指定にあわせて、受益者負担の適正化の観点か

ら、新たに使用料を設定するとともに、減免規

定の明確化を行うため、所要の改正を行うもの

であります。

次に、２の改正の内容であります。

（１）の使用料の新設であります。①の建設

機械の運転練習場については、１時間につき235

円、②の機械練習場につきましては、１時間に

つき65円の使用料の新設を行うものであります。

次に、（２）の教室、体育館等に係る減免規定

の改正であります。

これは、上記（１）の改正にあわせまして、

減免の対象となるものをわかりやすく表示する

ため、規定の明確化を行うものであります。

最後に、３の施行期日でありますが、平成27

年４月１日から施行したいと考えております。

管理課の説明は、以上であります。

○林用地対策課長 用地対策課でございます。

当課の平成27年度当初予算について御説明い

たします。

用地対策課の青いインデックスの張ってある、

歳出予算説明資料の345ページをお開きくださ

い。

当課の当初予算額は、一般会計が２億6,414

万9,000円、そして、公共用地取得事業特別会計

が２億1,292万9,000円、一般会計と公共用地取

得事業特別会計を合わせまして、一番上のほう

に記載してございますけれども、４億7,707

万8,000円であります。

以下、主なものについて御説明いたします。

347ページをお開きください。

まず、一般会計でありますが、ページの中ほ

どにございます（事項）収用委員会費1,311

万1,000円であります。これは、収用委員の報酬

のほか、収用裁決に必要な土地や物件の鑑定料

など、委員会の運営に要する経費であります。

次に、一つ下の（事項）用地対策費194万2,000

円であります。これは、登記事務の委託料など、

用地対策の推進に要する経費であります。

次に、348ページをお開きください。

（事項）特別会計繰出金でございます。１

億8,292万3,000円であります。これは、次に御

説明いたします公共用地取得事業特別会計の事

業費として一般会計から繰り出すものでありま

す。

続きまして、下の349ページをごらんください。

公共用地取得事業特別会計でございます。当

初予算額は２億1,292万9,000円であります。下

のほうの説明の欄でございますが、１、公共用

地取得事業費１億8,292万9,000円は、用地の先

行取得や代替地取得のための用地補償費及び事

務費であります。

下の２でございますが、一般会計への繰出

金3,000万円は、県が代替地として取得した用地

を地権者に売却する際の収入を一般会計へ繰り

出すものであります。

用地対策課につきましては、以上でございま

す。

○髙橋技術企画課長 技術企画課であります。

当課の平成27年度当初予算について御説明い
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たします。

お手元の歳出予算説明資料の青いインデック

ス、技術企画課のところ、351ページをお開きく

ださい。

当課の当初予算額は３億4,108万8,000円であ

ります。

以下、主な内容を御説明いたします。

353ページをお開きください。

中ほどの（事項）土木工事積算管理検査対策

費6,142万6,000円であります。これは、公共工

事における設計単価の調査及び品質確保のため

の施工体制の重点点検などに要する経費であり

ます。

次の354ページをお開きください。

上の段の（事項）公共工事技術力向上事業費293

万5,000円であります。これは、土木技術の研さ

んのための講習会などに要する費用であります。

次に、商工建設常任委員会資料の11ページを

お開きください。

「地域総合メンテナンス事業」についてであ

ります。

この事業は、今年度、この委員会におきまし

て地域維持型契約として御説明差し上げてきた

ものであります。これまで地域の社会資本の維

持管理といたしまして、道路や河川など、それ

ぞれの維持管理事業を実施しておりましたもの

を、来年度から地域総合メンテナンス事業と名

称をつけまして、包括して実施するものであり

ます。

２に事業の概要をお示ししております。

（３）の契約制度のイメージのように、現行

の道路巡視業務など４つの業務を個別に契約し

ておりましたものを、矢印の下のように業務を

包括し、組合やＪＶなどが受注可能とした上で、

県内を17地区に分け、全県的に実施してまいり

ます。

（１）予算額、（２）財源にありますように、10

億7,191万6,000円を全額県費としてお願いして

おります。

過去３カ年の実績の平均は９億3,671万1,000

円でございますが、労務単価の引き上げ、ある

いは消費税が５％から８％に上がったことを考

慮したものであります。

技術企画課からは、以上であります。

○岩下委員長 議案に関する執行部の説明が終

了しました。委員の皆様から質疑はありません

か。

○宮原委員 353ページの技術企画課です。先ほ

ど、土木工事積算管理検査対策費の中で、労務

及び建設資材単価の調査というので、これ

は、3,257万円ほどかかってますね。やっぱりこ

の調査というものには、これだけ経費がかかる

んですか。どういう形で調査されるのかを聞か

せてください。

○髙橋技術企画課長 6,142万6,000円の内訳に

つきましては、その説明の中で書いてございま

すが、労務及び建設資材単価の調査で3,200万円、

それと、公共工事品質確保等に2,300万円余りと

なっております。

この3,200万円の内訳につきましては、労務費

調査が500万円余り、それから、資材の単価調査、

これが2,200万円余りでございます。

具体的な中身も、補足して説明いたします。

労務費調査の500万円余りにつきましては、こ

とし２月に労務単価を上げたところであります

が、それの基礎資料となります調査を昨年の10

月にやっております。公共工事として発注して

いる企業からの聞き取り及び賃金台帳等の資料

から、国と協力して調査をやっているところで

す。
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それと、そのほかの資材、生コンクリートと

か、コンクリートブロック、その他ガソリン代

等につきまして、年に原則４回ほど主要資材を

調査して、設計に利用しているところでありま

す。それが、2,200万円余りの金額となります。

以上です。

○宮原委員 ありがとうございます。年４回調

査する部分で2,200万、１回に550万ぐらいかかっ

てるということになりますよね。この調査をさ

れるのは、担当部署の皆さんがされるんですか。

もう一つの人件費は、国と協力をしてというこ

とでしたから、それは国とセットで回られて調

査をするのか。台帳を見るということでしたか

ら、当然だと思うんですが。

○髙橋技術企画課長 この労務費調査及び資材

の調査につきましては、委託で調査会社に委託

しているものです。例えば、物価調査会とか経

済調査会とかいう会社がございますが、そちら

のほうに委託しているところです。

○宮原委員 委託ということは、そういう会社

が幾つかあれば、入札か何かになるんですか。

それか、専門のところに行くんでしょうか。

○髙橋技術企画課長 こういうノウハウを持っ

てるところは少ないんでございますが、今のと

ころ、２社から３社ぐらいありますので、その

中で入札で決めております。

○宮原委員 わかりました。ありがとうござい

ます。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、以上で管理課、用地

対策課、技術企画課の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後２時34分休憩

午後２時35分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

次に、道路建設課、道路保全課、高速道対策

局の審査を行います。

○大坪道路建設課長 道路建設課であります。

当課の平成27年度当初予算について御説明い

たします。

お手元の歳出予算説明資料、道路建設課の青

いインデックスのところ、355ページをお開きく

ださい。

当課の当初予算額は、127億523万2,000円であ

ります。

以下、主な内容について御説明いたします。

357ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）直轄道路事業負担金26

億6,100万円であります。これは、国道10号や国

道220号などにおける国の直轄道路事業に対する

県の負担金であります。

次に、一番下の（事項）公共道路新設改良事

業費97億4,405万4,000円であります。これは、

国の補助金や交付金を受けて道路の改築を行う

経費でありますが、その内訳としましては、次

の358ページ、一番上に記載しております。

国道219号などの地域高規格道路の整備を行う

１の「道路改築事業」が12億6,483万円、宮崎西

環状線など、国道や地方道の改築を行う２の「地

方道路交付金事業」が84億7,922万4,000円であ

ります。

道路建設課は、以上であります。

○馴松道路保全課長 道路保全課であります。

当課の平成27年度当初予算について御説明い

たします。

お手元の平成27年度歳出予算説明資料、道路

保全課のインデックス、359ページをお開きくだ

さい。
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当課の当初予算額は、103億6,680万4,000円で

あります。

次に、主な内容について御説明いたします。

361ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）道路管理費9,673万円

であります。これは、県が管理する国県道にお

いて、道路管理に要する経費でありますが、そ

の中で、２の改善事業「「みやざきの道」愛護活

動推進事業」につきましては、後ほど委員会資

料で御説明いたします。

362ページをお開きください。

上から２番目の（事項）地域総合メンテナン

ス事業費９億9,991万6,000円であります。これ

は、地域維持型契約に係る道路の巡視・巡回パ

トロール、応急維持工事に要する経費でありま

す。

次に、その下ですが、（事項）公共道路維持事

業費38億8,820万5,000円であります。これは、

通学路の交通安全対策や緊急輸送道路等の防災

対策などに要する経費であります。

次に、その下になりますが、（事項）県単道路

維持費18億1,870万4,000円であります。これは、

道路施設の補修や草刈りなど、日常的な維持管

理に要する経費であります。

次に、一番下の行、（事項）県単舗装補修費14

億7,040万円であります。これは、ひび割れやわ

だち掘れなど、傷んだ舗装の補修工事や全面打

ちかえ工事を行う経費であります。

363ページをお開きください。

一番上の（事項）沿道修景美化推進対策費７

億9,453万2,000円であります。これは、宮崎県

沿道修景美化条例に基づき、沿道のすぐれた景

観の保護や花木類の植栽等を行うことで、花と

緑にあふれた道路環境の創出に努めるものであ

ります。

最後に、一番下の（事項）県単橋梁維持費１

億9,688万円であります。これは、橋梁の耐震補

強や再塗装、クラック補修などを行う経費であ

ります。

続きまして、常任委員会資料の12ページをお

開きください。

改善事業「「みやざきの道」愛護活動推進事業」

についてであります。

まず、１の事業の目的・背景であります。

本事業は、地域住民等が行う道路愛護活動を

支援することにより、県民との協働による道路

環境の保全活動を推進するとともに、道路愛護

思想の普及啓発、地域住民の連帯意識の醸成な

どを図ることを目的としております。

２の事業概要につきましては、予算額は750

万9,000円で、全額県費となり、事業期間は平成29

年度までの３カ年であります。

事業内容につきましては、①のクリーンロー

ドみやざき推進事業では、地域住民等が実施す

る道路美化活動や草刈り活動を今までどおり引

き続き支援することにしております。

道路草刈り活動につきましては、これまで

は500メーター以上の草刈り団体に対して支援し

ておりましたが、新たに活動延長が500メーター

未満の団体に対する謝金を、今回から設定する

ことにしておりまして、より幅広い団体への支

援を行うことにしております。

また、道路愛護研修活動としましては、クリ

ーンロードみやざき推進事業の参加団体の継続

的な活動につながるように、参加団体が行う研

修会などへの講師派遣を行うことにしておりま

す。

②の道路愛護運動推進事業につきましても、

引き続き各土木事務所における啓発活動や道路

愛護功労者表彰を行うことにしております。
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最後に、３の事業効果でありますが、（１）か

ら（３）にありますように、県民総力戦による

低予算での道路環境の維持向上が図られること、

また、道路愛護運動の普及啓発が図られるとと

もに、地域の皆様が活動に参加することで、連

帯意識が醸成され、地域の活性化につながるも

のと考えております。

当初予算の説明につきましては、以上でござ

います。

続きまして、上程しております議案について

御説明いたします。

同じく、常任委員会資料の13ページをお開き

ください。

議案第25号「道路占用料徴収条例の一部を改

正する条例について」でございます。

１の改正理由であります。

今回の改正は、国において平成26年４月１日

から所在地区分や占用料の額の改定が行われた

こと、及び前回改正の平成21年４月以降の社会

情勢の変化を受け、占用料の改定等を行うもの

であります。

次に、２の改正の内容であります。

１点目は、所在地区分の改定であります。国

において、従来の３区分が第１級地から第５級

地の５区分に細分化されたところであります。

これは、市町村合併に伴い、従来と比較して地

価が安い市町村が存在することとなったことか

ら、より地価に即した所在地区分とする必要が

生じたことによるものであります。このため、

本県では、現在の２区分を３区分に細分化する

ものであります。

具体的には、矢印で示しておりますが、市が

新たに第３級地から第５級地へ、また、町村は

第４級地から第５級地になります。例えば、宮

崎市は第３級地、都城市は第４級地となります。

２点目は、占用料の額の改定であります。占

用料の額の改定につきましては、これまで九州

各県とともに九州統一の単価により改定してお

りましたが、この額の算定基礎となる最新の地

価水準が変動したことから、変動を反映した額

に改定するものであります。

代表的な占用料単価を参考にお示ししており

ますが、改定前の市及び町村の２区分から第３

級地、第４級地及び第５級地の３区分に応じた

単価を設定しております。

次に、３の施行期日でありますが、平成27年

４月１日から施行を予定しております。

道路占用徴収条例の一部を改定する条例につ

きましては、以上であります。

続きまして、常任委員会資料の14ページをお

願いします。

議案第43号「県道の道路標識の寸法を定める

条例の一部を改正する条例について」でござい

ます。

初めに、１の改正の理由についてであります。

県が管理している道路標識の基準等につきま

しては、国の「道路標識、区画線及び道路標示

に関する命令」に準拠しているところでありま

すが、国の省令の改正に伴い、県道の標識につ

いても、今回、同様の改正を行うものでありま

す。

次に、２の改正の内容であります。

下に載せておりますように、道の駅までの距

離の案内と道の駅の予告案内の２種類の標識を

新たに追加するものであります。

今回の国の改正は、高速道路などから一般道

の道の駅を案内する標識の追加となっておりま

すので、設置場所は、県が管理する都城志布志

道路などの自動車専用道路に限定した箇所への

適用となります。
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３の施行期日につきましては、平成27年４月

１日から施行することとしております。

条例改正の説明については、以上であります。

最後に、別冊の決算特別委員会の指摘要望事

項に係る対応状況につきまして御説明いたしま

す。

７ページをお開きください。

まず、上のほうですけれども、⑩番、沿道修

景美化推進対策についての指摘要望であります。

本県は、昭和44年に沿道修景美化条例を制定

し、県民はもとより本県を訪れる観光客にも宮

崎らしさを実感していただくよう、花と緑にあ

ふれた道路環境の創出及び保全に努めてきたと

ころであります。

しかしながら、樹木の高木化や老木化により、

維持管理が難しくなってきていることや、東九

州自動車道の開通などで観光客の動向も大きく

変わっている、こういったことから、沿道修景

を図るべき地区などの見直しが必要であると考

えております。

このため、平成27年度から新たな沿道修景美

化の取り組みについて検討することとしており

まして、よりよい道路環境の創出に向けて全力

で取り組んでまいりたいと考えております。

沿道修景美化推進対策につきましては、以上

であります。

最後に、その下の⑪通学路の安全確保につい

ての指摘要望であります。

通学路の安全な歩行空間を確保するため、県

内全市町村におきまして、今年度から通学路の

交通安全プログラムの策定に取り組んできたと

ころであり、策定に当たりましては、県が率先

して各市町村へ出向きまして、推進体制の構築

など積極的な支援を行ってまいりました。

その結果、道路管理者、学校、警察等の関係

者一同で合同点検が行われ、各学校ごとにハー

ド面からソフト面のそれぞれの対策内容が取り

まとめられたところであります。

この通学路交通安全プログラムは、全ての市

町村におきまして、今年度中にホームページで

公表される予定であります。

また、通学路の整備につきましては、平成24

年度に行われました緊急合同点検、これに基づ

く危険箇所の解消ということに努めております

が、要対策箇所246カ所のうち、平成24年度に96

カ所、平成25年度に75カ所の対策を完了してお

りまして、平成26年度は、残りの75カ所につい

て、現在、歩道等の整備を行っているところで

あります。

通学路の安全確保につきましては、県として

も大変重要な課題と認識しておりますので、今

後はプログラムに位置づけられた危険箇所の解

消に努めるとともに、関係者間で連携しながら、

安全対策の改善充実を図ってまいりたいと考え

ております。

道路保全課につきましては、以上であります。

○直原高速道対策局長 高速道対策局でありま

す。

当局の平成27年度当初予算について御説明い

たします。

歳出予算説明資料の407ページをごらんくださ

い。

当局の当初予算額は16億7,449万3,000円であ

ります。

以下、主なものについて御説明いたします。

409ページです。

中ほどより少し下の（事項）に直轄高速自動

車国道事業負担金15億6,800万円の計上がござい

ますが、これは、国が新直轄事業として整備を

進めている東九州自動車道、清武南―北郷間、
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北郷―日南間について整備に要する経費の一部

を負担するものでございます。

その下の「高速道路利活用促進・開通ＰＲ事

業」660万7,000円の計上でございますが、これ

は、高速道路をより利用していただくために、

ポスターやチラシなどにより、県内外の方々に

対して開通区間のＰＲを行うというものでござ

います。

高速道対策局は、以上でございます。

○岩下委員長 議案に関する執行部の説明が終

了しました。委員の皆様から質疑はありません

か。

○太田委員 委員会の説明資料の12ページの

「「みやざきの道」愛護活動推進事業」について、

これは、以前から取り組まれておるわけですけ

れども、県民の方の認知度といいますか、それ

がどのぐらいになってるのかなと思うんです。

というのは、市町村でもこういった市民協働の

事業に取り組んでるところがあると思いますけ

れども、こういう制度を知らないところもある

のかなと思って。それで、うちの近所の道に草

が生えとって、どうして何か美観上も悪いとか

いって、何らかの相談をされたときに、この事

業でやれるんだよと職員の方が教えることが多

いのか、もしくは、もうこの事業というのを県

民の方、市民の方が知っておられて、この事業

でお願いしたいなという形で来られるのか。今

のこの事業の認知度はどんな感じでしょうか。

○馴松道路保全課長 この道路愛護の活動費で

ございますけれども、平成26年度に県と協定を

結んでいる団体が143団体ございます。平成21年

度は48団体でしたが、年ごとにふえて、現在143

団体になっております。そして、この143団体で、

実際に活動に参加された方が県内で約8,900人い

らっしゃいます。ということで、ある程度広く

行き渡ってきてるという認識を持っております

けれども、ただ、地域によってばらつきがある

というのはございますので、次年度は改善事業

の一環として、例えば、市町村の広報を活用す

るとか、土木事務所の職員が、市町村が実施す

る説明会、集会に出向いて、実際にこういった

のをアピールするとか、そういったこともあわ

せてやっていこうと現在考えているところです。

以上でございます。

○太田委員 団体ということですから、団体を

県としても認めないといかん。この団体は、地

区とかそういうものでしょうかね。

それと、もう一つ。清掃用具とか花の苗の支

給とありますが、清掃用具なんかは消耗品とし

て差し上げるようなことだろうとは思いますけ

れども、事故があってもいけませんが、こういっ

た保険とかの加入というのはされているんです

か。

○馴松道路保全課長 保険は、県のほうで入っ

ております。

○渡辺副委員長 今の太田委員と同じところの

質問なんですが、先ほど、今まで500メートル以

上のところにだけ謝金が出てたのが、それ以下

でも出るということでした。先ほど団体数が143

団体ということでしたけれども、その143には、

現時点で500メートル以下の活動に取り組んでい

る団体も含まれてるんですか。それとも、既に

お金をもらっている、500メートル以上のところ

が登録数に入るんでしょうか。

○馴松道路保全課長 草刈りと花を植える協定

と２種類ございまして、草刈りのほうは500メー

ター以上ということで整理してますので、これ

には入っておりません。ただし、花を植える美

化活動については延長の規定がございませんの

で、こちらのほうについては500メーター未満で
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あっても入ってるということになります。

○渡辺副委員長 協働の事業で、いろんな市民、

県民の方にも協力いただいてるわけですが、こ

れは具体的に、謝金の支給は何メーター当たり

幾らという基準があるのであれば、御参考まで

に教えてください。

○馴松道路保全課長 区分が４つございまして、

一番短いのが、今回設定しました200メーター以

上500メーター未満でございます。年に１回草刈

りしていただくところにつきましては5,000円、

年に２回は9,000円となっております。500メー

ター以上２キロ未満が、年１回で１万6,000円、

２回で２万7,000円。２キロ以上４キロ未満が、

年１回で３万2,000円、年２回で５万4,000円。

４キロ以上が年１回で４万8,000円でありまし

て、年２回で８万1,000円ということになってお

ります。以上です。

○渡辺副委員長 ということは、今回、新しく

できた200メートル以上500メートル未満という

方々は、改めて登録をしないと、こういう御支

援はいただけないということになるんでしょう

か。

○馴松道路保全課長 はい、新しく県と協定を

結んでいただく必要があると思います。

○渡辺副委員長 わかりました。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、以上で道路建設課、

道路保全課、高速道対策局の審査を終了いたし

ます。

暫時休憩いたします。

午後２時59分休憩

午後３時１分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

次に、河川課、砂防課、港湾課の審査を行い

ます。

○大谷河川課長 河川課でございます。

当課の平成27年度当初予算について御説明を

いたします。

歳出予算説明資料の河川課のインデックスの

ところでございます。

356ページをお開きください。

当課の当初予算額は128億3,440万1,000円であ

ります。

以下、主なものを御説明いたします。

367ページをお開きください。

まず、ページの中ほどの（事項）河川管理

費7,714万2,000円であります。

説明欄の１から３の事業は、河川などの維持

管理などに要する経費でございますが、４の「次

代へつなげよう！魅力ある川・海づくり事業」

は、官民一体となった川と海の自然環境の保全

活動や、交流シンポジウムなどの開催を通じま

して、県民意識の醸成を図るとともに、宮崎の

川や海が持つ豊かな自然環境を次世代に伝え、

魅力ある川・海づくりを推進していくものであ

ります。

次に、５の「河川パートナーシップ事業」は、

河川管理施設や河川空間をより良好に維持管理

するために、堤防の草刈り作業などを地元自治

会などに実施していただき、官民協働による河

川管理の一層の推進を図るものであります。

次に、一番下の（事項）ダム施設整備事業費

３億4,464万円であります。

内容につきましては、次の368ページをお開き

ください。

これは、国の補助を受けまして、祝子ダムな

ど３ダムの施設機能の維持向上を図るとともに、

老朽化をしておりますダム施設の長寿命化計画
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策定に要する経費であります。

次に、その下の（事項）公共河川事業費28

億7,470万1,000円であります。これは、国の補

助により実施する河川改修等に要する経費であ

りますが、下の説明欄の１の「広域河川改修事

業」から５の「総合流域防災事業」までの５つ

の事業では、祝子川や五ヶ瀬川などで堤防の整

備や宅地かさ上げなどを実施し、浸水被害の軽

減など防災対策を進めることとしております。

また、６の「津波・高潮・耐震対策河川事業」

では、津波の被害が想定される河川におきまし

て、樋門の無動力化や堤防かさ上げなどの対策

を行うこととしております。

次に、下の369ページ、２番目の（事項）県単

河川改良費１億8,903万4,000円であります。こ

れは、国の補助の対象とならない河川改修や堆

積土砂除去などに要する経費であります。

次に、（事項）県単河川修繕費２億160万円で

あります。これは、河川を適切に維持管理して

いくため、老朽化の進む河川管理施設の維持修

繕などに要する経費であります。

370ページをお開きください。

１番目の（事項）県単自然災害防止河川改良

費１億6,800万円でございます。これは、市町村

の地域防災計画書に掲げられております危険箇

所地域におきまして、災害の発生や拡大を防止

するため、補助事業の対象とならない河川改修

等に要する経費であります。

次に、中ほどの直轄河川工事負担金７億794

万2,000円であります。これは、国が管理する直

轄区間において実施します河川や海岸事業に対

する県の負担金であります。

次に、一番下の（事項）地域総合メンテナン

ス事業費6,200万円であります。この事業は、技

術企画課からも説明がありましたが、その中で、

河川課が所管しますところの河川・海岸の緊急

時パトロール及び応急維持工事等に要する経費

でございます。

下の371ページをごらんください。

２番目の（事項）公共海岸事業費9,120万円は、

海岸保全施設の補修など、老朽化対策を行うも

のであります。

次に、372ページをお開きください。中ほどの

（事項）公共土木災害復旧費66億6,067万6,000

円であります。これは、道路や河川など、被災

した公共土木施設の復旧に要する経費でござい

ます。

河川課は、以上でございます。

○土屋砂防課長 砂防課でございます。

当課の平成27年度当初予算について御説明を

いたします。

お手元の平成27年度歳出予算説明資料の砂防

課のインデックスのところ、375ページをお開き

ください。

当課の当初予算額は、左上の欄の36億1,237

万6,000円であります。

以下、主なものを御説明いたします。

377ページをお開きください。

まず、ページの中ほどの（事項）地域総合メ

ンテナンス事業費1,000万円であります。これは、

砂防課が所管します急傾斜地崩壊防止施設等の

維持管理を行う事業であります。

次に、その下の（事項）公共砂防事業費11

億3,250万円であります。これは、土石流のおそ

れがある渓流での砂防堰堤などの整備や地すべ

りのおそれがある箇所での対策工事及び土石流

等に関する土砂災害警戒区域等の指定のための

基礎調査などを行う事業であります。

378ページをお開きください。

一番上の（事項）公共急傾斜地崩壊対策費18
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億3,283万8,000円であります。これは、がけ崩

れのおそれがある箇所での擁壁工・のり面工な

どの整備や、急傾斜地に関する土砂災害警戒区

域等の指定のための基礎調査などを行う事業で

あります。

次に、一番下の（事項）県単公共急傾斜地崩

壊対策事業費7,600万円であります。これは、既

存の急傾斜地崩壊防止施設の修繕などを行う工

事や、津波浸水区域内にある既存の急傾斜地崩

壊防止施設に津波避難用の階段や通路を整備す

る工事及び市町村が実施する急傾斜地崩壊対策

工事に対する補助金であります。

379ページをごらんください。

一番上の（事項）直轄砂防工事負担金４億1,254

万4,000円であります。これは、霧島火山群から

の土砂流出による災害を防止するため、国が実

施する直轄砂防事業に対する負担金であります。

最後に、（事項）土砂災害防止啓発施策事業

費294万5,000円であります。説明の欄にありま

す改善事業「「備えよう！助かる命守るため」土

砂災害防止啓発事業」についてでありますが、

これは、土砂災害に関する防災知識の普及・啓

発活動を実施するものです。

このうち、住民を対象とした講座につきまし

て、地域防災の中心的な役割を担う自治会長を

対象とした講座を新たに実施するなど、これま

での取り組みをさらに充実していくものでござ

います。

砂防課は、以上であります。

○蓑方港湾課長 港湾課であります。

当課の平成27年度当初予算について御説明い

たします。

歳出予算説明資料の港湾課のインデックスが

張ってあります381ページをお開きください。

当課の当初予算額は、一般会計49億4,493

万1,000円、港湾整備事業特別会計11億6,514

万5,000円、一般会計と港湾整備事業特別会計を

合わせまして61億1,007万6,000円であります。

383ページをお開きください。

一般会計の当初予算であります。以下、主な

ものを御説明いたします。

まずは、中ほどの（事項）空港整備直轄事業

負担金２億1,027万6,000円であります。これは、

宮崎空港の誘導路等の改良に係る直轄事業に対

する負担金であります。

次に、384ページをお開きください。

一番上の（事項）公共海岸保全港湾事業費１

億645万円であります。これは、港湾における海

岸保全施設の効率的な老朽化対策を実施するた

めに、施設の点検・耐震調査を行い、長寿命化

計画を策定する経費であります。

次に、一番下の（事項）港営費３億994万4,000

円であります。これは、県内港湾の管理運営や

ポートセールス等に要する経費でありますが、

９の改善事業「プレジャーボート適正管理推進

事業」につきましては、港湾等におけるプレジャ

ーボートの放置問題を解決するため、プレジャ

ーボート調査員を配置して、港湾施設使用許可

の未申請対策を推進するとともに、係船環や周

知看板等の環境整備を行う経費であります。

次に、385ページをごらんください。

一番上の（事項）港湾維持管理費２億3,779

万8,000円であります。これは、岸壁や埠頭用地

など、港湾施設の維持補修に要する経費であり

ます。

次に、中ほどの（事項）特別会計繰出金６

億3,662万1,000円であります。これは、港湾整

備事業特別会計に歳入不足が生じるため、特別

会計へ繰り出しを行うものであります。

次に、このページの一番下から次の386ページ
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上段までになりますが、（事項）直轄港湾事業負

担金７億1,144万4,000円であります。次のペー

ジになりますが、これは、細島港及び宮崎港に

おける直轄事業による防波堤などの整備に対す

る負担金であります。

次に、中ほどの（事項）公共港湾建設事業費15

億7,593万円であります。これは、港湾施設の機

能強化や安全性等を確保するため、国庫補助事

業などにより、県内港湾において、防波堤や岸

壁などを整備する経費であります。

次に、387ページをごらんください。

（事項）港湾災害復旧費５億9,763万9,000円

であります。これは、台風等により被災します

公共港湾施設を原形に復旧する経費であります。

以上が、一般会計の当初予算であります。

次に、388ページをお開きください。

港湾整備事業特別会計の当初予算について、

主なものを御説明いたします。

まず、（事項）細島港管理運営費１億5,831

万4,000円であります。これは、細島港の荷役機

械、引き船等の管理運営に要する経費でありま

す。

次に、一番下の（事項）宮崎港管理運営費１

億4,371万5,000円であります。これは、宮崎港

のフェリーターミナルビル、引き船、マリーナ

などの管理運営に要する経費であります。

次に、389ページをごらんください。

（事項）油津港管理運営費4,386万6,000円で

あります。これは、油津港の上屋、荷役機械等

の管理運営に要する経費であります。

次に、中ほどの公債費８億1,397万3,000円で

あります。これは、荷役機械や上屋などの整備

に係る起債償還のための経費であります。

港湾課は以上であります。

○岩下委員長 議案に関する執行部の説明が終

了しました。議員の皆様から質疑はありません

か。

○太田委員 予算説明資料の368ページ、河川課

のほうで説明がありましたが、ダム管理施設の

改良等に要する経費ということで、３つのダム

が上げられてますが、この内容は、ダムの中に

ある機材を改良するというものでしょうか。

○大谷河川課長 368ページに３つのダムを上げ

ておりますが、それぞれの内容について御説明

をさせていただきます。

まず、祝子ダムにつきましては、補正のとき

にもお話ししましたけれども、ダムの一部改良

をやっております。それがまだ続きますので、27

年度は、ダムの放流設備の改良を行う予定にし

ております。

それと、２番目の広渡ダム、これにつきまし

ては、監視カメラが古くなって更新時期を迎え

ておりまして、この更新を行うというものでご

ざいます。

３番目の立花ダム、これにつきましては、ダ

ムを制御しますいろんな装置がございますが、

それを今年度やりまして、来年度はダムの雨量

計とか警報局、こういったものの更新をやりた

いと考えております。以上でございます。

○太田委員 今回、３つのダムの監視カメラと

か雨量計も含まれるんでしょうが、そういうこ

とをされるわけですけれども、今後も県管理ダ

ムのこういった改良は、計画的にやっていくと

いうことでいいんですね。

○大谷河川課長 委員がおっしゃるとおりなん

ですが、４番目に長寿命化計画策定というのが

ありまして、この中でしっかりとそれぞれのダ

ムの長寿命化計画を立てていきまして、今後は

それに基づいて効率的な維持管理を行っていく

ということになります。
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○太田委員 わかりました。

今度は384ページの港湾課のほうであります。

プレジャーボート適正管理推進事業ということ

で、説明がありました。県北のほうでも、プレ

ジャーボートの係留地を整備していただいたり

して、現在まできてると思うんですが、そういっ

た係留地の整備は、県内では大体終わってると

いうことでいいのか、それが一つ。

もう一つは、プレジャーボートの適正管理と

いうことで、現状、プレジャーボートが放置し

てあるとか、そういったのが顕著になってきて

いるとか、県内でもこういったところが多いと

か、そういう状況はどうでしょうか。

○蓑方港湾課長 プレジャーボートにつきまし

ては、港湾それから漁港等において、適正に係

留する場所を指定して係留すると。そこで、料

金もいただきながら管理をやっております。お

おむねその制度はできておるんですが、延岡港

がまだ係留場所の確保等ができなくて、協議中

でありまして、その制度適用にはなっておりま

せんが、それ以外の港については、全てその制

度が行われております。

それで、その状況でございますけれども、プ

レジャーボートの調査員とか職員が、適正な管

理を努力しておるところですが、やはり一部に

おいては、まだ指定されたところにきちんと申

請がされていない方とか、それから、中にはま

だ納付が100％されてないところもありまして、

その辺のところについては、引き続き適正な管

理に努めてまいりたいと考えております。

○太田委員 わかりました。

○外山委員 370ページの直轄河川工事負担金、

国の直轄河川事業、直轄海岸事業に対する負担

金ですね。これは、宮崎海岸の一ツ葉から佐土

原にかけての海岸の補修の費用はこの予算です

か。

○大谷河川課長 宮崎海岸、今、国のほうでサ

ンドパックとかをやっていただいています大炊

田海岸と住吉海岸があるんですが、ここの直轄

事業の負担金になります。

○外山委員 これは全部を合わせて宮崎海岸と

いう表現になっておるんですね。

○大谷河川課長 この額は、その海岸事業とほ

かに直轄の河川、大淀川でありますとか、五ヶ

瀬川、小丸川、川内川、これも直轄の事業がご

ざいますので、その分の負担金も含んでおりま

す。

○外山委員 国の直轄事業だから、詳しいこと

はここでお尋ねしてもわからんと思いますが、

今、課長が言われたサンドパックの取りかえ工

事をやってますね。沖のほうに300メーター、150

メーター、50かな、出す工事を始めております

が、この工事そのものは順調にいってるんです

か。

○大谷河川課長 まず、委員がおっしゃました

突堤につきましては３つありまして、300メータ

ーのものと、順番に短いものがありますが、今

のところ300メーターの部分の75メーターが終

わっておりまして、非常に海への影響がありま

すので、それを段階的に施工しながら、モニタ

リングをやって、国が進めていくと聞いており

ます。まだ75メーターできた状態で、今、モニ

タリングの調査をやっておられると聞いており

ます。

○外山委員 私もちょこちょこ行って見るんで

す。こういうサンドパックを置いた工事という

のは、日本でも初めてというような説明をしま

したよね。やっては壊れ、またそこに新しいも

のを積み上げていくことを今やってますね。だ

から、大変だなと思うんです。
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それから、護岸のほうも、昨年、また相当壊

れて、もう松まで取られるような状況になって

ますね。こっちの護岸の工事も、ずっと県がやっ

ておるときからやってましたよね。これは、サ

ンドパックで沖に堤防を出すのとは別個に、壊

れたところの補修も直轄で今やっておるんです

か。

○大谷河川課長 まず、サンドパックは直角に

出すものではありませんで、いわゆる浜崖を防

止するということで、浜に沿ってサンドパック

を据えております。

昨年の台風で一部損傷を受けたというのがご

ざいました。副委員長からも御質問がありまし

たが、そこにつきましては、石崎川からちょっ

と上流側、300メーターほど大きく損傷を受けて

おりまして、これにつきましては十分検証され

まして、マットの影響があったということで、

その辺を改良した形で、災害復旧事業でやられ

ると。石崎川から北側が1.6キロ、もう完成して

おるんですが、その残り、動物園の前、ここが

まだ1,000メーターほどあるんですけれども、こ

れがことしから工事をやられておられますが、

それについては今回の災害を受けたものに対応

できるよう改良した形でサンドパックを施工さ

れるということで聞いております。

○外山委員 サンドパックのところは、課長が

今言われたように、護岸を守る工事ですね。そ

こ以外に、あれからずっと南のほうも、今まで

護岸が壊れてはやりかえ、壊れてはやりかえ、

そっちのほうは、今のところ工事はやってない

んですか。

○大谷河川課長 南側、過去にやったところで

すが、これについては、今、工事はやっており

ません。

○外山委員 それからもう一件、港湾課の宮崎

港の関係で、これはどの予算が入っとるのかな。

しゅんせつを毎年やってますよね。ヨットハー

バーの入り口のところやら、去年は釣り公園の

前あたりのしゅんせつをやってもらったんです

が、これに絡む予算は、どの項目ですか。

○蓑方港湾課長 宮崎港とかでの維持しゅんせ

つにつきましては、385ページに港湾維持管理費

というのがございます。主に、県単の維持管理

で行っております。

○外山委員 わかりました。

ところで、このしゅんせつは毎年どのくらい

費用をかけておるんですか。

○蓑方港湾課長 宮崎港で大体毎年のように、

北側から砂の流入があって、たまりますので、

そこについて毎年しゅんせつを行っておるとこ

ろでございます。県内になりますけれども、過

去のしゅんせつ量でいきますと、平成23年が１

万8,000立米、平成24年が２万4,000立米強、平

成25年が４万3,000立米強というような……。

○外山委員 立米で聞いてもぴんと来ないんで

す。金額で、主に何カ所やっとるのか。金額で

どのくらいやってるんですか。

○蓑方港湾課長 宮崎港でいきますと、平成26

年度で、金額が3,200万のしゅんせつを行ってお

ります。

○外山委員 宮崎港で、何カ所やってますか。

○蓑方港湾課長 宮崎港のマリーナのところで

あります。

○外山委員 釣り公園の前、あそこの前もやり

ましたよね。あそことマリーナは、ちょっと離

れたところでしょう。だから、２カ所やったん

じゃないんですか。

○蓑方港湾課長 平成26年度につきましては、

マリーナのしゅんせつです。

○外山委員 そうすると、釣り公園のところは
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やってないんですか。

○蓑方港湾課長 平成26年度はやっておりませ

んが、平成25年度にしゅんせつを行っておりま

す。

○外山委員 もう前から、特にマリーナの前、

あそこをしないとヨットとかが入ってこれない

ということで、毎年3,000万とか4,000万でやっ

てますね。これは、もう常態化というか、砂の

流れが変わらない限りは埋まっていくんでしょ

うが、今、どうなんですか。さっき話をした海

岸の保全をやってますね。それとの絡みでよく

なるのかどうか。でないと、毎年この捨て金で

す。そこ辺は、どう考えておられますか。

○蓑方港湾課長 宮崎港の堆積する土砂は、北

側のほうから流入するということになっており

まして、現在、宮崎海岸の全体的な土砂の収支

等について、宮崎海岸の検討委員会等で検討さ

れておりまして、その中で、宮崎海岸でいくと

北側から入ってくるやつを入れると。それから、

宮崎港側のほうに入る南側への流入というのか、

流出といいますか、宮崎海岸からいくと流出を

とめるというようなこと等で考えておりまして、

そういうことから、今、宮崎海岸のほうでも突

堤とか、そういう対策等がされているところで

あります。

今まだ、その突堤についても途中の段階であ

りまして、先ほどもちょっと話がありましたけ

れども、その効果をモニタリングしながら見て

いくのが極めて重要だと考えておりまして、そ

のモニタリング等も含めながら、その対策の検

証と今後どういう形でやっていけばいいのかと

いうのを考えていくという形になってます。

○外山委員 これは、きのうきょうの話じゃな

いんですよね。もう10年以上、20年ぐらい前か

ら同じような議論をしながら、結局、結論とし

てこうだからということをはっきり言えないと

いう、まだ検討してますでしょう。これは、非

常に貧乏なところからお金を出していくわけだ

から、大変ですね。部長、妙案はないにしても、

できるだけ早くやっぱり原因を突きとめてき

ちっとしないと、毎年3,000万、4,000万をそこ

でお金を使っていくと。

○坂元県土整備部次長（道路・河川・港湾担当）

宮崎港のしゅんせつにつきましては、河口部

の宿命で砂がたまりやすいということもござい

ます。また、先ほど港湾課長も話をしましたよ

うに、宮崎海岸の計画の推移を見ながらと。そ

の結果、今、宮崎港湾の計画の中でも一つの防

砂堤というのがございます。その辺の整備につ

きましても、やはり宮崎海岸の整備の進捗状況

を見ながら、今後検討をしていかないと、現段

階ではなかなか……。非常に大きな問題といい

ますか、委員がおっしゃるとおり、昔からの問

題でございますが、そこ辺で様子を見ながら検

討していきたいと考えております。

○外山委員 もうこれは、議論してもしょうが

ないんで、ひとつ国とも協議しながら早く方向

を出してくれということをぜひ要請してもらっ

て、いい方向に行くように努力をお願いをして

おきます。

○新見委員 367ページの河川課の河川パートナ

ーシップ事業についてお聞きしたいんですが、

来年度予算として2,560万ほどありますけれど

も、これが最前線の自治会に行くまでの簡単な

流れを教えていただけますか。申請の流れとか、

最終的に幾ら支給されるとか。

○大谷河川課長 パートナーシップ事業でござ

いますけれども、これは、17年度から実施して

おりまして、非常に多くの団体がおられます。

皆さん、ほとんどもうおわかりになってるんで
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すが、大体やられるところは自治会、場所が決

まっておられまして、まず、ここをいつやりま

すということで、毎年申請を出していただいて

おります。それに対してうちのほうからオーケ

ー出してやっていただきまして、完了した後に

は写真等をつけて報告書を出していただきます。

それで我々が確認をしまして、そして、お金を

皆さんにお渡しするというような流れになりま

す。

○新見委員 これは、もう県と自治会との直結

ですね。

○大谷河川課長 そうでございます。

○新見委員 通常の雑草なんかについては自治

会でこのパートナーシップ事業を使って刈れま

すけれども、時々堤防のブロックの中から雑木

なんかが出てきて、このままほっとくと堤防そ

のものが傷んでくるというような状況もありま

すが、そういったときはこのパートナーシップ

事業じゃなくて、別の事業で対応していただい

てるんでしょうか。

○大谷河川課長 委員がおっしゃるように、パ

ートナーシップ事業では、そういった大きな物、

樹木等については処理ができませんので、それ

につきましては、私ども河川管理者のほうでや

るようにしておりまして、先ほど説明をいたし

ました369ページ等にございます河川の修繕費、

このあたりのお金を使って委託をしまして、緊

急度の高いところからやっていくということに

なります。

○新見委員 もう一点、これは以前、渡辺副委

員長も本会議で質問されたことがありますが、

河川の中に生えているアシとかヨシ、これが景

観上ちょっと見苦しいなという状況にあっても、

水生植物とか、そういったことを考えたら、む

やみやたらに切らないと。増水時に危険な状況

が発生したときだけ切るというようなことで答

弁があったですかね。そういった状況は、今ま

であるんですか。現実に、増水の危険性がある

から、河川の中のアシとかヨシを切ったような

状況があるんですか。

○大谷河川課長 河川に計画の箇所というのが

ございます。そこから、そういったヨシとかが

生えてくるということで、それによりまして堆

積土砂がたまってきて、また生えてくるという

ようなことがございます。それは取らないと治

水上問題がありますので、そういった場合には、

土砂とそういったアシ類も一緒に除去するとい

うようなことになります。

○新見委員 そういった状況は、常時河川の点

検をしながら把握していかれるわけですか。

○大谷河川課長 おっしゃいますように、毎年

出水で、河川の堆積状況は変わりますので、そ

のあたりは土木事務所のほうで、通常巡視をし

まして、状況を見て対応していくということに

なります。

○渡辺副委員長 ちょっと何ページかわからな

いんですけれども、港湾課だと思うんですが、

宮崎港の倉庫とか分譲してるところがあります

ね。橋を渡って出たところの区画の南東側の緑

地のところに、震災のときの津波対策として、

高台をつくって区画で働いてる方々の避難場所

とするという話があって。それであそこに土砂

の搬入があってると聞いておるんですが、あそ

この関連の会社の方がかなり高い関心を持って

らっしゃるようで、今年度の予算の中で、その

計画でも何でも措置されている分があるのかと

いうことと、もし具体的な形が見えてる部分が

あれば、少し御説明をいただければと思うんで

すが、いかがでしょうか。

○蓑方港湾課長 まず、宮崎港の東側にありま
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す津波避難の施設でございますけれども、現在、

宮崎港の東側の地区につきましては、道が１本

で、島状の状況になっておりますので、避難を

するために、津波に対する避難路の計画を行っ

ているところでございます。

事業につきましては、386ページの真ん中あた

りのところに公共港湾建設事業費というのがご

ざいまして、この中で検討を行うということで、

現在は設計を行っているところでございます。

○渡辺副委員長 もう一点、ちょっと別の話に

なりますが、今、新見委員からもお話がありま

した河川の管理、パートナーシップとも絡むん

ですが、宮崎市の新別府川あたりでも、パート

ナーシップがほぼフルについてて、河川敷とい

うか、外側のところは地域の方々が受けて、一

生懸命きれいにしていらっしゃるんですが、ど

うしても中がアシやヨシであふれていると。実

際に私も、河床というんですか、底をはかるの

に立ち会わせてもらったんですが、イメージ的

には、土が見えてるので、土砂がたまってしまっ

ててそれに生えるんじゃないかと地域の方には

見えるんですが、はかっていただくとむしろ低

くなっているという状況、そこも現実としてあ

るんだなというのも認識はしてるんですけれど

も。景観とか、ごみを捨てたりとか、あと、治

安というのはちょっと極端かもしれませんけれ

ども、やっぱり要望としては極めて強いという

のはあるなというのは、ずっとこの４年間実感

させていただきながらやってきましたんで、環

境を守るということも極めて大事な側面だとい

うのもわかるんですか、現時点でのお考え等を

また検討いただければと思うんですが、いかが

でしょうか。

○大谷河川課長 このパートナーシップ事業に

つきましては、26年度から、もともと河床の部

分といいますか、川の中については報償金の対

象にはしてなかったんですが、26年度から対象

にはしております。

しかしながら、作業をされる方が一般の方と

いうことで、安全上の問題が一番ございます。26

年度、そういった河床内もいいですよというこ

とで取り組んだんですが、実際のところやって

いただいけるところはちょっとなかったという

のが現状です。

そうなりますと、我々河川管理者がというこ

とになるんですが、委員おっしゃいましたよう

に、見てたまってるようなところでも、深掘れ

がしてて、逆に下がってるところは、計画より

も下がってて、たまってるように見えてるとこ

ろが通常の河床であったりするようなところが

ございます。

そういったこともございまして、まず第一は

治水の安全が一番だと我々は考えておりますの

で、河川整備する場合は多自然川づくりという

ことでやっておるんですが、限られた予算で、

なかなか皆さんの要望に応えられないというの

はございますけれども、できる限り環境面も十

分配慮しながら、今後は対応していければと思っ

ております。

○坂元県土整備部次長（道路・河川・港湾担当）

県土を美しくという話で、本会議でもちょっ

と出ましたけれども、県土美化条例というお話

が今出ております。その中で、川、海、山、い

ろんな自然環境というのをしっかり見て、すば

らしい景観をつくっていかなければならないと

私どもも思ってますので、今のお話も含めて、

川の中の景観であるとか、そういう環境という

のもしっかり捉えながら、対応していきたいと

考えております。

○岩下委員長 ほかにございませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、以上で河川課、砂防

課、港湾課の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後３時46分休憩

午後３時47分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

ここで委員の皆様にお諮りいたします。質疑

が続いておりますが、残りの質疑につきまして

は、あすの午前10時から行いたいと思いますが、

いかがでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 御異議ないようですので、あす

午前10時の再開としまして、本日の委員会日程

は終了いたします。

午後３時47分散会
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午前10時０分再開

出席委員（８人）

委 員 長 岩 下 斌 彦

副 委 員 長 渡 辺 創

委 員 外 山 三 博

委 員 中 野 明

委 員 宮 原 義 久

委 員 後 藤 哲 朗

委 員 太 田 清 海

委 員 新 見 昌 安

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

県土整備部

県 土 整 備 部 長 大田原 宣 治

県土整備部次長
鈴 木 一 郎

（ 総 括 ）

県土整備部次長
坂 元 政 嗣

(道路･河川･港湾担当)

県土整備部次長
東 憲之介

(都市計画･建築担当)

高速道対策局長 直 原 史 明

部参事兼管理課長 福 嶋 幸 徳

用 地 対 策 課 長 林 睦 朗

部参事兼技術企画課長 髙 橋 利 典

工 事 検 査 課 長 永 野 広

道 路 建 設 課 長 大 坪 憲 男

道 路 保 全 課 長 馴 松 義 昭

河 川 課 長 大 谷 睦 彦

ダ ム 対 策 監 秋 山 克 則

砂 防 課 長 土 屋 喜 弘

港 湾 課 長 蓑 方 公

空 港 ・ ポ ー ト
川 野 福 一

セールス対策監

都 市 計 画 課 長 瀬戸長 秀 美

建 築 住 宅 課 長 森 山 福 一

営 繕 課 長 上別府 智

施設保全対策監 山 下 幸 秀

高速道対策局次長 原 拓 実

事務局職員出席者

政策調査課副主幹 沖米田 哲 哉

議 事 課 主 査 長 谷 恵美子

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

次に、都市計画課、建築住宅課、営繕課の審

査を行います。よろしくお願いします。

○瀬戸長都市計画課長 都市計画課であります。

当課の平成27年度当初予算について御説明い

たします。

歳出予算説明資料の都市計画課のインデック

スのところ、391ページをお開きください。

当課の当初予算額は22億4,680万9,000円であ

ります。このうち、主なものについて御説明い

たします。

393ページをお開きください。

一番下の段（目）都市計画総務費の（事項）

住みよいふるさと広告景観づくり事業費3,497

万3,000円であります。これは、適正な屋外広告

物の表示を図るため、屋外広告物監視委員によ

る取り締まりなどにより、風致を維持し、住み

よいふるさと宮崎にふさわしい良好な景観づく

りを推進するものであります。

次に、394ページをお開きください。

一番下の段（目）街路事業費の（事項）公共

街路事業費10億3,664万円であります。説明につ

きましては、395ページに記載しておりますが、

平成27年３月６日(金)
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これは、国からの交付金を受けて、都市計画道

路の整備を行う事業に要する経費であります。

都市における円滑な交通の確保や、良好な市街

地の形成を図るための街路整備を行うものであ

ります。

次に、上から２段目（目）公園費の（事項）

公共都市公園事業費２億2,630万7,000円であり

ます。これは、国からの交付金を受けて、都市

公園の整備を行う事業に要する経費であります。

誰もが安全で快適に利用できる都市公園を目指

し、老朽施設の更新や耐震化等を図り、安全・

安心な公園整備を行うものであります。

次に、同じページの一番下の段（事項）第26

回全国「みどりの愛護」のつどい事業費4,187

万7,000円でありますが、この事業につきまして

は、委員会資料で御説明いたします。

委員会資料の15ページをお開きください。

１の事業の目的・背景でありますが、地域の

緑化や保全活動を行っている団体など、全国の

緑の関係者が一堂に集う全国「みどりの愛護」

のつどいを開催することにより、広く都市緑化

意識の高揚を図り、緑豊かな潤いのある住みよ

い環境づくりを推進することを目的としており、

県の都市公園を会場として開催されるのは、九

州で初めてのことであります。

２の事業の概要でありますが、予算額は4,187

万7,000円であり、その財源は全額県費でありま

す。

なお、前年度予算額につきましては、開催準

備に係る経費であります。

また、事業期間は平成26年度からの２年間で

あり、事業内容につきましては、①から⑤にあ

りますように、本年５月30日土曜日に宮崎県総

合文化公園において開催しまして、地域の緑化

や緑化保全等に功労のあった団体の表彰等の式

典及び記念植樹を行う予定であります。

行事参加者は、県内外から約1,100名を予定し

ており、主催は国土交通省、宮崎県、宮崎市で

ありまして、実行委員会を組織して運営してま

いります。

予算額につきましては、式典や記念植樹等に

係る経費のうち、県負担分を計上しております。

３の事業効果でありますが、１つ目に、この

ような全国行事を開催することで、本県がマス

コミ等により全国発信されることが期待できる

と考えております。２つ目に、参加者への観光

ツアー企画等を通して、本県観光のＰＲを行う

ことができると考えております。３つ目に、緑

豊かな潤いのある住みよい環境づくりに本県が

積極的に取り組む姿勢を全国にＰＲできるとと

もに、県民の意識を醸成することができると考

えております。

資料の下には、昨年５月に徳島県で開催され

ました全国「みどりの愛護」のつどいの状況写

真を掲載しております。

当初予算につきましては、以上であります。

次に、16ページをごらんください。

議案第26号「都市公園条例の一部を改正する

条例」についてであります。

１の改正の理由でありますが、道路占用料に

準じた都市公園の占用許可による使用料の改定

及び県総合運動公園補助球技場の改修に伴う使

用料の改定等を行うものであります。

２の改正の内容でありますが、都市公園の占

用許可による使用料の改定に伴う改正につきま

しては、都市公園の占用許可による使用料につ

いて、道路占用料徴収条例の改正にあわせて改

めるものであります。

（２）の宮崎県総合運動公園使用料及び施設

名称の見直しに伴う改正のうち、まず、①の宮
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崎県総合運動公園補助球技場の改修に伴う使用

料の見直しでありますが、補助球技場につきま

しては、プロスポーツのキャンプ誘致等を目的

として、今年度、土のグラウンドを人工芝に改

修したことから、これまでより良好な環境での

施設利用が可能となるため、使用料を見直すも

のであります。

料金の見直しに当たりましては、宮崎市の生

目の杜運動公園など県内の類似施設を参考とし

て、これまで１面１時間当たりの使用料が、児

童生徒で220円であったところを550円に、また、

児童生徒以外の者が43 0円であったところ

を1,100円に見直すものであります。

次に、②の宮崎県総合運動公園施設名称の見

直しについてであります。

ここで、資料の表記に誤りがありますので、

非常に申しわけありませんが、訂正をお願いい

たします。資料には、「屋内プール」との表記が

３カ所ありますが、この３カ所を「室内プール」

に訂正をお願いしたいと思います。よろしくお

願いいたします。

それでは、説明を続けさせていただきます。

これまで室内プールにつきましては、メーンと

なる室内プールＡと屋外の50メータープールの

観戦スタンド下に設けられた室内プールＢの２

つがありましたが、室内プールＢにつきまして

は、小規模であり利用が少なかったことから、

屋外の50メータープールの休憩室として一体的

な活用を図るため、これを廃止するものであり

ます。また、これに伴い、室内プールＡの名称

を室内プールとするものであります。

３の施行期日につきましては、平成27年４月

１日から施行することとしております。

都市計画課は、以上であります。

○森山建築住宅課長 建築住宅課であります。

当課の平成27年度当初予算について御説明い

たします。

お手元の歳出予算説明資料、建築住宅課のイ

ンデックスの張ってあるところ、397ページをお

開きください。

当課の当初予算額は21億690万円であります。

以下、主なものを御説明いたします。

399ページをお開きください。

まず、一番下の（事項）建築確認指導費2,600

万5,000円であります。これは、建築物の建築確

認、許可及び検査等に要する経費であります。

次のページ、400ページをお開きください。

上から２つ目の（事項）建築物地震対策費1,269

万円であります。これは、木造住宅を除く建築

物の耐震化の促進に要する経費で、大規模民間

建築物の耐震診断費用について補助するととも

に、宮崎県建築物耐震改修促進計画の改定を行

うものであります。

次に、一番下の（事項）県営住宅管理費10

億8,961万8,000円であります。

次のページ、401ページをごらんください。

これは、県営住宅約9,000戸の管理に要する経

費で、入居者募集や修繕に要する経費及び指定

管理者への委託料などでございます。

次に、その下の（事項）公共県営住宅建設事

業費７億8,897万円であります。これは、県営住

宅の整備に要する経費で、宮崎市の平和ヶ丘団

地や新富町の新田麓団地の建てかえ事業のほか、

既存住宅の高齢者改善等を予定しております。

次のページ、402ページをお開きください。

一番下の（事項）宮崎県住生活基本計画改訂

事業費693万円であります。これは、宮崎県住生

活基本計画の改訂に要する経費で、平成27年度

改訂予定の全国計画との整合性を図りながら改

定を行うものであります。
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当初予算につきましては、以上であります。

続きまして、委員会資料の17ページをお開き

ください。

議案第24号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」についてであります。

１の改正の理由ですが、宅地建物取引業法及

び建築基準法の改正等に伴いまして、宅地建物

取引及び建築に関する手数料について、所要の

改正を行うものであります。

２の改正の内容でありますが、３件ございま

す。

まず、（１）であります。宅地建物取引業法の

改正により、「宅地建物取引主任者」から「宅地

建物取引士」へ名称変更されること、「宅地建物

取引主任者証」から「宅地建物取引士証」への

切りかえよるに再交付申請が新設されることに

伴い、手数料の追加等の改正を行うものであり

ます。

宅地建物取引士証の再交付申請手数料は、１

件につき4,500円であります。

次に、（２）であります。

国土交通省の通知によりまして、長期優良住

宅の認定手続に、住宅の品質確保の促進等に関

する法律に規定する住宅性能評価書を添付した

場合の審査方法が追加されることに伴いまして、

新たに手数料区分を追加するものであります。

追加する手数料ですが、中ほどの表でござい

ます。戸建て住宅におきましては１万5,000円、

共同住宅等において、１戸を超え５戸以下の場

合には４万7,000円、５戸を超え10戸以下の場合

には７万6,000円であります。

10戸を超える場合につきましては、お手元の

平成27年２月定例県議会提出議案（平成27年度

当初分）の冊子の83ページから88ページに記載

しております。

なお、手数料につきましては、国が示しまし

た計算方法に準じて算出したものであります。

次に、（３）であります。

建築基準法の改正により、建築確認申請の審

査において、第三者機関による構造計算適合性

判定が必要となる建築物のうち、比較的簡易な

構造計算については、県においても審査できる

こととなるため、審査加算額等の改正を行うも

のであります。

改正の内容の一部を申しますと、ページ下の

表でございます。表の左側に区分名を、真ん中

に改正案、右側に現行の手数料を記載しており

ます。

表の２行目ですが、現在、「構造計算適合性判

定加算額」としておりますが、これを「構造計

算適合性審査加算額」に変更し、その下の区分

名にありますように、建築物の床面積の合計

が1,000平方メートル以内の審査手数料を20

万9,000円から19万8,000円に、1,000平方メート

ルを超え2,000平方メートル以内の場合は27

万3,000円から26万円に、2,000平方メートルを

超え１万平方メートル以内の場合は31万円か

ら29万円に改正するものであります。

１万平方メートルを超える場合につきまして

は、お手元の平成27年２月定例県議会提出議案

（平成27年度当初分）の冊子の76ページから81

ページに記載しております。

なお、手数料につきましては、国が示した計

算方法に準じて算出したものであります。

３の施行期日ですが、平成27年４月１日から

施行することとしておりますが、２の（３）に

ついては、建築基準法改正の施行日となってお

ります平成27年６月１日から施行することとし

ております。

建築住宅課は、以上であります。
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○上別府営繕課長 営繕課であります。

当課の平成27年度当初予算について御説明い

たします。

歳出予算説明資料の403ページをお開きくださ

い。

当課の当初予算額は、６億8,622万6,000円で

あります。以下、主なものを御説明いたします。

405ページをお開きください。

まず、（目）財政管理費の（事項）庁舎公舎等

管理費１億3,894万1,000円であります。これは、

庁舎公舎等の維持補修に要する経費であります。

次に、（事項）電気機械管理費２億6,768万

9,000円であります。これは、庁舎等の冷暖房設

備や昇降機設備等の保守点検、その他改修工事

など、機械、電気設備の維持管理に要する経費

であります。

次に、電話設備等管理費1,269万7,000円であ

ります。これは、庁舎等の電話交換設備の保守

点検、修繕など、電話設備の維持管理に要する

経費であります。

406ページをお開きください。

（目）建築指導費の（事項）営繕管理費713

万3,000円であります。これは、営繕課で執行す

る建築工事等に係る積算業務のための単価作成

や、県有建物保全情報の整備などに要する経費

であります。

営繕課は、以上であります。

○岩下委員長 議案に関する執行部の説明が終

了しました。委員の皆様から質疑はありません

か。

○太田委員 401ページ、建築住宅課、これは、

私は補正のほうでも聞いて、イメージがもう少

しわからんかったもんですから、もう一回お聞

きしたいと思います。401ページのところでは、

県営住宅関係とか、市町村営住宅関係の事業が

置かれてありますが、一番下のところ、補正の

ところで聞いたのはそこですが、公共優良賃貸

住宅という表現がしてありますけれども、公共

というと、ここでは具体的にはどんなものを公

共とされているんですか。県営住宅ではない、

市町村営住宅ではないということでの公共とい

うことなのかなと思って、そのイメージは、例

えばどういうのを公共優良賃貸住宅というのか。

○森山建築住宅課長 公共優良賃貸住宅につき

ましては、建設の場合に国の補助が入りますけ

れども、そういった意味で、民間または住宅公

社が供給する場合に、国の補助を入れますし、

そして、先日も御説明いたしましたけれども、

高齢者、子育て世帯、そして障がい者向けとい

うことで、入居者もある程度限定する形で供給

する住宅でございます。

○太田委員 例えば、公社というところがつくっ

た場合は、公共というような言葉も使われてし

かるべきかなと思いますが、今、民間と言われ

ましたよね。民間が建てたのに、国がそれを公

共というのかどうか。

○森山建築住宅課長 公共優良賃貸住宅という

のは、一つには国の補助の名称でもございます

けども、この住宅の場合は、先ほど言いました

ように、高齢者、障がい者、子育て世帯向けに

民間のほうから供給していただこうと。公営住

宅では、収入制限とか低所得者向けでございま

すので、それをカバーするものにもなるという

ことで、こういった公共という名前をのせてあ

るんじゃないかと思います。

○太田委員 これも、ちょっと記憶では４～５

年ぐらい前かな、そういう制度を国がつくって、

公共的な賃貸住宅をつくるということを法律の

中で奨励していって、恐らくそれは民間の有料

老人ホーム的につくられていったものではない
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かなというイメージがしたもんですから、補正

のときもお尋ねしましたが、民間の有料老人ホ

ームといいますか、そういったものにこれは使

われているんではないかなと思うんですけれど

も、それではないんですか。

○森山建築住宅課長 今、委員のおっしゃった

４年ほど前というのは、サービスつき高齢者向

け住宅のことではないかと思うんですが、サー

ビスつき高齢者向け住宅につきましては、４年

ほど前から国の補助制度もありまして、建設し

ていただいておりますけれども、これは、生活

相談サービスですとか安否確認、これが必須と

なって供給されているものでございまして、先

ほど御説明しました公共優良賃貸住宅は、必ず

しも老人ホームという形はとっておりませんで、

いえば普通の民間アパートといいますか、形態

としてはそのような形でございます。

○太田委員 サービスつきの住宅と私がごっ

ちゃにしていたかもしれません。こういう場合

は、国のほうが公共という言葉をつけておるわ

けですね。そういうことですね、わかりました。

○中野委員 説明資料の15ページ、みどりの愛

護つどい事業、予算額が4,187万円。これは、市

も主催になってるが、市の持ち出しとか、トー

タルの事業費は4,100万円でいいわけ。

○瀬戸長都市計画課長 宮崎市が1,000万円負担

をしていただくことにしております。

○中野委員 これは、皇室か何か見えるとです

か。

○瀬戸長都市計画課長 これまでは、皇室の御

臨席が恒例となっております。今回の第26回全

国「みどりの愛護」のつどいにつきましては、

誰が来られるかというのはまだ決定はしており

ませんけれども、昨年、徳島県で行われたとき

は皇太子が御臨席をされています。

○中野委員 皇室が見えても、宿泊金なんかは

向こうで持つわけ。ただ、みどりの愛護という

けれども、宮崎で今、耕作放棄地やらが田舎に

行くと、現況は雑木林、字図は田畑。ただ宮崎

市なんかで緑緑と言ってどこに植えるのかな。

みどりの愛護って、敗戦後のそこ辺の話ならわ

かるけれども、宮崎なんかは人口で割ったらも

う全国で４～５番目に入る公園面積を持ってい

るわけです。それで、やるのはいいけれど

も、4,200万、計算を間違っとらんければ、

約1,000人来た場合、１人４万円かかっているわ

け。本当にこれをやって、目的は緑をふやす話

か、もうちょっとこんなのはどこかで簡素化す

るべきじゃないかなと思うんです。ここにいろ

いろＰＲ効果があるけれども、1,000人、5,000

人来たって、逆に１年の観光のＰＲ費が4,000万

ぐらいよ。こんなのは、派手にする必要がある

のかなと思うんですけれども、どうですか。こ

れは、実際どこに緑を、緑の愛護っていうのは

どういうことですか。

○瀬戸長都市計画課長 みどりの愛護の事業効

果につきましては、このペーパーの15ページの

（１）から（３）に書いております事業効果を

考えておりますけれども、そもそもこのみどり

の愛護のつどいの始まりが、昭和天皇がお亡く

なりになられまして、元号が昭和から平成に変

わったときに、みどりの日というのが平成元年

に制定されております。それを記念して、平成

２年度からこのみどりの愛護のつどいが始まっ

ておりまして、今回が第26回になりますけれど

も、第19回目以降は、各県が都市公園で開催す

るということで、今回、宮崎県で開催するとい

うことになった次第であります。

○中野委員 目的からいって、こんな4,000万も

かけてする必要があるとかなと思うとですよ。
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まだ、うちの田舎に行くと、二、三百万でちょっ

と水路やらやってやれば、より快適な生活がで

きるところがいっぱいあるのに、本当にこうい

うのはどこかの県が思い切って、こんなのは派

手にする必要はない。もうそんな企画は、緑ばっ

かりになってるのによ。大体この事業費の中で

一番使うのはどこですか。

○瀬戸長都市計画課長 4,100万のうち一番使う

のは、みどりの愛護の式典を開催しますけれど

も、その式典に来られる方の輸送費ですとか、

会場の使用料ですとか、要は、このみどりの愛

護の式典に要する費用が一番多くなります。

○中野委員 この式典招待は、宿泊・交通費持

ちでやるわけ。

○瀬戸長都市計画課長 交通費は個人の方に出

していただくんですけれども、例えば、宮崎県

庁から総合文化公園までの輸送ですとか、それ

ぞれバスを出しますんで、そういう分の輸送費

がかかるという意味でございます。

○中野委員 やはりこういうのは本当にどうか

というのを、どこかの県がもうちょっとしっか

りせんと。こんなもんに4,000万も使って本当に

意味があるかなと思うんやけれども、一応苦言

を言っておきます。

○岩下委員長 ということでした。（笑声）ほか

にございませんか。

○外山委員 都市計画課の395ページ、都市公園

整備事業というのがありますが、これには、青

島の植物園の費用は入っておるんですか。

○瀬戸長都市計画課長 395ページの、今委員が

言われたのは、県単都市公園整備事業費のこと

かと思いますけれども、この３億3,691万8,000

円の中に青島の改修費も入っております。

○外山委員 ガラスの温室やら、あと２～３の

構築物はことしの予算でやってますよね。これ

は、３月で大体終わると思うんですが、あとの

ここに入ってくる分は、そのほかの公園全体の

整備費ということですか。

○瀬戸長都市計画課長 27年度予算で計上して

おりますのは、現在あります９の大温室の撤去

費用、新しい大温室への移植の費用、あとは今

委員の言われましたように外縁の整備費用、そ

ういうものを見込んでおります。

○外山委員 今やっとる整備は、何回か私もこ

こに行って、すばらしい日本一のトイレをつく

ろうということで取り組んでおられますから、

非常に楽しみにしておるんですが、外縁の整備

のも、ある意味では、イメージとしてより大事

なんです。あそこに今植わっておる植栽を見る

と、大体ヤシが中心ですね。私は、少し花木を

入れて、年中咲くような美しい花をそこに配置

をしていくというような庭園のあり方も必要だ

と思うんですが、これは、順序としては、まず

いろんな意見を集約して、基本構想、設計とい

くと思うんです。どういう庭園にするかという

のは、まず審査会か何かを設けるわけですか。

○瀬戸長都市計画課長 どういう公園にするか

につきましては、今年度、大温室の中をどうす

るかということで、専門委員の皆さんとか地元

の皆さんとかを委員に入っていただいて、まず、

大温室の中の植栽の構成といいますか、そうい

うのを検討させていただきました。その委員会

の中で、今委員が言われました外縁の話も、ど

ういうような公園にすべきかということで、第

三者の委員の皆さんの意見を聞きながら、※大体

の構想はできたところです。

○外山委員 その外縁のほうの構想を一度見た

いんですが、どういう構想でというのは、戸口

はないですか。どのくらい詰まってるの。

※128ページに発言訂正あり
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○瀬戸長都市計画課長 構想をもとに、今現在

は設計に入っております。ちょっと今は手元に

資料がありませんので、具体的な説明はできま

せんけれども、できた段階で委員の皆様にお示

しをしたいと考えております。

○外山委員 大体概略ができればわかるんで

しょうが、あそこは私なりの考えがあるんです。

前から言ってきたと思うんですが、宮崎市が活

性化計画をつくりましたよね。あの中の計画と

いうのは、非常によくできておるなと思っておっ

たんですが、しかし、市長がかわって、全く白

紙になって、県で自由にやってくださいという

ことになりましたね。そこで、県としてどうい

うふうな基本構想で進めていくか。私はさっき

言ったように、ヤシが中心で、まあいいんでしょ

うが、それを残しながら、花木を中心にやって

いく。

それから、国民宿舎跡地を県が市のほうに無

償で貸与してますね。私は全部駐車場にするか

と思ったら、一部が駐車場で、あとは多目的広

場。そこ辺からちょっと間違っておる気がして、

市のほうに聞いてみると、あそこの利用につい

ては地元の意見を聞きましたと、地元の意見だ

と、商店街辺があんまり駐車場を余計とるとっ

ていうことで、あそこで客引きをしとる店の何

軒かが反対して、それに配慮して、あっちの駐

車場、小さいやつをつくったわけ。できたら、

無料でバスから全部入れるような駐車場を、県

が所有者だから、私は、市にそういうことを言

うことはできると思うんです。あそこの駐車場

は全部開放しなさいと。駐車場から、今の沿道、

商店街ってもう非常にぶざまで、全然観光的に

は体をなしてない。だから、駐車場から植物園

を観光客にずっと通らして、そして、神社まで

誘導していくということになれば……。この植

物園の中に、市の活性化計画であったんですが、

シーフードレストランをつくるとか、それから、

私はそこに物販の建物をつくって、これをリー

スで貸してそういうお店もつくっていく。そう

いう楽しい空間にすることによって、この植物

園が生きてくると思うんです。私の考えは、そ

の基本計画がまとまる前に、いろいろ意見を言

いたいなと思っておるから、これは、年度を越

えてからになると、私なんか選挙があるから、

選挙でまた金のバッジをつければ発信できるけ

れども、先のことを今の私の立場で言うもので

もないんです。そういう立場になれば、そこで

また議論したいと思うんですが、今は私がこう

いうことを思っておるということを意見として

言わしていただいて、受けとめてもらえればあ

りがたいと思いますが、どうかよろしくお願い

をしておきます。

○中野委員 ちょっと営繕課に聞きたい。こう

いう電気、電話管理、営繕課としては、例えば、

今電話もＩＰとか、無料で話せるようないろん

な仕組みが出てきてる。もう一つ、この間、私

が言ってるＬＥＤにかえるとか、そういう計画

とか電話をどうするかというのも営繕課の範疇

でいいわけ。

○上別府営繕課長 庁舎公舎等の管理につきま

しては、かつては管財課というところでやって

いたわけですけれども、営繕業務の一元化とい

うことで、庁舎公舎の管理につきまして、ハー

ド面を今営繕課で担当しております。

その中で、照明につきましても、ＬＥＤ化を

順次進めておりますし、電話等につきましても、

各社いろんなサービスがございまして、毎年度

変わるといっていいぐらい変わりますので、各

社のサービス内容等を検討して、より効果的な

相手方との契約を結んでいるという状況でござ



- 122 -

平成27年３月６日(金)

います。

○中野委員 いや、だから、契約を結んで、そ

の中で単価を安くするのはわかるけれども、も

う今はＩＰとか。うちのは１時間ばかり、ただ

なもんやから話とるけれども、もう無料のＩＰ

とか、そこ辺の検討というのはできんもんです

か。ただ、今の契約単価を安くするんじゃなく

て、例えば土木事務所とか使用料の多いところ

は、そういうのを今の流れに沿って検討すべき

だと思うとやけれども、どんなですか。

○上別府営繕課長 私も、ちょっと電話関係に

詳しくないところはございますが、今現在契約

してる相手方といたしまして、ＮＴＴ、ソフト

バンク、西日本電信電話等との相対契約等を結

んでまして、ＩＰ等につきましても、今、検討

してるという状況でございます。

○中野委員 私が言いたいのは、今、相対契約

しとる中で安くしてくださいって言ってもただ

にはならんわけ。だから、今はただのもあるか

ら、そういうのをもうちょっと積極的に検討し

たらどうですか。一時的に金は要っても、長い

スパンで見たら、こんないい話はないと思うよ。

部長でいいよ。

○大田原県土整備部長 今、公共施設等の長寿

命化計画とか、管理、将来どうするかという更

新計画も含めていろんな検討をしておりますの

で、その中で、今委員がおっしゃられた効率的

に持っていくものとかと、価格を抑えられるよ

うに持っていくものとか、それも含めていろい

ろ今後検討するような方向で進んでいきたいと

思っています。

○中野委員 部長、抑えるよりかただのほうが

いいわけよ。そこ辺を含めて検討してください。

○宮原委員 393ページ、屋外広告物のところで

す。ここで２番目に監視員費ということで出て

ますが、どのような方が監視員になられてるの

か。

○瀬戸長都市計画課長 屋外広告物の監視員に

つきましては、土木事務所のほうに配置がされ

ておりますけれども、土木事務所管内に居住さ

れてる会社を退職された方、自衛隊を退職され

た方、そういう方にお願いをしてるところです。

○宮原委員 逆に、屋外広告物で違反をして、

つけられるような方というのは、そう簡単に、

「はい、そうですか。」と手直しをされるような

人は余りいらっしゃらないんじゃないかと思う

んですが、意外と頑固というか、そういう人た

ちが多いんだと思うので、監視員の方が、これ

は違反だよなと思っても、その人の人間性です

よね。まあいいやと思うのか、やっぱり徹底し

てやるのかとしたときに、物すごく温度差が県

内で出るんじゃないかと。過去に温度差が物す

ごく違うなというのがあったんですが、そのあ

たりの温度差がないように、調整というのはさ

れてるんですか。

○瀬戸長都市計画課長 新しく屋外広告物の監

視員になられた方には、土木事務所からも勉強

会をしておりますし、本庁主催での研修会も行っ

ております。

最近の事例でいいますと、過去、平成23年か

ら25年度の巡視をしていただいて、違反広告物

の発見の件数でいいますと、500件から1,000件

程度は、この方々の御尽力によって確認をして

いるというような状況であります。

○宮原委員 今言われたように、500件から1,000

件の確認をして、今度は逆に言うと、それがど

れだけ改善をされるもんなんですか。

○瀬戸長都市計画課長 年度によってちょっと

違ったりはしておりますけれども、例えば23年

度でいいますと、違反広告物の発生が484件、そ
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の年に是正されたものが424件というような形

で、８割から９割ぐらいの形で大体是正がされ

てます。

○宮原委員 最悪、是正されなかった人という

のは、どういう手続になるんですか。強制的に

撤去するとかって言われたら、それは違ってく

るのかなと思うんだけれども、ただそのまま置

いてて得をしたということになっても、公平性

は保たれなくなると思いますが。

○瀬戸長都市計画課長 違反の状況に応じてそ

の取り扱いは変わってくると思いますけれども、

基本的には、まず訪問して口頭指導を行います。

それでもなかなか聞いていただけない方に対し

ては、土木事務所から文書指導を行っておりま

す。

○宮原委員 文書指導で従わない人というのは、

いっぱいいらっしゃるのかなと思うので、先ほ

どから言うように、人の物ですから手をつける

ことはなかなかできないんでしょうけれども、

条例の中に、例えば、文書で通知をして、３カ

月たってもない場合は撤去します、撤去費用を

そこに請求しますというところまでいかないと、

公平性は保てないんじゃないかな。それを出しっ

ぱなしの人のほうが得だということになると、

あんまりいいことじゃないなと思いましたので、

御検討をよろしくお願いしたいと思います。以

上です。

○新見委員 今の宮原委員の質問に関連してで

すが、この屋外広告物関係は、除く宮崎市です

よね。宮崎市が入るんですか。

○瀬戸長都市計画課長 宮崎市は中核市になっ

ておりますので、宮崎市のほうで行っていただ

いております。

○新見委員 そうですね、わかりました。

それと、395ページ、都市公園関係の整備があ

るんですが、公共の都市公園事業費と県単の都

市公園整備事業費ということで２つ掲げてあり

ますけれども、まず、この都市公園というのは、

下のほうに都市公園管理費の中で６つ上がって

おりますが、これだけが都市公園となってるん

ですか。

○瀬戸長都市計画課長 395ページの、今委員が

言われました１から６番の公園がありますけれ

ども、このうち５番の青島亜熱帯植物園、これ

以外の５つが都市公園となっております。

○新見委員 そしたら、県単都市公園事業の中

で、県が単独で行う都市公園施設等とあります

が、この「等」という中に５番の亜熱帯植物園

と、そのほかにも入ってるんですか。

○瀬戸長都市計画課長 今言われましたこの

「等」の中には、青島の亜熱帯植物園が入って

るということでございます。

○新見委員 それ以外は何か入ってるんですか。

○瀬戸長都市計画課長 それ以外はございませ

ん。

○新見委員 それと、建築住宅課、402ページで

す。一番下に県の住生活基本計画改訂事業とい

うことで700万円弱掲げてありますが、結構金額

的には多いんじゃないかと思うんですけれども、

この具体的な内容について教えていただけます

か。

○森山建築住宅課長 宮崎県住生活基本計画の

改訂でございますけれども、現行では平成22年

度に作成しました23年度から32年度の10カ年計

画が既にございますが、ちょうど中間時点にな

りまして、これを改訂しようということでござ

います。内容としましては、現在の計画のちょ

うど中間でございますので、中間時点での施策

の検証ですとか、生活指標、そういったものの

検証をし、それに基づきまして生活指標の見直
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しの検討、そして、素案まで作成したいと考え

ております。作成の際には、学識経験者等第三

者で住宅政策懇談会というのを構成いたしまし

て検討していきたいと考えております。

○新見委員 それらの総額が、700万弱かかると

いうことですか。

○森山建築住宅課長 はい、そうでございまし

て、委託を考えておりますので、委託が約650万

円ぐらい、その他が懇談会の方の報酬とか、交

通費等でございます。

○新見委員 最後に、この資料の17ページ、改

訂内容の最後、（３）ですが、比較的簡易な構造

計算については県でもできるようになったとい

うことですが、具体的にこの県というのは、建

築住宅課なのか、恒久のセンターなのかを教え

てください。

○森山建築住宅課長 ここで申します県という

のは、建築住宅課でございます。

○新見委員 わかりました。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、以上で都市計画課、

建築住宅課、営繕課の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午前10時51分休憩

午前10時53分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

各課ごとの説明及び質疑が全て終了しました

ので、これより総括質疑を行います。

県土整備部全般について質疑はありませんか。

○外山委員 高速自動車道の関係で、ここでさ

せてもらいます。

今、清武南―北郷間それから北郷―日南間を

工事やってますよね。これの完成の時期という

か、そういうのは今公表しておるんですか。

○直原高速道対策局長 お答えします。清武南

―北郷間の供用の予定は、まだ明示されており

ません。それで、北郷から日南につきましては、

平成29年度の予定ということで公表があります。

以上です。

○外山委員 手前の清武南―北郷間ははっきり

わからないということですか。

○直原高速道対策局長 はい、そのようになっ

ております。これは、その区間の用地取得と、

トンネル工事の技術的な事柄がございまして、

まだ見通しがはっきり出せないというように国

から聞いております。

○外山委員 清武南―北郷間のトンネルは、漏

水があったりして、これは、技術的な問題が出

てくるとどうなっとるかわからんというところ

があるんでしょうが、東九州道の佐伯―蒲江間

は当初の予定を１年前倒ししましたよね。これ

は、２年、３年ぐらい前に、もうちょっと早く

できないのかということで、執行部のほうも知

事が行ってますが、議会のほうでも本当に強力

に─たまたま私が議長のときでしたが─福

岡、大分、宮崎の３県で国のほうに行きました

よね。そういう地元の熱意があれば、北郷―日

南間、29年を前倒しできないのかどうか。どう

なんですか、国から局長が見えてますが。

○直原高速道対策局長 北郷―日南間のほうの

前倒しができないかというお話だと思うんです

が、こちらも解決しつつあるんですが、用地取

得の関係で難航したところがあったりしました。

ですので、人為的なものというよりも、もう相

手がある話で、要はこれ以上前倒しがかなわな

いという状況で、国からは聞いております。確

かに私も現場を見てると、29年度といいまして

も、今、27年ですから、まだそんなにかかるの
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かという、委員と似たような印象を持つんです

が、ほんの１区間ができないということで、北

郷―日南間も29年と設定されているのが今のと

ころです。

ただ、私どもとしましても、今おっしゃられ

たように、前倒しができないのかということは、

今後も引き続き国に対して求めてまいりたいと

思っております。

○外山委員 １カ所地権者の問題があるにして

も、周りの熱意というか、そういう雰囲気が出

てくれば、その方もやっぱり協力せんといかん

という気持ちに、だんだん人間はなっていくと

思うんです。ですから今、局長が力強く自分た

ちも頑張っていきたいということでありますか

ら、議会のほうもそういう雰囲気を醸成して、

国のほうに一日でも早く前倒しができんかとい

うことでやっていきたいと思っておりますから、

部長、どうかよろしくお願いをいたします。

○大田原県土整備部長 今、外山委員からあり

がたいお言葉をいただきました。私たちは、今

まで県北のほう、特に今回佐伯―蒲江間がつな

がりますが、それ以前も、議会と私たち執行部、

それと、地元のいろんな商工関係の団体の皆さ

んと力強く、粘り強くいろんな要望活動をやっ

てきたところです。それが、今回の県北のほう

の結果にはつながったんだと考えております。

まだ残ります県南のほうが、今言われました29

年度という明示はされておりますが、北郷―日

南間、それとまだ全然明示もできてない、日南

―串間―志布志間、これにつきましては、皆さ

ん方と一緒になって、中央道も含めてですが、

強力な連携のもとにいろんな要望活動をやって

いきたいと思いますので、どうぞよろしくお願

いいたします。

○太田委員 管理課のほうにお聞きしたいんで

すが、資料でいえば10ページのところで漏れた

のかなと思いますけれども、建設技術センター

の関係の手数料徴収条例の一部改正する問題で

す。これは、イメージ的には料金を新設してと

いうこと等がありますけれども、実際これを利

用される方というのは、技術センターの近隣の

方というイメージですか。特に運転練習場と機

械練習場、これを実際使いたい場合は、もう近

隣の方なのか。体育館もそうですけれども、実

際利用される人というのは、県全体じゃなくて、

大体近隣の人が使ってるということなんですか。

○福嶋管理課長 10ページの２の（１）で、使

用料の新設をお願いしてる部分につきまして

は、25年度の実績で申し上げますと、３団体が

利用しております。１つは、建設業労働災害防

止協会宮崎県支部、２つ目が宮崎県産業開発青

年協会、それから、３つ目が林業・木材製造業

労働災害防止協会宮崎県支部という、こういっ

た方々が御利用になってまして、この２つの新

設する部分の目的からして、機械の利用という

ことで、限られてるものとは考えております。

関連で、（２）の話で、体育館等って出ていま

すけれども、これにつきましては、近隣の中学

校の部活動であるとか、そういった方々に利用

いただいております。

○太田委員 もう一つ、こういう手数料が新設

されましたけれども、これは指定管理の関係が

ありますよね。その場合、この手数料をいただ

くということが、指定管理料の関係で、指定管

理を受けてるところの一つのいい意味でのうま

みになるのか。制度上は、結局、手数料はもら

うけれども、それは県のほうに最終的には上がっ

てきますよということになるんですか。

○福嶋管理課長 これは、現在規定しておりま

す教室とかと同じような形で、県のほうに入る
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わけですけれども、今回の新設分につきまして

は、25年度の実績で計算をいたしますと、実際

は３万5,000円ぐらいしか、正直ならないという

ような数字になります。

○太田委員 これは、県に直接上がるというこ

とですね。わかりました。

もう一ついいですか。きのう、港湾に落ち込

む砂の問題が議論されましたけれども、これは、

もうつくられたものですからいたし方ないと思

いますが、環境アセスメント法の関係で、これ

を国のほうでつくられたのが1997年、もう20年

近く前のことです。アセスメントという立場か

らいったときに、こういった港湾は、そういう

アセスメントの対象にならなかったのか。当時

は、それ以前だからということかもしれません

けれども、ただ、影響調査というのは、県とし

てもそういった条例をもって、今後、いろんな

大きな施設についてはアセスメントしますとい

う対応ができるようになっているのかどうか。

○蓑方港湾課長 大きな港については、工事を

行うこと、また、しゅんせつをすること等で、

環境的な影響があるということで、計画を立て

る段階で環境アセスを行って、計画を立てるよ

うにしております。

○太田委員 現状は、そういう形できちっとや

りますよということですよね。宮崎港とか、延

岡新港もありますけれども、そういったところ

は時代的には前だったもんだから、アセスメン

ト的なものは行われずにつくられたと見ていい

ですか。

○蓑方港湾課長 宮崎港については、アセスメ

ントを行っております。

○太田委員 わかりました、よろしいです。

○宮原委員 先ほど局長も言われたけれども、

うまくいけば何も問題はないが、いろんな県民

なり、そういう方が持っておられる土地の交渉

をするとかってなった場合に、そう簡単にいか

ないとなったときに、非常に皆さんが苦労され

ると思うんです。そういう苦労されている状況

になると、今度は、その担当になってる方から

すると、すごいプレッシャーになりますわね。

だから、そういう部分でなかなか思うようにい

かないとなると、今度はメンタル面でダウンさ

れるというような話もよく聞くんですけれども、

ダウンされては困るので、そのあたりについて

は部としてはどういう対応をされてるんでしょ

うか。

○林用地対策課長 今、委員の御指摘がござい

ましたとおり、用地を計画的かつ円滑に取得し

ていくことが、やはり公共事業を順調に進めて

いく上で非常に重要だと考えております。そし

て、各現場で用地交渉に当たる職員の精神的な

プレッシャーというのは、非常に大きいと考え

ております。この中で、私どものほうとしまし

ては、従来から用地職員を対象とした各種研修、

これは、初任者から中堅、各幹部を対象にした

研修を、建設技術センター等を中心に実施して

おります。

あと、あわせまして、やはりいかにして初任

者の皆さんに用地業務で習熟していただくかと

いうことが、非常に大事だと考えておりますの

で、本年度、新たに用地事務マニュアルという

のを作成いたしまして、各職場のほうに配付い

たしました。これは、全庁掲示板のほうにもアッ

プいたしまして、早く業務に習熟していただい

て、円滑に業務を実施いただきたいということ

で、私どもとしましてはできる限りの配慮をさ

せていただいてるとこでございます。以上でご

ざいます。

○宮原委員 皆さんたちのことを思って、ここ
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は整理させてもらってるんだけれども、結果的

には、マニュアルに書いたとおりにいくんだっ

たら、それさえ読んでおけばうまくいくという

ことになりますが、やはりそういう状況に陥っ

たときに、例えば、上司の方であったり、その

周りであったり、サポート体制がうまくとれて

ないと、その人がダウンしてしまうと、もう元

も子もなくなると。ダウンして、誰かを入れた

らいいわという問題ではないと思うので、順調

にいけばいいんだけれども、例えば砂防工事な

んかも向こうに入らないかんとき、人の土地を

通って行かないかんもんになる。そこで、うち

の土地に入ったのどうのと、大したことでもな

いんだけれども、県民というのは人によっては

物すごく言われます。自分たちも相談を受けた

ときに、大したことないようにあると思うんだ

けれども、それでも物すごく「県が」と言われ

るんですよ。いろいろ話を聞いてみますと、大

したことではないんだけれども、私たちにそれ

だけ言われるんだから、多分、担当の方はもっ

と言われてるだろうなと思うと、そのあたりの

横の連携なり、上司が部下の発言がしやすい環

境というのをつくられてはいるんだろうと思う

んですが、その部分については、やはりダウン

される方がいない状況にするように努力をして

ほしいなと思いますので、よろしくお願いした

いと思います。

○大田原県土整備部長 今、委員がおっしゃい

ましたことは、本当に私たちは大事に思ってま

す。いろんな交渉事といいますか、それには今

１人では行かないように、２人で行ってしっか

りと話を聞くように。この用地関係であっても、

私が事務所にいるときは、用地担当、それと工

務担当が２人で行っていろんな話を、向こうか

らの厳しい注文とかもありますので、それらを

聞いて帰った後は、上司に復命をして、やはり

私たちがやってるこの仕事というのは、個人だ

けではなく組織としてやってる、そういうこと

を常々職員の皆さんには話をしてるところです。

ですので、自分で抱え込んで悩まないで、皆で

相談して、そして組織で考える。そういうこと

が、私も非常に大事だと思ってますので、今後

ともこれについては、職員に強く訴えていきた

いと考えているところです。

○渡辺副委員長 多分、道路保全課になると思

うんですが、今回の予算でも道路の維持管理と

か、沿道修景のこともいっぱい出てましたが、

街路樹に関して、ある方からちょっとお話があっ

て見てみたら、いわゆる樹勢というか、木の元

気と言っていいのかもしれませんが、それが物

すごく落ちていると。今のままだと、枯れたと

ころを切り取って小さくしていってるだけで、

どんどん街路樹のボリュームはなくなっていっ

て、根本的な対策はできてないんじゃないかと

いうようなお話もいただいたんですが、当然、

予算面の問題があることはよくわかっている上

で、その現状についてどういう認識があって、

今後、そこについての対策というか、基本的な

考え方があれば、ちょっと御説明を受けたいと

思ったんですが。

○馴松道路保全課長 昭和44年に沿道修景美化

条例ができて、それからもう50年近くたってる

ということで、樹木の老木化も随所に見られる

と。老木化について、例えば、枯れかかって危

険な状態になっているとか、あとは花芽のつき

が悪くなっているとか、そういった現状も、古

くなってる木については見られるところです。

それにつきましては、きのうの決算特別委員

会の指摘要望事項にもありましたけれども、こ

の中で、沿道修景植栽地区の見直しなどをやっ
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ていくということをきのう説明いたしました。

具体的な対策としましては、これまでの花と緑

にあふれた沿道環境の保全といった基本的な考

え方は継続しつつ、今度は景観的視点であると

か、効率的な維持管理の視点などから、来年度

から見直すことにしておるところです。

具体的には、インターチェンジが県北のほう

にずっとできましたので、このインター周辺の

植栽地区の追加でありますとか、高木化、老木

化した木の植えかえとか剪定方法、こういった

ことなどを進めていきたいと考えておりまして、

体制として、造園の専門家、景観の専門家であ

りますとか、景観団体であります市町村などの

意見も踏まえて、そういった意見を聞きながら

沿道修景の見直しを進めていきたいと考えてい

るところです。以上です。

○坂元県土整備部次長（道路・河川・港湾担当）

ちょっと補足させていただきますと、今言わ

れた老木・高木化、その原因については、やは

りその土地の自然の生態系に合わなかったりと

か、あるいは植えたときの土の状態、そこら辺

のこともあります。例えば、日南海岸にずっと

植わってたものなんか、どういった原因かちょっ

とわかりませんけれども、生態系とか土の問題

等で、またなくなってきたかなというような気

もしております。

そういったことで、今課長が申しました今後

検討する上においては、専門家等も入れた中で、

そういったことを踏まえながら検討していきた

いと思っております。以上です。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

○瀬戸長都市計画課長 先ほどの外山委員の質

問で、亜熱帯植物園の外縁の話がございました。

私、外縁の構想については決まりましたという

お答えをさせていただいたんですけれども、現

在、昨年度に設定しました選定委員会の中での

意見をいただいて、外縁の構想を検討している

という段階でございますので、発言の訂正をさ

せていただきたいと思います。

○岩下委員長 ほかに何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、その他で何かござい

ませんか。

○中野委員 ３点、１つは高速道路、以前、清

武―西都間が開通したときは、ほとんど、下請

の県内業者の受注がなかったんです。今回はど

うですか。そこは概略でいいですけれども、県

内業者の元請もあるのか。それから、下請とか

も含めて、概略でいいです。

○直原高速道対策局長 お答えする前に、まず、

今回というのはどこのことをおっしゃられてい

るんでしょうか。

○中野委員 東九州道の延岡まで開通したとこ

ろ、西都から向こう側です。

○直原高速道対策局長 大きくくくりまして、

西都から延岡までの間は、昔でいう日本道路公

団、今でいうＮＥＸＣＯ西日本ですけれども、

そちらが整備をしておりました。ざくっと言っ

てですけれども、発注形式は、清武―西都間と

同じような事業の出し方というんでしょうか、

そのような形でやってましたので、正直言って

地元には余り落ちないのかもしれません。

それと、延岡から先、大分の県境のほうに向

かう区間ですとか、あと、今やってます清武か

ら日南の区間になりますと、こちらは事業手法

はいろいろあるんですが、基本的には国土交通

省の発注で物事を行います。こちらは、どちら

かといえばになりますけれども、全国的なゼネ

コンばかり使うわけではなくて、地元の業者も

活用しながら事業を進めていくというのが基本
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的なスタンスになってきますので、要は、延岡

から北の区間、それともう一つは清武から南の

区間については、西都―清武間のようなこと

は、100％というわけではないですけれども、若

干薄まるのではないかなと思います。

○中野委員 鹿児島の業者のほうが国土交通省

のＢクラスがおったりとか、宮崎の場合は志多

組とかでも国土交通省だったらＢにも入らんぐ

らいの……。何かそこ辺が、負担金だけ出して

最後に開通して、地元業者には発注もできん。

何か宮崎県って寂しいなと思うんですけれども、

そこ辺はどうですか。

○大田原県土整備部長 私たちも地産・地消と

いうことでいろいろと話をしている中で、今中

野委員がおっしゃいましたことにつきましては、

恐らく３年、４年ぐらい前から、私たちのほう

が宮崎県河川国道事務所と延岡河川国道事務所

に赴いて、県はこういう地産・地消ということ

をやってますので、国のほうも県の業者さんで

できる仕事だったらぜひお願いしますと、そう

いういろんなお話は差し上げているところです。

建設新聞等を見てみますと、以前に比べると、

トンネルとか橋梁とか、特殊な工事では別です

が、ある程度県内の業者さんに配慮されてるの

かなというのが、最近の私の感想です。データ

的にはないんですが、以前に比べますと、今局

長が申しましたように、直轄でやっている区間

につきましては、いろいろ配慮はされてきてる

のではないかと考えております。

○中野委員 高度な技術がと言ったらしょうが

ないけれども、あれ見てると地元でもできるわ

なと思うものがたくさんある。国会議員はつま

らんとかな。本当に、もうちっと頑張ってもら

いたいわ。

それからもう一つ、この間、高校の卒業式に

行ったんです。大体、就職先がずっと書いてあ

る。私が行ったところは、土木系とか技術系が

ないから、当然、建設業はないが、逆に事務も

ないんです。やはり建設業というのは、新規採

用とか、そういうのが少しは出てきたのかなと

思いつつも、実態はようわからんということで

す。今、いろいろ年度末でみんな忙しいわけや

けれども、事務的に県の土木事務所に出す書類

が、もう夜中までですわという話を聞くわけ。

それは能力の問題もあるやろうけれども、品確

法というのを特に目立って聞くんやけれども、

この品確法も、私が思うには、それは法律やか

ら、一本化になっとるかもしれんけれども、建

設業法でも、ひとり業者でも、ゼネコンでも法

律は一緒はわかってるけれども、この品確法を

どこまで県内のＣクラス、Ｄクラス、1,000

万、2,000万企業など、小さい業者まで当てはめ

るのか。私は、法律にどういう縛りがあるかも

わからんけれども、もうちょっとそこ辺は、県

内の特Ａとか、Ａクラスは事務の話は全然聞か

んからいいです。社長もそんなことせんでいい

から、事務員がしとるから、わからんぐらいで

しょうけれども、だから、建設業界の意見を聞

いたりして、会長の言うことと末端で聞くこと

はあんまり、意見が分かれてるけれども、そこ

辺は、今どうなんですか。品確法は、私は見た

こともないんだけれども、その中で国の指針と

かいろいろ出て、それをどこまで今、県として

は品確法なり法律の範疇というのか、県内業者

に指導してるのか。

○髙橋技術企画課長 昨年の６月に改正があっ

た品確法についてですが、これは、ことしの１

月に品確法の運用指針というのがとりまとめら

れたところでございます。

もともと品確法の改正というのは、主に県、
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国、市町村といった発注者の責務というのが明

確化されたというのが趣旨でございまして、そ

の責務の中で、例えば、適正な予定価格を組ん

で発注しなさいとか、歩切りはやめてください

とか、項目としてかなり多くの項目があるんで

す。その中で主な項目を見てみますと、どちら

かというと地域の建設業者の育成、あるいは担

い手の確保のために発注者がやるべきことを並

べてるというような感じの品確法の改正になっ

ております。

○中野委員 だから、私が言いたいのは、品確

法の指針が出たということでしょう。指針は、

「ねばならない」じゃないわけ。指針は、100％

やんなさいという話じゃないやろう、そこんと

ころを。

○髙橋技術企画課長 その運用指針の中で、必

ず実施すべき事項というのと、実施に努める事

項というのが分けられております。先ほどちょっ

と言いましたけれども、適正な予定価格とか、

歩切りの廃止とかいうのは、必ず実施すべき事

項ということで明記されておりまして、そのほ

か発注や実施時期の平準化とか、こういうもの

については、「努める」事項ということで、分け

られていると思います。

○中野委員 努めるべきことと、実施すべきこ

と。だから、努めるべきことを、例えば、Ａク

ラス、Ｂクラス、Ｃクラスは一緒くたにせんで

もいいじゃないの。実際は、そういうことをみ

んな、Ａクラス、Ｂクラス、Ｃクラスも同じよ

うに努めるべきことというのは、業者にそうい

う指導をしてるかどうかというのを聞きたかっ

たわけ。

○髙橋技術企画課長 法律の趣旨を先ほど

ちょっと申しましたけれども、発注者の責務と

いうことで、発注者がすべきことが明記されて

るもので、事業者のほう、企業者のほうでこう

やりなさいよというような趣旨ではないと解釈

してます。

○大田原県土整備部長 恐らく委員が言われて

るのは、大きな業者さんだったら書類をここま

で要求するけれども、小さな業者さんだったら、

もうそこまで要求せんでいいんじゃないかとか、

そういう趣旨だと思うんですが……。私たちも、

今、品質の確保ということで、工事後ちゃんと

立派なのが残って、後々影響がないようにとい

うことで、それぞれの工種ごとにこういう品質

は確保してくださいということを、いろんな仕

様書等でうたってます。その中で、こういう書

類はお願いしますということでずっと話してい

るんですが、例えば規模が大きい場合ですと、

確かに書類の数は多くて、小さな場合だったら

少なくて済むとか。それと、大きな場合だった

らこの書類は必要です、小さな場合だったらこ

れは要らないですとか、そういう区分けはある

んですが、そこがどうも相手方さんには、うま

く伝わってないところもあるもんですから、そ

こら辺は前回もここでお話ししましたように、

いろんな場面場面で、これは必要だ、これは要

らないんですよというのを、粘り強く説明して

いく必要があるのかなと考えてます。

○中野委員 私は、趣旨はわかるんです。だか

ら、どこが品確法で問われるかというぐらい、

石積みしたりとか、ブロック並べたりとか、要

は設計どおりやっとけばいいわけで。私が言い

たいのは、ＡクラスもＣクラスも、１億円、２

億円の工事と、1,000万の工事と、ねばならない

のところを同じ条件で業者に求めてるのかどう

かというのを聞きたいわけ。今の話だと、みん

な一緒くたに求めてるということでしょう。だ

から部長、そこら辺は絶対という話ならいいけ
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れども、私も周りを見たって、みんなもう昔か

らの、もう２世の時代になったし、そんな１ミ

リ違う話とか、それでずっとやって問題がなく

てきてるわけでしょう。だから、国が品確法っ

て言い出して、私が言ってるのは、とにかく書

類が多いと。そこら辺は、単価も違う、家内労

働でやっているようなところと、少しは指導要

綱というのか、橋をかけるのとブロックを積む

話は違うでしょうって、言いたいわけや。

○大田原県土整備部長 先ほど技術企画課長が

申しましたように、この品確法は今度改正され

ましたが、それは、あくまでこちら、私たち発

注者側に求められた内容でございます。今委員

がおっしゃられましたそういう書類の簡素化と

か、そういうのとはちょっと切り離して考える

必要があるのかなと思うんですが、確かに私た

ちもいろんな意見交換をする中で、相変わらず

書類が多いとか、そういう話は出てきます。も

うちょっと私たちも知恵を出しながら、いろん

な話をしながら、本当にこれが要るのか。場合

によっては、県独自の書類の簡素化というのも

あり得るのかなと思いますので、そこはもう少

し検討をさせてください。

○中野委員 法律はしょうがないんです。法律

の中で留意すべきこととか、絶対ねばならない

という部分は、少しはやっぱり工事、そこ辺で

……。それは、法律はみんな、建設業だってひ

とり親方だって、許可を取れば一緒やけれども、

指導としてはそんなことで、やはり何でもかん

でも法律どおりって。法律なんて絶対に、現状

に合わしたらおかしな話がいっぱいあるという

か。そこ辺は、もう現場の人手もおらん、今、

あんまり受けもせんという話の中で、ぜひそこ

辺も、少しは幅を持ってやるべきではというこ

とでお願いします。

もう一つ、今、予定価格、これは最初のとき

からいろいろ議論があったんだけれども、95ま

でしても、競争になれば91とか、そういう話に

なる。だから私は、やはり県としてもしっかり、

予定価格は100で出して、100で出した場合に大

体効率的にやれば何割ぐらいあるとか。外に言

う必要はないですよ。それから、９割でいった

場合はもう利益がないとか。昔は97～98とか、

今、大体91ぐらいになると、もうとにかく利益

が出らんと。はっきり俺もわからんけれども、

そういうのは県としても、内々の話だけれども、

予定価格から最低価格。だから、最低価格が、

私は収支とんとんのとこら辺かなと思ったりす

るわけで、今後、予定価格、最低価格を上げる、

物価が出てくるわけで、そこ辺の検討をしてく

ださい。

それと、宮崎県は全て、よその県をきょろきょ

ろしながら、よその県の状況を見ながらという

のが、大体もう相場や。やはりそこら辺は、県

ならではとかいろんな言葉が出るけれども、み

んな、何かそんな話になると、周りの県をきょ

ろきょろ見て後からついていくような話で、部

長、独自の考え方を出して、頑張ってください。

○大田原県土整備部長 予定価格の算出につき

ましては、先ほど出ました品確法の中にも、そ

こはしっかりと適正な価格を出すようにという

ことを言われてます。私たちも、今までは国の

ほうが出してるいわゆる標準歩掛、大体それに

従って算出してたんですが、やはりもう現場現

場で条件が違います。ですので、標準的な基準

に乗っからないところにつきましては、近くの

業者さんから見積もりをとって、それを予定価

格の中に反映させてるところですが、十分現場

を反映した予定価格、これを作成することが非

常に大事かなと思ってます。
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あくまで国の基準を使ったものというのは、

標準的な予定価格でありますので、やはり業者

さんによっては、例えば基礎工事は得意だとか、

ここの工事は得意だというのがありますので、

そこで利益が出るかどうかというのは業者さん

が判断をすべきものかなと考えております。で

すので、私たちに利益率とか、どこまで行けば

利益が出るんだというのは、やはり業者さんは

千差万別ですので、そこいらは、私たちのほう

で把握はしづらいのかなと思います。

あと、他県の状況等を余りに見過ぎといいま

すか、それにつきましては、先ほどもちょっと

申しましたように、ある程度県独自の考えも必

要になってくるのかなというところもあります

ので、それはまた、いろんな知恵を出しながら

検討を進めていきたいと考えてます。

○中野委員 ちょっと確認。国が出してる歩掛、

初めて知ったけれども、あれは参考でいいわけ

ですか。

○大田原県土整備部長 県のほうに、そういう

基準といいますか、独自につくる場合もありま

す。ちょっと私の説明が悪かったんですけれど

も、あくまでそれに従いますが、それが現実と

合致しない場合、それは参考にして見積もりを

とったりとか、より正しく反映させてある歩掛

等をつくっていきます。

○中野委員 いや、昔は歩掛は、管理課の中で

決めとった。だから、国が出したのを、私はそ

のとおりせんといかんとかなと思っとったけれ

ども、あくまでも参考でいいわけですね。県は、

独自に歩掛を組んでもいいということですね。

○大田原県土整備部長 済みません、ちょっと

私の説明不足で。会計検査とか、そういういろ

んな補助が入ってる場合は、そこで厳しい検査

がありますので、それのほとんどが、国の歩掛

とかを基準に従ってやってます。それに合致し

ないところを、それを参考にして、より現実に

合致したいろんな歩掛等を使っているところで

す。

○中野委員 いや、だから、あくまでも参考

で、100％そのとおりせんといかん、事情があっ

て値段が変わる分には、会計検査が入ってもちゃ

んと根拠資料があればいいわけでしょう。わか

りました。

○渡辺副委員長 ちょっと確認をさせていただ

きたいんですが、木花の運動公園の体育施設、

競技場であったりプールとかというのは、公園

は県土整備部の管理になるかと思うんですけれ

ども、体育施設の管理というか、所管はどうな

るんですか。

○瀬戸長都市計画課長 教育委員会のスポーツ

振興課でしていただいております。

○渡辺副委員長 運営は別にして、施設として

の、保有という言い方が正しいのかどうかわか

りませんが、それは県土整備部ですか。

○瀬戸長都市計画課長 はい、県土整備部の持

ち物になります。

○渡辺副委員長 もう一点確認いたします。国

体の招致を知事も表明をされて、県議会でもそ

れに関する対応が、この議会で進もうとしてる

んですけれども、どこで国体をやっていいか、

それはいろいろ議論はいろいろあるにせよ、総

合運動公園も全く関係がないという状況には、

絶対にならないであろうと。その際に、既に特

別委員会とかでも議論があってますが、老朽化

がいろいろ指摘をされています。そのときに、

最終的に、それは県全体で必要な判断にもちろ

んなるんですが、大規模な改修を、体育施設を

行わなければならないとか、新設を運動公園の

中で行うとか、そういうことになった場合には、
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その準備であったりとか、問題の提起というか、

上げていくような作業とか、最終的な判断はも

ちろん知事ということになるんでしょうけれど

も、そこは、現時点でのルールの中でいうとど

うなるんでしょうか。

○瀬戸長都市計画課長 ２巡目国体開催の準備

については、基本的には教育委員会が主になっ

て音頭をとることになるかと思います。今委員

が言われましたように、運動公園内の設備も非

常に老朽化が進んでおりますので、どこの会場

でどの競技をするのかということがまず決まっ

ていくのかなと思います。それで決まったとき

に、今言われました運動公園内の施設を利用す

るという話が出てきたときに、県土整備部も入っ

て一緒に考えていくのかなということで考えて

おります。

○渡辺副委員長 わかりました。

○岩下委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、以上をもって県土整

備部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時38分休憩

午前11時47分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてでございますが、委員会

日程の最終日に行うこととなっておりますの

で、10日の１時から実施したいと思いますので、

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

そのほか、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 何もないようですので、以上で

本日の委員会を終了いたします。

午前11時47分散会
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午後１時２分再開

出席委員（８人）

委 員 長 岩 下 斌 彦

副 委 員 長 渡 辺 創

委 員 外 山 三 博

委 員 中 野 明

委 員 宮 原 義 久

委 員 後 藤 哲 朗

委 員 太 田 清 海

委 員 新 見 昌 安

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

政策調査課副主幹 沖米田 哲 哉

議 事 課 主 査 長 谷 恵美子

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行います。

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか。一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、一括して採決をいた

します。

議案第１号、第８号から第10号、第13号、第14

号、第24号から第26号、第35号、第38号、第43

号、第48号、第54号、第59号、第60号、第63号、

第64号、第70号、第71号、第74号、第75号、第77

号及び第78号について、原案のとおり可決する

ことに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 異議なしと認めます。よって議

案第１号ほか23件については、原案のとおり可

決すべきものと決定いたしました。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

商工観光振興対策及び土木行政の推進に関す

る調査につきましては、閉会中の継続審査とし

たいと思いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 御異議ありませんので、この旨、

議長に申し出ることといたします。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目として、特に要望等はあり

ませんか。

暫時休憩いたします。

午後１時４分休憩

午後１時30分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

お諮りいたします。委員長報告につきまして

は、皆様の御意見を参考にして、正副委員長に

御一任いただくことで異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

そのほか、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 何もないようですので、以上で

委員会を終了いたします。

午後１時31分閉会

平成27年３月10日(火)


